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(57)【要約】
【課題】ＣＳＭＡ／ＣＡを用いるシステムにおいて端末
間で公平なアクセスを実現する。
【解決手段】本発明の一態様としての無線通信端末は、
少なくとも１つのアンテナと、パケットを受信する受信
部と、パケットを送信する送信部と、受信部および送信
部に結合された通信処理部と、通信処理部に結合され、
通信処理部へデータを送信し、他の装置からデータを受
信する、ネットワーク処理部と、ネットワーク処理部に
結合され、他の装置からの第１データをキャッシュする
、メモリとを備える。受信部は、第１フィールドを送信
し、多重化された複数の第２フィールドのうちの少なく
とも１つを受信し、第１フィールドに自装置を特定する
第１情報が設定されていない場合に、複数の第２フィー
ルドのうちの１つを復号してフレームを取得する。通信
処理部は、フレームに設定されている値に示される期間
の間、無線媒体へのアクセスを抑制するよう制御する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１フィールドを受信し、多重化して送信される複数の第２フィールドのうちの少なく
とも１つを受信し、
　前記第１フィールドに自装置を特定する第１情報が設定されていない場合に、受信に関
するパラメータの値が第１値のときは、前記複数の第２フィールドのうちの１つを復号し
てフレームを取得し、前記パラメータの値が前記第１値と異なる第２値のときは、前記複
数の第２フィールドのいずれの復号も行わない、受信部と、
　前記フレームに設定されている値に示される期間の間、無線媒体へのアクセスを抑制す
るよう制御する制御部と、
　無線通信装置。
【請求項２】
　前記多重化は、少なくとも、周波数多重および空間多重のいずれか１つである
　請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項３】
　前記第１フィールドは、複数の無線通信装置に共通のフィールドであり、
　前記複数の第２フィールドは、前記複数の無線通信装置のそれぞれの個別のフィールド
である、
　請求項１または２に記載の無線通信装置。
【請求項４】
　前記第１フィールドは、前記複数の第２フィールドを各々の復号するための第２情報を
含む
　請求項１ないし３のいずれか一項に記載の無線通信装置。
【請求項５】
　前記複数の第２フィールドは、ＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃ
ｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）で送信され、
　前記第２情報は、
　誤り訂正符号の方式に関する情報、
　前記複数の第２フィールドの送信に用いられている複数のリソースブロックを特定する
ための情報
　の少なくとも一方を含む
　請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項６】
　前記複数のリソースブロックを特定するための情報は、前記複数のリソースブロックの
個数に関する情報、前記複数のリソースブロック間のサブキャリア間隔に関する情報、お
よび前記複数のリソースブロックの個々の識別子、のうち少なくとも１つを含む
　請求項５に記載の無線通信装置。
【請求項７】
　前記複数の第２フィールドはマルチユーザＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）で送信され、
　前記第２情報は、
　誤り訂正符号の方式に関する情報、
　ストリーム数に関する情報
　の少なくとも一方を含む
　請求項４に記載の無線通信装置。
【請求項８】
　前記複数の第２フィールドのそれぞれは、第３フィールドと第４フィールドとを含み、
　前記受信部は、前記複数の第２フィールドのうちの１つの前記第３フィールドから第３
情報を取得し、前記第３情報に基づき前記第４フィールドを復号することで、前記第４フ
ィールドから前記フレームを取得する
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　請求項１ないし７のいずれか一項に記載の無線通信装置。
【請求項９】
　前記第３情報は、前記フレームに適用されている変調符号化方式に関する情報を含み、
　前記受信部は、自装置が対応可能な変調符号化方式を設定している第３フィールドを特
定し、特定した第３フィールドに設定されている前記変調符号化方式に基づいて前記第４
フィールドを復号して前記フレームを取得する
　請求項８に記載の無線通信装置。
【請求項１０】
　前記受信部は、前記自装置が対応可能な変調符号化方式を設定している前記第３フィー
ルドが複数存在する場合は、符号化率または伝送レートが所定の条件を満たす変調符号化
方式を設定している前記第３フィールドを特定し、特定した第３フィールドに設定されて
いる変調符号化方式に基づき前記第４フィールドを復号して前記フレームを取得する
　請求項９に記載の無線通信装置。
【請求項１１】
　前記複数の第２フィールドのそれぞれは、前記フレームが設定される第３フィールドと
、値が設定される第４フィールドとを備え、
　前記受信部は、前記フレームから前記値を抽出する代わりに、複数の前記第４フィール
ドのうちの１つから前記値を抽出し、
　前記制御部は、前記抽出された値に示される期間の間、前記無線媒体へのアクセスを抑
制するよう制御する
　請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項１２】
　前記第１フィールドに、前記フレーム毎の値が設定されており、
　前記受信部は、前記フレームから前記値を抽出する代わりに、前記第１フィールドから
、前記フレーム毎の値のうちの１つを抽出し、
　前記制御部は、前記抽出された値に示される期間の間、前記無線媒体へのアクセスを抑
制するよう制御する
　請求項１に記載の無線通信装置。
【請求項１３】
　前記リソースブロックは、１つまたは複数のサブキャリアを含む
　請求項５または６に記載の無線通信装置。
【請求項１４】
　前記制御部は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に従って通信を制御する
　請求項１ないし１３のいずれか一項に記載の無線通信装置。
【請求項１５】
　無線通信装置による無線通信方法であって、
　第１フィールドを受信し、多重化して送信される複数の第２フィールドの少なくとも１
つを受信し、
　前記第１フィールドに自装置を特定する第１情報が設定されていない場合に、受信に関
するパラメータの値が第１値のときは、前記複数の第２フィールドのうちの１つを復号し
てフレームを取得し、前記パラメータの値が前記第１値と異なる第２値のときは、前記複
数の第２フィールドのいずれの復号も行わず、
　前記フレームに設定されている値に示される期間の間、前記無線媒体へのアクセスを抑
制するよう制御する
　無線通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、無線通信装置および無線通信方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　複数の無線通信端末（以下、端末）宛ての送信または複数の端末からの受信を同時に行
うＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌ
ｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）と呼ばれる通信方式が知られている。１つまたは複数のサブ
キャリアをリソースブロックとして端末に割り当て、リソースブロックベースで、複数の
端末宛ての送信または複数の端末からの受信を同時に行うＯＦＤＭＡは、特にリソースブ
ロックベースのＯＦＤＭＡと呼ぶ場合もある。基地局から複数の端末宛ての同時送信はダ
ウンリンクＯＦＤＭＡ送信、複数の端末から基地局への同時送信はアップリンクＯＦＤＭ
Ａ送信に相当する。
【０００３】
　ＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗ
ｉｔｈ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｖｏｉｄａｎｃｅ）を用いるＩＥＥＥ８０２．１１規格に準
じた無線ＬＡＮシステムにおいて、リソースブロックベースのＯＦＤＭＡで通信を実施す
る場合、ＯＦＤＭＡの対象でない端末がシステム内に存在することを加味しなくてはなら
ない。ＯＦＤＭＡの対象でない端末とは、今回実施するＯＦＤＭＡの対象にはならない端
末のことである。
【０００４】
　ＯＦＤＭＡの対象とならない端末（非対象端末）が存在する環境でＯＦＤＭＡ通信を実
施した場合、当該非対象端末はＯＦＤＭＡで送受信されるフレーム（より詳細にはフレー
ムを含む物理パケット）を正常に受信しないため、物理層またはＭＡＣ層でエラーが検知
される。このため、次回の無線媒体へのアクセス時に、ＭＡＣ層で、キャリアセンスを行
う一定期間としてＥＩＦＳ（ｅｘｔｅｎｄｅｄ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ）時
間を起動してしまう。ＥＩＦＳ時間は、通常の媒体アクセス時に行うキャリアセンスの一
定時間であるＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］より長い。このため、アクセス権の獲得の機会
に関して、非対象端末と他の端末（例えばＯＦＤＭＡ通信を実施した端末および基地局）
との間で、不公平が生じてしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国出願公開第２０１３／０２８６９５９号明細書
【特許文献２】特開第２０１３－２４３６９３号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】ＩＥＥＥ　１１－１３／０２８７ｒ３
【非特許文献２】ＩＥＥＥ　Ｓｔｄ　８０２．１１ａｃ（ＴＭ）－２０１３
【非特許文献３】ＩＥＥＥ　Ｓｔｄ.　８０２．１１（ＴＭ）－２０１２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の実施形態は、ＣＳＭＡ／ＣＡを用いるシステムにおいて端末間で無線媒体への
アクセスの機会を公平にすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明の一態様としての無線通信端末は、少なくとも１つのアンテナと、パケットを受信
する受信部と、パケットを送信する送信部と、受信部および送信部に結合された通信処理
部と、通信処理部に結合され、通信処理部へデータを送信し、他の装置からデータを受信
する、ネットワーク処理部と、ネットワーク処理部に結合され、他の装置からの第１デー
タをキャッシュする、メモリとを備える。受信部は、第１フィールドを送信し、多重化さ
れた複数の第２フィールドのうちの少なくとも１つを受信し、第１フィールドに自装置を
特定する第１情報が設定されていない場合に、複数の第２フィールドのうちの１つを復号
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してフレームを取得する。通信処理部は、フレームに設定されている値に示される期間の
間、無線媒体へのアクセスを抑制するよう制御する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施形態に係る無線通信装置の機能ブロック図。
【図２】ＯＦＤＭＡ通信とリソースブロックの割り当てを説明するための図。
【図３】基地局と複数の端末とにより形成される無線通信グループを示す図。
【図４】ＯＦＤＭＡ通信により生じ得る無線媒体へのアクセスの不公平を説明するための
図。
【図５】物理パケットの概略フォーマット例を示す図。
【図６】ＭＡＣフレームの基本的なフォーマット例を示す図。
【図７】キャリアセンス時間を模式的に示す図。
【図８】第１の実施形態に係る動作シーケンス例を示す図。
【図９】第１の実施形態に係る動作シーケンスの他の例を示す図。
【図１０】第１の実施形態に係る基地局の動作のフローチャートを示す図。
【図１１】第１の実施形態に係る端末の動作のフローチャートを示す図。
【図１２】第２の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例を示す図。
【図１３】第２の実施形態に係る動作シーケンスの第２の例を示す図。
【図１４】図１３に示した動作シーケンス例に対応する基地局の動作のフローチャートを
示す図。
【図１５】第３の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例を示す図。
【図１６】図１５に示した動作シーケンス例に対応する基地局の動作のフローチャートを
示す図。
【図１７】第３の実施形態に係る動作シーケンスの第２の例を示す図。
【図１８】第３の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例を示す図。
【図１９】図１８に示した動作シーケンス例に対応する基地局の動作のフローチャートを
示す図。
【図２０】ＭＵ－ＭＩＭＯ通信により生じ得る無線媒体へのアクセスの不公平を説明する
ための図。
【図２１】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例を示す図。
【図２２】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第２の例を示す図。
【図２３】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例を示す図。
【図２４】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第５の例を示す図。
【図２５】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第６の例を示す図。
【図２６】第４の実施形態に係る動作シーケンスの第７の例を示す図。
【図２７】第５の実施形態に係る基地局または端末の機能ブロック図。
【図２８】第６の実施形態に係る端末または基地局の全体構成例を示したものである。
【図２９】第６の実施形態に係る基地局または端末に搭載される無線通信装置のハードウ
ェア構成例を示す図。
【図３０】第７の実施形態に係る無線通信端末の斜視図。
【図３１】第７の実施形態に係るメモリーカードを示す図。
【図３２】コンテンション期間のフレーム交換の一例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。無線ＬＡＮの規格と
して知られているＩＥＥＥ　Ｓｔｄ　８０２．１１－２０１２およびＩＥＥＥ　Ｓｔｄ　
８０２．１１ａｃ－２０１３、ならびに次世代無線ＬＡＮ規格であるＩＥＥＥ　Ｓｔｄ　
８０２．１１ａｘ用の仕様フレームワーク文書（Specification Framework Document）で
あるＩＥＥＥ　８０２．１１－１５／０１３２ｒ１５は、本明細書においてその全てが参
照によって組み込まれる（ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ　ｂｙ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ）もの
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とする。
【００１１】
（第１の実施形態）　
　図１に、第１の実施形態に係る無線通信装置の機能ブロック図を示す。この無線通信装
置は、無線通信基地局（以下、基地局）、または無線通信基地局と通信する無線通信端末
（以下、端末）に実装されることができる。基地局は、主に中継機能を有する点で端末と
は異なり、その他は基本的に端末と同様の通信機能を有するため、端末の一形態であると
考えることができる。以下の説明で端末と言うときは、特に両者を区別する必要がない限
り、基地局を指してもよい。
【００１２】
　本実施形態では、基地局が、連続した周波数領域内で１つまたは複数の連続するサブキ
ャリアを一単位とするリソースブロック（サブチャネル、リソースユニット、周波数ブロ
ックと呼んでも良い）を端末に各々割り当てて、複数端末宛て同時送信もしくは複数端末
からの同時受信をする、リソースブロックベースのＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　
Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）通信を行う
場合を想定する。基地局から複数の端末への送信は、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信、複数
の端末から基地局への送信は、アップリンクＯＦＤＭＡ送信に相当する。
【００１３】
　図２に、周波数領域に複数のチャネルが配置される様子を示す。チャネル間にはガード
バンドが設けられている。１つのチャネルの帯域幅は、例えば２０ＭＨｚである。そのう
ちの１つのチャネル（ここではチャネルＭ）の連続する帯域を用いてＯＦＤＭＡ通信を行
うことを考える。チャネルＭの連続する帯域（例えば２０ＭＨｚ幅帯域）には互いに直交
する複数のサブキャリア（２０ＭＨｚ帯域の場合、例えば５２本）が配置されており、こ
れらのサブキャリアに基づき、１つまたは複数の連続するサブキャリアを一単位とするリ
ソースブロックを端末１、端末２、・・・端末Ｋ（Ｋは２以上の整数）に割り当てる。リ
ソースブロックごとの帯域幅（あるいはサブキャリア数）は各リソースブロックで共通と
するが、リソースブロックごとに帯域幅（あるいはサブキャリア数）が異なることを許容
してもよい。また、各端末に割り当てるリソースブロック数は、図２の例では端末１台あ
たり１つのリソースブロックであるが、１台に複数のリソースブロックを割り当ててもよ
いし、端末ごとに割り当てるリソースブロック数が異なってもよい。リソースブロックが
複数のサブキャリアで構成される場合は、リソースブロックに含まれる各サブキャリアの
配置が連続していても連続していなくてもよい。１台の無線端末に、リソースブロックと
して、非連続に配置された複数のサブキャリアを割り当てることも可能である。
【００１４】
　また、図２の例では、各端末に割り当てるリソースブロック間に少なくとも１つのサブ
キャリアが、ガードサブキャリアとして配置されている。リソースブロック間に配置する
ガードサブキャリアの個数は、事前にシステムまたは仕様で定められていてもよいし、任
意に定めてもよい。また、リソースブロック間にガードサブキャリアを配置することは必
須ではなく、リソースブロック間にガードサブキャリアを配置しないことを許容してもよ
い。
【００１５】
　またＯＦＤＭＡ通信で使用するチャネル数は、１つに限定されず、２つ以上のチャネル
を用いてＯＦＤＭＡ通信を行うことも可能である。この際、チャネルごとに独立して、上
述のように各チャネル内でリソースブロックの割り当てを行っても良い。この際、１つの
端末が異なるチャネルに属する複数のリソースブロックの割り当てを受けることを許容し
てもよい。またチャネルごとに独立してリソースブロックの割り当てを行うのではなく、
複数のチャネルを結合した連続した周波数領域を定義し、当該結合後の周波数領域内でリ
ソースブロックの割り当てを行っても良い。例えば周波数的に隣接する２０ＭＨｚ幅の２
つのチャネルを結合して４０ＭＨｚの周波数領域を定義し、当該４０ＭＨｚの周波数領域
内の互いに直交するサブキャリア群に基づきリソースブロックの割り当てを行ってもよい
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。同様に、２０ＭＨｚ幅の４つのチャネルを結合して８０ＭＨｚの周波数領域、８つのチ
ャネルを結合して１６０ＭＨｚの周波数領域を定義してもよい。この場合、それぞれの周
波数領域内で互いに直交するサブキャリア群に基づき、リソースブロックの割り当てを行
えばよい。
【００１６】
　なお、本実施形態に係る端末は、少なくとも後方互換の対象となるレガシー端末での基
本チャネル幅（ＩＥＥＥ８０２．１１ａ／ｂ／ｇ／ｎ／ａｃ規格対応端末をレガシー端末
とするなら２０ＭＨｚチャネル幅）で物理パケットを受信・復号（誤り訂正符号の復号お
よび復調等を含む）できる。この際、キャリアセンスに関してはチャネル単位で行うもの
とする。ＣＣＡ（Ｃｌｅａｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ）のビジー／アイ
ドルに関する物理的なキャリアセンス（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ
）と、受信したフレームの中に記載されている媒体予約時間に基づく仮想的なキャリアセ
ンス（Ｖｉｒｔｕａｌ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ）との両方を包含してもよい。後者
のように、仮想的に媒体をビジーであると判定する仕組み、或いは、仮想的に媒体をビジ
ーであるとする期間は、ＮＡＶ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｖｅｃｔｏｒ
）と呼ばれる。チャネル単位で行ったＣＣＡまたはＮＡＶに基づくキャリアセンス情報は
、チャネル内の全リソースブロックに共通に適用してもよい。例えばキャリアセンス情報
がアイドルを示すチャネルに属するリソースブロックは、当該チャネルのキャリアセンス
情報を共通に適用して、アイドルであるとして処理を行ってもよい。なお、本実施形態に
係る端末はチャネル単位でキャリアセンスを行うことに限定されず、端末がリソースブロ
ック単位でキャリアセンスを行う仕組みを実装しているのであれば、リソースブロック単
位でキャリアセンス（物理的および仮想的の両方）を行うことを許容してもよい。
【００１７】
　本実施形態では、上述のように基地局及び複数の端末間でリソースブロックベースのＯ
ＦＤＭＡ通信を行うことを前提とするが、リソースブロックベースに限らず、チャネルベ
ースでのＯＦＤＭＡ通信を許容してもよい。この場合のＯＦＤＭＡを特にチャネルベース
のＯＦＤＭＡまたはＭＵ－ＭＣ（Ｍｕｌｔｉ－Ｕｓｅｒ　Ｍｕｌｔｉ－Ｃｈａｎｎｅｌ）
と呼ぶことがある。ＭＵ－ＭＣでは、基地局が複数のチャネルを複数の端末に割り当て、
当該複数のチャネルを同時に用いて、複数端末宛て同時送信もしくは複数端末からの同時
受信を行う。以降に説明するリソースブロックベースのＯＦＤＭＡに関する実施形態の説
明において、適宜、リソースブロックをチャネルに読み替えるなど、チャネルベースのＯ
ＦＤＭＡに即して必要な読み替えを行うことで、チャネルベースのＯＦＤＭＡの実施形態
も実現可能である。
【００１８】
　以下の説明において、リソースブロックベースのＯＦＤＭＡ通信を実施する能力を有す
る端末を、ＯＦＤＭＡ対応端末、当該能力を有さない端末をレガシー端末と呼ぶことがあ
る。ＯＦＤＭＡ通信を実施する能力を有効（Ｅｎａｂｌｅ）または無効（Ｄｉｓａｂｌｅ
）に切り替え可能な場合、当該能力が有効になっている端末をＯＦＤＭＡ対応端末として
考えればよい。また、ＯＦＤＭＡ対応端末のうち今回のＯＦＤＭＡ通信の対象として基地
局に指定された端末は、ＯＦＤＭＡの対象端末に相当し、今回のＯＦＤＭＡ通信の対象と
して基地局に指定されなかった端末は、ＯＦＤＭＡの非対象端末と呼ぶことがある。
【００１９】
　図１に示されるように、端末（非基地局の端末及び基地局）に搭載される無線通信装置
は、上位処理部９０、ＭＡＣ処理部１０、ＰＨＹ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ：物理）処理部５０
、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０、アナログ処理部７０（アナログ処理部１～Ｎ）及びアンテ
ナ８０（アンテナ１～Ｎ）を含む。Ｎは１以上の整数である。図では、Ｎ個のアナログ処
理部と、Ｎ個のアンテナが、一対ずつ接続されているが、必ずしもこの構成に限定される
ものではない。例えばアナログ処理部の個数が１つで、２つ以上のアンテナがこのアナロ
グ処理部に共通に接続されてもよい。
【００２０】
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　ＭＡＣ処理部１０、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０、及びＰＨＹ処理部５０は、他の端末（
基地局を含む）との通信に関する処理を行う通信処理装置またはベースバンド集積回路の
一形態に相当する。アナログ処理部７０は、例えばアンテナ８０を介して信号を送受信す
る無線通信部またはＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）集積回路の一形態に相当す
る。本実施形態に係る無線通信用集積回路は、当該ベースバンド集積回路（通信処理装置
）およびＲＦ集積回路の少なくとも前者を含んでもよい。通信処理装置またはベースバン
ド集積回路の機能は、ＣＰＵ等のプロセッサで動作するソフトウェア（プログラム）によ
って行われてもよいし、ハードウェアによって行われてもよいし、ソフトウェアとハード
ウェアの両方によって行われてもよい。ソフトウェアはＲＯＭ、ＲＡＭ等のメモリ、ハー
ドディスク、ＳＳＤなどの記憶媒体に格納してプロセッサにより読み出して実行してもよ
い。メモリはＤＲＡＭ等の揮発性メモリでも、ＮＡＮＤ、ＭＲＡＭ等の不揮発メモリでも
よい。
【００２１】
　上位処理部９０は、ＭＡＣ（Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏｎｔｒｏｌ：媒体アク
セス制御）層に対して上位層のための処理を行う。上位処理部９０は、ＭＡＣ処理部１０
との間で信号をやり取りできる。上位層としては、代表的なものとしては、ＴＣＰ／ＩＰ
やＵＤＰ／ＩＰ、さらにその上層のアプリケーション層などが挙げられるが、本実施形態
はこれに限定されない。上位処理部９０は、ＭＡＣ層と上位層との間でデータをやり取り
するためのバッファを備えていてもよい。上位処理部９０を介して有線インフラに接続す
るようになっていてもよい。バッファは、メモリでもよいし、ＳＳＤ、ハードディスク等
でもよい。バッファがメモリの場合、当該メモリはＤＲＡＭ等の揮発性メモリでも、ＮＡ
ＮＤ、ＭＲＡＭ等の不揮発メモリでもよい。
【００２２】
　ＭＡＣ処理部１０は、ＭＡＣ層のための処理を行う。前述のように、ＭＡＣ処理部１０
は、上位処理部９０との間で信号をやり取りできる。更に、ＭＡＣ処理部１０は、ＰＨＹ
処理部５０との間で、信号をやり取りできる。ＭＡＣ処理部１０は、ＭＡＣ共通処理部２
０と送信処理部３０と受信処理部４０を含む。　
【００２３】
　ＭＡＣ共通処理部２０は、ＭＡＣ層での送受信に共通する処理を行う。ＭＡＣ共通処理
部２０は、上位処理部９０、送信処理部３０、受信処理部４０及びＭＡＣ／ＰＨＹ管理部
６０と接続され、夫々との間で信号のやり取りをする。
【００２４】
　送信処理部３０及び受信処理部４０は、相互に接続している。また、送信処理部３０及
び受信処理部４０は、それぞれＭＡＣ共通処理部２０及びＰＨＹ処理部５０に接続してい
る。送信処理部３０は、ＭＡＣ層での送信処理を行う。受信処理部４０は、ＭＡＣ層での
受信処理を行う。
【００２５】
　ＰＨＹ処理部５０は、物理層（ＰＨＹ層）のための処理を行う。前述のように、ＰＨＹ
処理部５０は、ＭＡＣ処理部１０との間で信号をやり取りできる。ＰＨＹ処理部５０は、
アナログ処理部７０を介してアンテナ８０に接続されている。
【００２６】
　ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、上位処理部９０、ＭＡＣ処理部１０（より詳細には、Ｍ
ＡＣ共通処理部２０）及びＰＨＹ処理部５０の夫々と接続されている。ＭＡＣ／ＰＨＹ管
理部６０は、無線通信装置におけるＭＡＣ動作及びＰＨＹ動作を管理する。
【００２７】
　アナログ処理部７０は、アナログ／デジタル及びデジタル／アナログ（ＡＤ／ＤＡ）変
換器およびＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）回路を含み、ＰＨＹ処理部５０から
のデジタル信号を所望の周波数のアナログ信号に変換してアンテナ８０から送信、またア
ンテナ８０から受信した高周波のアナログ信号をデジタル信号に変換する。なお、ここで
は、ＡＤ／ＤＡ変換をアナログ処理部７０で行っているが、ＰＨＹ処理部５０にＡＤ／Ｄ
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Ａ変換機能を持たせる構成も可能である。
【００２８】
　本実施形態に係る無線通信装置は、１チップ内にアンテナ８０を構成要素として含む（
一体化する）ことで、このアンテナ８０の実装面積を小さく抑えることができる。更に、
本実施形態に係る無線通信装置は、図１に示されるように、送信処理部３０及び受信処理
部４０が、Ｎ本のアンテナ８０を共用している。送信処理部３０及び受信処理部４０がＮ
本のアンテナ８０を共用することにより、図１の無線通信装置を小型化できる。なお、本
実施形態に係る無線通信装置は、図１に例示されたものと異なる構成を備えても勿論よい
。
【００２９】
　無線媒体からの信号受信に際して、アナログ処理部７０は、アンテナ８０が受信したア
ナログ信号を、ＰＨＹ処理部５０が処理可能な基底帯域（Ｂａｓｅｂａｎｄ）の信号に変
換し、さらにデジタル信号に変換する。ＰＨＹ処理部５０は、アナログ処理部７０からデ
ジタルの受信信号を受け取り、その受信レベルを検出する。検出した受信レベルを、キャ
リアセンスレベル（閾値）と比較し、受信レベルが、キャリアセンスレベル以上であれば
、ＰＨＹ処理部５０は媒体（ＣＣＡ：Ｃｌｅａｒ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ａｓｓｅｓｓｍｅｎ
ｔ）がビジーであるということを示す信号を、ＭＡＣ処理部１０（より正確には、受信処
理部４０）へ出力する。受信レベルが、キャリアセンスレベル未満であれば、ＰＨＹ処理
部５０は、媒体（ＣＣＡ）がアイドルであるということを示す信号を、ＭＡＣ処理部１０
（より正確には受信処理部４０）へ出力する。
【００３０】
　ＰＨＹ処理部５０は、受信信号に対し、復号（誤り訂正符号の復号および復調等を含む
）処理、プリアンブル及びＰＨＹヘッダを取り除く処理などを行って、ペイロードを抽出
する。ＩＥＥＥ８０２．１１規格ではこのペイロードをＰＨＹ側ではＰＳＤＵ（ｐｈｙｓ
ｉｃａｌ　ｌａｙｅｒ　ｃｏｎｖｅｒｇｅｎｃｅ　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ　（ＰＬＣＰ）　
ｓｅｒｖｉｃｅ　ｄａｔａ　ｕｎｉｔ）と呼んでいる。ＰＨＹ処理部５０は、抽出したペ
イロードを受信処理部４０に渡し、受信処理部４０はこれをＭＡＣフレームとして扱う。
ＩＥＥＥ８０２．１１規格では、このＭＡＣフレームを、ＭＰＤＵ（ｍｅｄｉｕｍ　ａｃ
ｃｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ　（ＭＡＣ）　ｐｒｏｔｏｃｏｌ　ｄａｔａ　ｕｎｉｔ）と呼
んでいる。加えて、ＰＨＹ処理部５０は、受信信号を受信開始した際に、その旨を受信処
理部４０に通知し、また受信信号を受信終了した際に、その旨を受信処理部４０に通知す
る。また、ＰＨＹ処理部５０は、受信信号が正常に物理パケット（ＰＨＹパケット）とし
て復号できた場合（エラーを検出しなければ）、受信信号の受信終了を通知すると共に、
媒体がアイドルであるということを示す信号を、受信処理部４０に渡す。ＰＨＹ処理部５
０は、受信信号にエラーを検出した場合には、エラー種別に即した適切なエラーコードを
もって、受信処理部４０にエラーを検出したことを通知する。また、ＰＨＹ処理部５０は
、媒体がアイドルになったと判定した時点で、媒体がアイドルであることを示す信号を受
信処理部４０に通知する。
【００３１】
　ＭＡＣ共通処理部２０は、上位処理部９０から送信処理部３０への送信データの受け渡
し、及び受信処理部４０から上位処理部９０への受信データの受け渡しを、夫々仲介する
。ＩＥＥＥ８０２．１１規格では、このＭＡＣデータフレームの中のデータを、ＭＳＤＵ
（ｍｅｄｉｕｍ　ａｃｃｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ　（ＭＡＣ）　ｓｅｒｖｉｃｅ　ｄａｔ
ａ　ｕｎｉｔ）と呼んでいる。また、ＭＡＣ共通処理部２０は、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６
０からの指示を一旦受け取り、当該指示を送信処理部３０及び受信処理部４０に、それぞ
れ適したものに変換して出力する。
【００３２】
　ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、例えばＩＥＥＥ８０２．１１規格におけるＳＭＥ（Ｓｔ
ａｔｉｏｎ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）に相当する。その場合、ＭＡＣ／Ｐ
ＨＹ管理部６０とＭＡＣ共通処理部２０との間のインタフェースは、ＩＥＥＥ８０２．１
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１規格におけるＭＬＭＥ　ＳＡＰ（ＭＡＣ　ｓｕｂＬａｙｅｒ　Ｍａｎａｇａｍｅｎｔ　
Ｅｎｔｉｔｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）に相当し、ＭＡＣ／ＰＨＹ
管理部６０とＰＨＹ処理部５０との間のインタフェースは、ＩＥＥＥ８０２．１１無線Ｌ
ＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）におけるＰＬＭＥ　ＳＡＰ（Ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　Ｌａｙｅｒ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ａｃｃｅ
ｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）に相当する。
【００３３】
　なお、図１において、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、ＭＡＣ管理のための機能部とＰＨ
Ｙ管理のための機能部とが一体であるかのように描かれているが、分けて実装されてもよ
い。
【００３４】
　ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、管理情報ベース（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ　Ｂａｓｅ：ＭＩＢ）を保持する。ＭＩＢは、自端末の能力や各種機能が夫々
有効か無効かなどの各種情報を保持する。例えば、自端末が、ＯＦＤＭＡ対応端末である
か否か、また、ＯＦＤＭＡ対応端末の場合にＯＦＤＭＡを実施する能力の機能のオン／オ
フの情報も保持されていてもよい。ＭＩＢを保持・管理するためのメモリは、ＭＡＣ／Ｐ
ＨＹ管理部６０に内包させてもよいし、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０に内包せずに別に設け
るようにしてもよい。ＭＩＢを保持・管理するためのメモリをＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０
とは別に設ける場合に、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、その別のメモリを参照でき、また
メモリ内の書き換え可能なパラメータに関しては書き換えを行うことができる。メモリは
ＤＲＡＭ等の揮発性メモリでも、ＮＡＮＤ、ＭＲＡＭ等の不揮発メモリでもよい。また、
メモリでなく、ＳＳＤやハードディスク等の記憶装置でもよい。基地局では、非基地局と
しての他の端末のこれらの情報も、当該端末からの通知により、取得することができる。
その場合、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、他の端末に関する情報を参照・書き換えが可能
になっている。あるいはこれらの他の端末に関する情報を記憶するためのメモリは、ＭＩ
Ｂとは別に保持・管理するようにしてもよい。その場合、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０ある
いはＭＡＣ共通処理部２０が、その別のメモリを参照・書き換えが可能なようにする。ま
た基地局のＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、ＯＦＤＭＡ通信にあたり、非基地局としての端
末に関する各種の情報、または端末からの要求に基づき、ＯＦＤＭＡ通信用のリソースブ
ロックを同時に割り当てる端末を選定する（すなわち今回のＯＦＤＭＡの対象となる端末
を選定する）グルーピング機能も備えていてもよい。また、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０ま
たはＭＡＣ処理部１０は、送信するＭＡＣフレームおよび物理ヘッダに適用する伝送レー
トを管理してもよい。また基地局のＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０は、基地局がサポートする
レートセットであるサポートレートセットを定義してもよい。サポートレートセットは、
自局に接続する端末がサポートすることが必須のレートと、オプションのレートを含んで
も良い。
【００３５】
　ＭＡＣ処理部１０は、データフレーム、制御フレーム及び管理フレームの３種類のＭＡ
Ｃフレームを扱い、ＭＡＣ層において規定される各種処理を行う。ここで、３種類のＭＡ
Ｃフレームについて説明する。
【００３６】
　管理フレームは、他の端末との間の通信リンクの管理のために用いられる。管理フレー
ムとしては、例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１規格におけるＢａｓｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　
Ｓｅｔ（ＢＳＳ）である無線通信グループを形成するために、グループの属性及び同期情
報を報知するビーコン（Ｂｅａｃｏｎ）フレームがある。また、認証のためにまたは通信
リンク確立のために交換されるフレームなどもある。なお、ある端末が、もう一台の端末
と互いに無線通信を実施するために必要な情報交換を済ませた状態を、通信リンクが確立
していると、ここでは表現する。必要な情報交換として、例えば、自端末が対応する機能
（例えばＯＦＤＭＡ方式に対応や後述する各種能力など）の通知や、方式の設定に関する
ネゴシエーションなどがある。管理フレームは、送信処理部３０が、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理
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部６０からＭＡＣ共通処理部２０を介して受けた指示に基づいて生成する。
【００３７】
　管理フレームに関連して、送信処理部３０は、他の端末に管理フレームを介して各種情
報を通知する通知手段を有する。非基地局としての端末の通知手段は、ＯＦＤＭＡ対応端
末、ＩＥＥＥ８０２．１１ｎ対応端末、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃ対応端末のいずれに対
応しているかの情報を、管理フレームに入れて送信することで、基地局に自端末の種別を
通知してもよい。この管理フレームとしては、例えば端末が基地局との間で認証を行う手
順の一つであるアソシエーションプロセスで用いられるＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｑ
ｕｅｓｔフレームや、あるいはリアエソシエーションプロセスで用いられるＲｅａｓｓｏ
ｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔフレームがある。基地局の通知手段は、非基地局の端末
に、ＯＦＤＭＡ通信への対応可否の情報を、管理フレームを介して通知してもよい。これ
に用いる管理フレームとしては、例えばＢｅａｃｏｎフレームや、非基地局端末が送信し
たＰｒｏｂｅ　Ｒｅｑｕｅｓｔフレームに対する応答であるＰｒｏｂｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓ
ｅフレームがある。基地局は、自装置に接続している端末群をグループ化する機能を有し
ていてもよい。基地局の上記の通知手段は、各端末にそれぞれ割り当てられたグループの
グループＩＤを、管理フレームを介して通知してもよい。この管理フレームとしては、例
えばＧｒｏｕｐ　ＩＤ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔフレームがある。グループＩＤは、例えば
ＩＥＥＥ　Ｓｔｄ　８０２．１１ａｃ－２０１３で規定されたグループＩＤでもよい。ま
た、基地局は、当該グループ単位でＯＦＤＭＡ通信をする場合に、当該グループに属する
端末が使用するリソースブロックを特定するために必要な情報を、任意の管理フレームを
介して通知してもよい。
【００３８】
　受信処理部４０は、他の端末から管理フレームを介して各種情報を受信する受信手段を
有する。一例として、基地局の受信手段は、非基地局としての端末からＯＦＤＭＡ通信へ
の対応可否の情報を受信してもよい。また、当該端末がレガシー端末（ＩＥＥＥ８０２．
１１ｎ対応端末、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃ対応端末）の場合に対応可能なチャネル幅（
利用可能な最大のチャネル幅）の情報を受信してもよい。端末の受信手段は、基地局から
ＯＦＤＭＡ通信への対応可否の情報を受信してもよい。
【００３９】
　上述した管理フレームを介して送受信する情報の例は、ほんの一例であり、その他種々
の情報を、管理フレームを介して、端末（基地局を含む）間で送受信することが可能であ
る。例えばＯＦＤＭＡ対応端末は、自身がＯＦＤＭＡ通信で使用することを希望するリソ
ースブロック、または、チャネル、またはこれらの両方を、キャリアセンスで非干渉のチ
ャネル、または、非干渉のリソースブロック、またはこれらの両方から、選択してもよい
。そして、選択したリソースブロックまたはチャネルまたはこれらの両方に関する情報を
、基地局に通知してもよい。この場合、基地局は当該情報に基づき、ＯＦＤＭＡ通信のた
めのリソースブロック割り当てを各ＯＦＤＭＡ対応端末に対して行ってもよい。なお、Ｏ
ＦＤＭＡ通信で利用するチャネルは、無線通信システムとして利用可能な全てのチャネル
であっても、一部（１つまたは複数）のチャネルであってもよい。
【００４０】
　データフレームは、他の端末との間で通信リンクが確立した状態で、データを当該他の
端末に送信するために用いられる。例えばユーザのアプリケーション操作によって、端末
においてデータが生成され、当該データがデータフレームによって搬送される。具体的に
は、生成されたデータは、上位処理部９０からＭＡＣ共通処理部２０を介して送信処理部
３０に渡され、送信処理部３０でデータをフレームボディフィールドに入れ、ＭＡＣヘッ
ダを付加してデータフレームが生成される。そして、ＰＨＹ処理部５０でデータフレーム
に物理ヘッダを付加して物理パケットが生成され、物理パケットがアナログ処理部７０及
びアンテナ８０を介して送信される。また、ＰＨＹ処理部５０で物理パケットを受信する
と、物理ヘッダに基づき物理層の処理を行ってＭＡＣフレーム（ここではデータフレーム
）を抽出し、データフレームを受信処理部４０に渡す。受信処理部４０は、データフレー
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ムを受けると（受信したＭＡＣフレームがデータフレームであると把握すると）、そのフ
レームボディフィールドの情報をデータとして抽出し、抽出したデータを、ＭＡＣ共通処
理部２０を介して上位処理部９０に渡す。この結果、データの書き込み、再生などのアプ
リケーション上の動作が生じる。
【００４１】
　制御フレームは、管理フレーム及びデータフレームを、他の無線通信装置との間で送受
信（交換）するときの制御のために用いられる。制御フレームとしては、例えば、管理フ
レーム及びデータフレームの交換を開始する前に、無線媒体を予約するために他の無線通
信装置との間で交換するＲＴＳ（Ｒｅｑｕｅｓｔ　ｔｏ　Ｓｅｎｄ）フレーム、ＣＴＳ（
Ｃｌｅａｒ　ｔｏ　Ｓｅｎｄ）フレームなどがある。また、他の制御フレームとして、受
信した管理フレーム及びデータフレームの送達確認のための送達確認応答フレームがある
。送達確認応答フレームの例として、ＡＣＫ（Ａｃｋｎｏｗｌｅｄｇｅｍｅｎｔ）フレー
ム、ＢＡ（ＢｌｏｃｋＡＣＫ）フレームなどがある。ＣＴＳフレームも、ＲＴＳフレーム
の応答として送信するため、送達確認応答を表すフレームであるとも言える。ＣＦ－Ｅｎ
ｄフレームも、制御フレームの１つである。ＣＦ－Ｅｎｄフレームは、ＣＦＰ（Ｃｏｎｔ
ｅｎｔｉｏｎ　Ｆｒｅｅ　Ｐｅｒｉｏｄ）の終了をアナウンスするフレーム、つまり、無
線媒体へのアクセスを許可するフレームである。これらの制御フレームは送信処理部３０
で生成される。受信したＭＡＣフレームへの応答として送信される制御フレーム（ＣＴＳ
フレームやＡＣＫフレーム、ＢＡフレームなど）に関しては、受信処理部４０で応答フレ
ーム（制御フレーム）の送信の必要を判断して、フレーム生成に必要な情報（制御フレー
ムの種別、ＲＡフィールド等に設定する情報など）を送信指示とともに送信処理部３０に
出す。送信処理部３０が、当該フレーム生成に必要な情報と送信指示に基づき、適切な制
御フレームを生成する。
【００４２】
　ＭＡＣ処理部１０は、ＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌ
ｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗｉｔｈ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｖｏｉｄａｎｃｅ）に基づきＭＡＣフ
レームを送信する場合、無線媒体上でのアクセス権（送信権）を獲得する必要がある。送
信処理部３０は、受信処理部４０からのキャリアセンス情報に基づいて、送信タイミング
を計る。送信処理部３０は、係る送信タイミングに従って、ＰＨＹ処理部５０に送信指示
を与えて、ＭＡＣフレームを渡す。送信指示に加えて、送信処理部３０は、送信に使用さ
れる変調方式及び符号化方式を合わせて指示してもよい。これらに加えて、送信処理部３
０は、送信電力を指示してもよい。ＭＡＣ処理部１０は、アクセス権（送信権）獲得後、
媒体を占有可能な時間（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ；ＴＸＯＰ
）が得られると、ＱｏＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ　ｏｆ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）属性などの制限を伴
うものの、他の無線通信装置との間でＭＡＣフレームを連続して交換できる。ＴＸＯＰは
、例えば、無線通信装置がＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐ
ｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗｉｔｈ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｖｏｉｄａｎｃｅ）に基づき所定の
フレーム（例えばＲＴＳフレーム）を送信し、他の無線通信装置から応答フレーム（例え
ばＣＴＳフレーム）を正しく受信した場合に、獲得される。この所定のフレームが、当該
他の無線通信装置によって受信されると、当該他の無線通信装置は、最小フレーム間隔（
Ｓｈｏｒｔ　ＩｎｔｅｒＦｒａｍｅ　Ｓｐａｃｅ；ＳＩＦＳ）後に、上記応答フレームを
送信する。また、ＲＴＳフレームを用いないでＴＸＯＰを獲得する方法として、例えば直
接ユニキャストで送達確認応答フレームの送信を要求するデータフレーム（後述のように
フレームが連接された形状のフレーム、またはペイロードが連接された形状のフレームで
あってもよい）あるいは管理フレームを送信し、それに対する送達確認応答フレーム（Ａ
ＣＫフレームやＢｌｏｃｋＡＣＫフレーム）を正しく受信する場合がある。あるいは、他
の無線通信装置に送達確認応答フレームの送信を要求しないフレームであって、そのフレ
ームのＤｕｒａｔｉｏｎ／ＩＤフィールド（以下、Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールド）に当該
フレームの送信に要する時間する以上の期間を設定したものを送信した場合には、当該フ
レームを送信した段階からＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに記載された期間のＴＸＯＰを獲
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得したと解釈してもよい。
【００４３】
　受信処理部４０は、上述したキャリアセンス情報を管理する。キャリアセンス情報は、
例えばチャネルごとに管理する。このキャリアセンス情報は、ＰＨＹ処理部５０から入力
される媒体（ＣＣＡ）のビジー／アイドルに関する物理的なキャリアセンス（Ｐｈｙｓｉ
ｃａｌ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓｅ）情報と、受信フレームの中に記載されている媒体
予約時間に基づく仮想的なキャリアセンス（Ｖｉｒｔｕａｌ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎｓ
ｅ）情報との両方を包含する。いずれか一方のキャリアセンス情報がビジーを示すならば
、媒体がビジーであるとみなされ、その間送信は禁止される。なお、ＩＥＥＥ８０２．１
１規格において、媒体予約時間は、ＭＡＣヘッダの中のＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに記
載される。ＭＡＣ処理部１０は、他の無線通信装置宛ての（自己宛てでない）ＭＡＣフレ
ームを受信した場合に、当該ＭＡＣフレームを含む物理パケットの終わりから媒体予約時
間に亘って、媒体が仮想的にビジーであると判定する。このような仮想的に媒体をビジー
であると判定する仕組み、或いは、仮想的に媒体をビジーであるとする期間は、ＮＡＶ（
Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｖｅｃｔｏｒ）と呼ばれる。媒体予約時間は無
線媒体へのアクセスの抑制を指示する期間の長さ、すなわち無線媒体へのアクセスを延期
させる期間の長さを表しているといえる。
【００４４】
　ここで、データフレームは、複数のＭＡＣフレームもしくは複数のＭＡＣフレームのペ
イロード部分を連接するようになっていてもよい。前者はＩＥＥＥ８０２．１１規格では
Ａ（Ａｇｇｒｅｇａｔｅｄ）－ＭＰＤＵ、後者はＡ（Ａｇｇｒｅｇａｔｅｄ）－ＭＳＤＵ
（ＭＡＣ　ｓｅｒｖｉｃｅ　ｄａｔａ　ｕｎｉｔ）と呼ばれる。Ａ－ＭＰＤＵの場合は、
ＰＳＤＵの中に複数のＭＰＤＵが連接されることになる。またデータフレームのみならず
、管理フレームや制御フレームも連接対象となる。Ａ－ＭＳＤＵの場合には、１つのＭＰ
ＤＵのフレームボディ中に、複数のデータペイロードであるＭＳＤＵが連接されることに
なる。Ａ－ＭＰＤＵ、およびＡ－ＭＳＤＵのいずれも、複数のＭＰＤＵの連接、および複
数のＭＳＤＩの連接を、受信側端末で適切に分離できるように、データフレームに区切り
情報（長さ情報など）が格納されている。Ａ－ＭＰＤＵおよびＡ－ＭＳＤＵの両方を組み
合わせて用いてもよい。またＡ－ＭＰＤＵは、複数のＭＡＣフレームではなく、１つのＭ
ＡＣフレームのみを対象としてもよく、この場合も区切り情報をデータフレームに格納す
る。また、データフレームがＡ－ＭＰＤＵなどの場合は、複数のＭＡＣフレームに対する
応答をまとめて送信する。この場合の応答には、ＡＣＫフレームではなく、ＢＡ（Ｂｌｏ
ｃｋＡＣＫ）フレームが用いられる。以降の説明および図では、ＭＰＤＵの表記を用いる
ことがあるが、これは単一のＭＡＣフレームのみならず、上述したＡ－ＭＰＤＵまたはＡ
－ＭＳＤＵの場合も含むものとする。
【００４５】
　ＩＥＥＥ８０２．１１規格では、基地局が中心となり構成するＢＳＳ（これをインフラ
ストラクチャ（Ｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）ＢＳＳと呼ぶ）に、非基地局の端末が加
入し、ＢＳＳ内でデータフレームの交換ができるようになるために経る手順（ｐｒｏｃｅ
ｄｕｒｅ）が、段階的に複数規定されている。例えば、アソシエーション（ａｓｓｏｃｉ
ａｔｉｏｎ）という手順があり、非基地局の端末から、当該端末が接続を要求する基地局
に対して、アソシエーション要求（Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）フレーム
を送信する。基地局は、アソシエーション要求フレームに対するＡＣＫフレームを送信後
、アソシエーション要求フレームに対する応答であるアソシエーション応答（Ａｓｓｏｃ
ｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）フレームを送信する。
【００４６】
　端末はアソシエーション要求フレームに自端末の能力（ｃａｐａｂｉｌｉｔｙ）を格納
し、それを送信することで基地局に自端末の能力の通知をすることができる。例えば、端
末はアソシエーション要求フレームの中に、自端末が対応可能なチャネルまたはリソース
ブロックまたはこれらの両方や、自端末が対応する規格を特定するための情報を入れて送
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信してもよい。他の基地局へ再接続するための再アソシエーション（ｒｅａｓｓｏｃｉａ
ｔｉｏｎ）という手順で送信するフレームにも、この情報を入れるようにしてもよい。こ
の手順では、端末から、再接続を要求する他の基地局に対して、再アソシエーション要求
（Ｒｅａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）フレームを送信する。当該他の基地局
は、再アソシエーション要求フレームに対するＡＣＫフレームを送信後、再アソシエーシ
ョン要求フレームに対する応答である再アソシエーション応答（Ｒｅａｓｓｏｃｉａｔｉ
ｏｎ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）フレームを送信する。
【００４７】
　管理フレームとして、アソシエーション要求フレームおよび再アソシエーション要求フ
レーム以外にも、ビーコンフレーム、プローブ応答（Ｐｒｏｂｅ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅ）フ
レームなどを用いてもよい。ビーコンフレームは基本的に基地局が送信するもので、ＢＳ
Ｓの属性を示すパラメータとともに、基地局自身の能力を通知するパラメータも格納でき
る。そこで、この基地局自身の能力を通知するパラメータとして、基地局がＯＦＤＭＡ通
信への対応可否の情報を加えるようにしてもよい。また他のパラメータとして、基地局の
サポートレート（Ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　Ｒａｔｅ）の情報を通知してもよい。サポートレ
ートは、必須のレートとオプションのレートとを含んでもよい。プローブ応答フレームは
、ビーコンフレームを送信する端末からプローブ要求（Ｐｒｏｂｅ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）フ
レームを受信すると、それに応答して送信するフレームである。プローブ応答フレームは
、基本的にはビーコンフレームと同一の内容を通知するものであるため、プローブ応答フ
レームを用いても基地局は、プローブ要求フレームを送信した端末に、自局の能力（ＯＦ
ＤＭＡ通信への対応可否、サポートレートなど）を通知することができる。ＯＦＤＭＡ対
応端末にこの通知を行うことで、端末は例えば自端末のＯＦＤＭＡ通信の機能を有効にす
るといったことも可能となる。
【００４８】
　なお、端末は自端末の能力について基地局へ通知する情報として、基地局のサポートレ
ートのうち自端末が実行可能なレートの情報を通知してもよい。ただし、サポートレート
のうち必須のレートについては、基地局へ接続する端末はその必須のレートを実行する能
力を有するものとする。なお、基地局がサポートレートを定めていない場合もあり得、そ
の場合には、端末は物理層の種類に応じた必須のレートセットを実行できるものとする。
【００４９】
　なお、上記で扱った情報のうち、他の情報を通知することで、その情報が必須となるも
のがあれば、通知を省略できる。例えば、ある新しい規格あるいは仕様に対応する能力を
定義し、それに対応していれば自ずとＯＦＤＭＡ対応端末である、というのであれば、Ｉ
ＦＤＭＡ対応端末であることの通知を明示的に行わなくてもよい。
【００５０】
　図３に、本実施形態に従った無線通信システム。このシステムは、基地局（ＡＰ：Ａｃ
ｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）１００と、複数の端末（ＳＴＡ：ＳＴＡｔｉｏｎ）１～８とを備
える。基地局１００と、配下の端末１～８により、ＢＳＳ（Ｂａｓｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ
　Ｓｅｔ）１が形成される。このシステムは、ＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎ
ｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗｉｔｈ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｖｏｉｄａｎｃ
ｅ）を用いるＩＥＥＥ８０２．１１規格に準じた無線ＬＡＮシステムである。ＯＦＤＭＡ
対応端末と、レガシー端末とが共存しており、一例として、端末１～端末６がＯＦＤＭＡ
対応端末、端末７および端末８がレガシー端末である。以下ではこれを想定して説明する
。
【００５１】
　図３のシステムにおいて、リソースブロックベースのＯＦＤＭＡ通信を実施する場合、
ＯＦＤＭＡの非対象端末（今回のＯＦＤＭＡ通信を行う対象として指定されなかった端末
）と、対象端末および基地局との間で、ＯＦＤＭＡ通信後の媒体アクセスの機会の公平性
を考慮する必要がある。非対象端末は、ＯＦＤＭＡで基地局または他の端末群から同時送
信されるフレーム（より詳細にはフレームを含む物理パケット）を受信した場合、通常、
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その物理パケットのヘッダの共通プリアンブルまでしか復号を行わない場合が考えられる
（例えばその共通プリアンブルの内容から物理パケットに自端末宛のフレームは含まれな
いと判断した場合）。この場合、物理層でエラーが検知され、ＳＡＰ（Ｓｅｒｖｉｃｅ　
Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）を介してＭＡＣ層へそのエラーが通知される。これに起因し
て、ＭＡＣ層では、次回の媒体アクセス時に、バックオフ前に行うキャリアセンスの一定
期間としてＥＩＦＳ（ｅｘｔｅｎｄｅｄ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ）時間を起
動する。ＥＩＦＳ時間は、通常の媒体アクセス時に行うキャリアセンスの一定期間（ＤＩ
ＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］）より長いため、次のアクセス時に、ＥＩＦＳ時間を起動する非
対象端末と、通常のＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する端末（ＯＦＤＭＡの対象
端末および基地局など）との間で不公平が生じてしまう。
【００５２】
　現行のＥＩＦＳ時間の起動条件としては、ＰＬＣＰ（ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｌａｙｅｒ　
ｃｏｎｖｅｒｇｅｎｃｅ　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ）の受信プロセスが正常に終了できなかっ
た場合、およびＭＡＣフレームのＦＣＳ検査でエラーが検知された場合などがある。ＰＬ
ＣＰの受信プロセスが正常に終了できなかった場合には、ＰＨＹ－ＲＸＥＮＤ．ｉｎｄｉ
ｃａｔｉｏｎでエラー通知がＭＡＣ層に行われ、ＭＡＣ層でＥＩＦＳ時間を起動するよう
制御される。ＰＬＣＰの受信プロセスが正常に終了できずにＰＨＹ－ＲＸＥＮＤ．ｉｎｄ
ｉｃａｔｉｏｎでのエラーが通知される例としては、物理ヘッダで通知されたＭＣＳ（Ｍ
ｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）に非対応であること（Ｕｎ
ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　Ｒａｔｅ）、フォーマット違反（Ｆｏｒｍａｔ　Ｖｉｏｌａｔｉｏ
ｎ）、キャリアの見失い（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｌｏｓｔ）などがある。前述したＯＦＤＭＡ
の非対象端末が物理パケットのヘッダの途中までしか復号を行わない場合も、このＰＬＣ
Ｐの受信プロセスが正常に終了できなかった場合に相当し、ＰＨＹ－ＲＸＥＮＤ．ｉｎｄ
ｉｃａｔｉｏｎでエラー通知がＭＡＣ層に行われると考えられる。
【００５３】
　以下、図４を用いて、ＯＦＤＭＡ通信後に、ＯＦＤＭＡの対象端末および基地局と、Ｏ
ＦＤＭＡの非対象端末との間で無線媒体へのアクセスの不公平が生じることについて具体
的に説明する。図４に、基地局（ＡＰ）１０１と、端末（ＳＴＡ）１～端末（ＳＴＡ）４
とでＯＦＤＭＡ通信を行う場合の動作シーケンス例を示す。ただし、ここでは説明のため
、端末１～４および非対象端末５、６は、ＯＦＤＭＡ通信を行う能力を有しておりかつそ
の能力が有効になっているものの、本実施形態の特徴に関わる不公平を解消する機能は備
えていないと仮定する。図４の下には、ＯＦＤＭＡの非対象端末である端末５、６の動作
例も示されている。
【００５４】
　このシーケンス例では、基地局１０１と端末１～４が、１つのチャネルの２０ＭＨｚ幅
の連続する周波数帯域を用いてＯＦＤＭＡ通信（ダウンリンク送信とアップリンク送信の
双方）を行う。基地局では、当該２０ＭＨｚ幅帯域内で直交配置されているサブキャリア
群に基づき、１つまたは複数の連続するサブキャリアをリソースブロックとして各端末に
割り当てる。本例では、１つのチャネル内に４つのリソースブロック１、２、３、４が設
定され、周波数の高い側から順にリソースブロック１～４を、それぞれ端末１～４に割り
当てられているとする。先に図２に示した例に則して説明すれば、Ｋ＝４として、端末１
～端末４に、チャネルＭ内に設定した４つのリソースブロックをそれぞれ周波数の高い側
から順に割り当てる場合に相当する。
【００５５】
　基地局１０１が、チャネル内のリソースブロック１～４を用いて、端末１～４に同時に
ＭＡＣフレームを送信（ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信）する。より詳細には、事前に当該
チャネルのキャリアセンスにより獲得した１フレーム分の媒体上のアクセス権に基づき、
端末１～４宛のフレームを含む物理パケットを、リソースブロック１～４で送信する。図
４の例では、物理パケットに含まれる各ＭＡＣフレームのフレーム長は同じである。
【００５６】
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　図５（Ａ）に、本実施形態に係る物理パケットの概略フォーマット例を示す。このフォ
ーマットは物理ヘッダとデータフィールドとを含む。物理ヘッダの先頭側にはＬ－ＳＴＦ
、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧのフィールドが配置されており、その後ろに本実施形態に係る
プリアンブル１およびプリアンブル２のフィールドが配置されている。プリアンブル１お
よびプリアンブル２は、新たに定義したフィールドでもよいし、既存の規格におけるＬ－
ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧより後ろのフィールドを拡張したものでもよい。例えば
既存の規格としてＩＥＥＥ８０２．１１ａｃの物理パケットフォーマットにおけるＶＨＴ
－ＳＩＧ－Ａを拡張してプリアンブル１とし、ＶＨＴ－ＳＩＧ－Ｂを拡張してプリアンブ
ル２としてもよい。プリアンブル１とプリアンブル２の間、プリアンブル１の前、および
プリアンブル２の後の少なくとも１つに、他のフィールドが存在してもよい。例えばプリ
アンブル１とプリアンブル２の間に、ＳＴＦおよびＬＴＦのフィールドをこの順で配置し
てもよい。ＳＴＦおよびＬＴＦのフィールドは、新たに定義したフィールドでもよいし、
既存の規格のＶＨＴ－ＳＴＦおよびＶＨＴ－ＬＴＦを拡張したものでもよいし、これらと
同じフィールドでもよい。
【００５７】
　Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧは、ＩＥＥＥ８０２．１１ａなどのレガシー端末
でも認識可能なフィールドであり（先頭の“Ｌ”はレガシーを表す）、信号検出、周波数
補正、伝送速度（あるいはＭＣＳ）などの情報が格納されている。Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴ
Ｆ、Ｌ－ＳＩＧは、レガシー端末でも受信・復号できるように、チャネル幅の帯域（２０
ＭＨｚ）で送信する必要がある。このため、１チャネル内の複数のリソースブロックで複
数の端末にＯＦＤＭＡ送信する場合、各端末に送信される物理パケットのＬ－ＳＴＦ、Ｌ
－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧの内容は同一にする必要がある。これによりレガシー端末でもこれ
らの物理パケットに共通するＬ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧを受信・復号できる。
なお、Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧをまとめて、レガシーフィールドと呼ぶこと
もある。図４ではレガシーフィールドがチャネル幅帯域（２０ＭＨｚ）で送信されること
を表現するため、４つのリソースブロックをまたがった矩形でレガシーフィールドを記載
している。
【００５８】
　基地局が送信するプリアンブル１には、ＯＦＤＭＡ対応端末が共通に理解できる情報が
格納される。基地局から複数の端末にＯＦＤＭＡ送信する物理パケットのヘッダのプリア
ンブル１に設定する情報としては、例えばＯＦＤＭＡでの送信対象となっている複数の端
末（対象端末）を特定するための情報がある。複数の端末を特定するための情報は、これ
らの端末を個別に識別する情報（識別子）でもよいし、複数の端末が共通にするグループ
のグループＩＤでもよい。グループＩＤは、端末が基地局のＢＳＳに加入する際（すなわ
ちアソシエーションプロセス時）または加入後に、基地局から割り当てられ、端末に通知
されている。基地局は、複数のグループを生成および管理でき、グループごとに属してい
る端末群を把握している。同じ端末が複数のグループに属することもある。端末が属する
グループが変更された場合は、変更後のグループＩＤが端末に通知される。個々の端末を
識別する情報の例としては、基地局とのアソシエーション時に基地局から付与されるアソ
シエーションＩＤ（ＡＩＤ）、または端末のＭＡＣアドレス、またはこれらの両方などが
ある。端末を個別に識別する情報は、端末を識別可能な限り、ここに記述した例に限定さ
れない。
【００５９】
　また、当該プリアンブル１に設定する情報の他の例として、ＯＦＤＭＡの対象端末がそ
れぞれ使用するリソースブロックを特定するための情報がある。例えば端末１～４を対象
端末として指定した場合に、端末１～４に対しそれぞれリソースブロック１～４を指定す
る情報を設定してもよい。具体的に、リソースブロック数を指定する複数のフィールドを
設け、自端末用の位置のフィールド（ユーザポジションと呼ぶこともある）で指定された
リソースブロック数から、使用するリソースブロックを特定してもよい。この場合、自端
末用のフィールドの位置は、アソシエーション時またはその後の任意のタイミングで事前
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に通知されている。フィールド位置の優先順位の高い端末から、それぞれ割り当てられた
数のリソースブロックを割り当てていけばよい。この際、複数のリソースブロックには割
り当ての順序が定められており、この順序でリソースブロックを割り当てる。上記の例の
場合は端末１～４用のフィールドにそれぞれリソースブロック数として１を設定すること
になる。またこの場合、リソースブロック１～４の順序で割り当てを行っていくことが事
前に定められている。
【００６０】
　またリソースブロックのそれぞれを個別に識別する識別子が定義されている場合は、プ
リアンブル１における端末毎のフィールドの位置（ユーザポジション）にリソースブロッ
クの識別子を、使用するリソースブロック数分だけ配置してもよい。または、端末のＡＩ
Ｄ等の識別子と、当該端末が使用するリソースブロックの識別子との対応情報をプリアン
ブル１に設定することも可能である。
【００６１】
　また、プリアンブル１には　プリアンブル２およびデータフィールドの少なくとも一方
に用いられている誤り訂正符号の方式（ＬＤＰＣ（Ｌｏｗ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｐａｒｉｔ
ｙ　Ｃｈｅｃｋ）、畳み込みなど）に関する情報が含まれてもよい。
【００６２】
　またプリアンブル１には、ＯＦＤＭＡで使用するリソースブロックの合計数が含まれて
いてもよい。例えば１チャネル幅帯域で使用するリソースブロックの合計数に応じて、チ
ャネル内で使用するリソースブロックが特定される（例えば周波数の高い側または低い側
から当該合計数分など）場合は、当該合計数からＯＦＤＭＡ通信で使用されているリソー
スブロックを特定できる。または当該合計数に応じてリソースブロックの配置（リソース
ブロックとサブキャリアとの対応）が変動する場合に、当該合計数からＯＦＤＭＡ通信で
使用されているリソースブロックを特定することもあり得る。
【００６３】
　また、プリアンブル１に、リソースブロック間の間隔（隣接するリソースブロック間に
存在するサブキャリア数）に関する情報が含まれていても良い。例えば、チャネル内にお
いてＯＦＤＭＡで使用するリソースブロックの配置パターンが複数存在し、各配置パター
ンでリソースブロック間の間隔が異なる場合は、当該間隔に関する情報から、ＯＦＤＭＡ
通信で使用されているリソースブロックを特定することもあり得る。
【００６４】
　なお、各端末では、複数のリソースブロックのそれぞれと、当該リソースブロックに属
するサブキャリア群との対応を把握しておいてもよい。この対応は、システムまたは仕様
で事前に定義されていてもよいし、基地局が当該対応を設定して、端末とのアソシエーシ
ョン時やその他の任意のタイミングで、ビーコンフレームやアソシエーション応答フレー
ム、あるいは新規に定義したフレーム、任意の管理フレーム等で通知してもよい。なお、
上述したように使用するリソースブロック数に応じて、リソースブロックとサブキャリア
との対応が変化する場合もあり得る。端末が使用するリソースブロックは事前に決定され
ていてもよく、この場合にプリアンブル１で、端末が使用するリソースブロックを特定す
るための情報の設定は省略してもよい。なお、端末から基地局にアップリンク送信するプ
リアンブル１には、基地局が理解できる情報（基地局を特定する情報など）が格納される
。
【００６５】
　プリアンブル１は、レガシーフィールドと同様に、チャネル幅帯域（２０ＭＨｚ）で送
信する。このため、１チャネル内の複数のリソースブロックで複数の端末に物理パケット
をＯＦＤＭＡ送信する場合、各端末に送信される物理パケットのプリンブル１の内容は同
一にする必要がある。プリアンブル１を受信したＯＦＤＭＡ対応端末は、チャネル幅帯域
の信号の受信および復号を行う。図４ではプリアンブル１がチャネル幅帯域（２０ＭＨｚ
）で送信されることを表現するため、４つのリソースブロックをまたがった矩形でプリア
ンブル１を記載している。Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧおよびプリアンブル１を
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まとめて共通プリアンブルと呼ぶこともある。
【００６６】
　プリアンブル２には、該当するリソースブロックごとのデータフィールドの復号のため
に必要な情報が格納される。例えば当該リソースブロックで送信されるデータフィールド
内のＭＡＣフレームの復号に必要な変調符号化方式（ＭＣＳ：Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａ
ｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）が格納されている。プリアンブル２は、１チャネル
幅帯域ではなく、リソースブロックごとの帯域で対象端末毎に送信される。つまりプリア
ンブル２は周波数多重されている。ＯＦＤＭＡの対象端末は、プリアンブル１で自端末が
指定されていると判断した後、プリアンブル１で指定または事前に指定されたリソースブ
ロックでプリアンブル２を受信して、プリアンブル２を復号することで、データフィール
ド（ＭＡＣフレーム）の復号に必要なＭＣＳ等の情報を取得する。プリアンブル２はリソ
ースブロックごとの帯域で端末ごとに送信され、それぞれ異なる内容であり得る。ただし
、各プリアンブル２の内容が同じあっても問題ない。プリアンブル２とデータフィールド
はリソースブロック毎に送信されるという点で共通するため、プリアンブル２とデータフ
ィールドとを含むフィールドが存在すると考えても良い。この場合、当該フィールドはプ
リアンブル２とデータフィールドとを含み、さらに同じリソースブロックで送信されるフ
ィールドである限り、他のフィールドを含んでもよい。図４ではプリアンブル２がリソー
スブロックごとの帯域で送信されることを表現するため、リソースブロック間で分離され
た矩形でプリアンブル２を記載している。プリアンブル２を表す矩形内に記載された数字
は、宛先となる端末の番号を便宜上、表している。例えば数字の１が記入された矩形のプ
リアンブル２は、端末１宛の情報が含まれていることを意味し、端末を特定する情報が含
まれていることを意味するものではない（もちろん端末を特定する情報が含まれていても
かまわない）。
【００６７】
　データフィールドにはＭＡＣフレームが格納される。ＭＡＣフレームは、プリアンブル
２と同様、リソースブロックごとの帯域で端末毎に送信される。つまりデータフィールド
は周波数多重で送信される。各リソースブロックで送信されるＭＡＣフレームは、それぞ
れ対応する端末宛のフレームであり、それらのＭＡＣフレームの内容は異なってもよいし
、同じであってもよい。各リソースブロックで送信するＭＡＣフレームは、データフレー
ム、管理フレームおよび制御フレームのいずれでもよいし、これらが組み合わさってもよ
い。またデータフレームは、単一のＭＡＣフレームのみならず、複数のＭＡＣフレームを
集約したアグリゲーションフレーム（Ａ－ＭＰＤＵ）等でもかまわない。図４の例では、
基地局からダウンリンクＯＦＤＭＡ送信される物理パケットのデータフィールドにはデー
タフレームが設定されている。これを図では「ＭＰＤＵ（Ｄａｔａ）」と記載している。
前述したように、「ＭＰＤＵ」は単一のＭＡＣフレームのみならず、アグリゲーションフ
レーム（Ａ－ＭＰＤＵ）等を指してもよい。本実施形態ではアグリゲーションフレームで
あることを想定する。図４ではＭＡＣフレーム（データフレーム）がリソースブロックご
との帯域で送信されることを表現するため、プリアンブル２と同様に、リソースブロック
間で分離された矩形でＭＡＣフレームを記載している。各矩形内に記載された数字は、宛
先となる端末の番号を便宜上、表している。例えば数字の１が記入された矩形のＭＡＣフ
レームは、端末１宛のフレームである（例えばＲＡが端末１のＭＡＣアドレスである）こ
とを意味する。
【００６８】
　なお、物理ヘッダの各フィールドのフォーマットを、ダウンリンクＯＦＤＭＡ通信する
場合を主として想定して説明したが、それ以外の通信を行う場合は、その通信の種類に応
じてフィールド（プリアンブル１またはプリアンブル２またはこれらの両方など）のフォ
ーマットが異なってもよい。
【００６９】
　上述したように基地局からＯＦＤＭＡ送信する物理パケットは、レガシーフィールドお
よびプリアンブル１がチャネル帯域幅で送信され、プリアンブル２およびデータフィール
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ドがリソースブロックごとに送信される。つまり、この場合、基地局からＯＦＤＭＡ送信
される物理パケットは、図５（Ｂ）に示すように、各対象端末に共通のレガシーフィール
ドおよびプリアンブル１と、端末ごとの複数のプリアンブル２および複数のデータフィー
ルドとを含む。物理ヘッダは、各対象端末に共通のレガシーフィールドおよびプリアンブ
ル１と、端末ごとの複数のプリアンブル２を含む。
【００７０】
　図６は、ＭＡＣフレームの基本的なフォーマット例を示す。データフレーム、管理フレ
ームおよび制御フレームは、基本的にこのようなフレームフォーマットを備える。本フレ
ームフォーマットは、ＭＡＣヘッダ（ＭＡＣ　ｈｅａｄｅｒ）、フレームボディ（Ｆｒａ
ｍｅ　ｂｏｄｙ）及びＦＣＳの各フィールドを含む。ＭＡＣヘッダはＦｒａｍｅ　Ｃｏｎ
ｔｒｏｌ、Ｄｕｒａｔｉｏｎ、Ａｄｄｒｅｓｓ１、Ａｄｄｒｅｓｓ２、Ａｄｄｒｅｓｓ３
，　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ、ＱｏＳ　Ｃｏｎｔｒｏｌ及び　ＨＴ（Ｈｉｇｈ
　Ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ）　ｃｏｎｔｒｏｌの各フィールドを含む。これらのフィールド
は必ずしもすべて存在する必要はなく、一部のフィールドが存在しない場合もあり得る。
　また図６には示されていない他のフィールドが存在してもよい。例えば、Ａｄｄｒｅｓ
ｓ４フィールドがさらに存在してもよい。Ａｄｄｒｅｓｓ１のフィールドには宛先アドレ
ス（Ｒｅｃｅｉｖｅｒ　Ａｄｄｒｅｓｓ；ＲＡ）が、Ａｄｄｒｅｓｓ２のフィールドには
送信元アドレス（Ｔｒａｎｓｍｉｔｔｅｒ　Ａｄｄｒｅｓｓ；ＴＡ）が入り、Ａｄｄｒｅ
ｓｓ　３のフィールドにはフレームの用途に応じてＢＳＳの識別子であるＢＳＳＩＤ（Ｂ
ａｓｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ　ＩＤｅｎｔｉｆｉｅｒ）（全てのビットに１を入れ
て全てのＢＳＳＩＤを対象とするｗｉｌｄｃａｒｄ　ＢＳＳＩＤ場合もある）か、あるい
はＴＡが入る。
　Ｆｒａｍｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌフィールドには、前述したようにＴｙｐｅ、Ｓｕｂｔｙｐ
ｅという２つのフィールドを設定する。データフレームか、管理フレームか、制御フレー
ムかの大別はＴｙｐｅフィールドで行われ、大別されたフレームの中での細かい種別、例
えば管理フレームの中のＢＡフレーム、ＢＡＲフレーム、Ｂｅａｃｏｎフレームといった
識別はＳｕｂｔｙｐｅフィールドで行われる。
　Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドは前述したように媒体予約時間を記載し、他の端末宛ての
ＭＡＣフレームを受信した場合に、当該ＭＡＣフレームを含む物理パケットの終わりから
媒体予約時間に亘って、媒体が仮想的にビジーであると判定する。このような仮想的に媒
体をビジーであると判定する仕組み、或いは、仮想的に媒体をビジーであるとする期間は
、前述したように、ＮＡＶ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ａｌｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｖｅｃｔｏｒ）と
呼ばれる。
　ＱｏＳフィールドは、フレームの優先度を考慮して送信を行うＱｏＳ制御を行うために
用いられる。ＨＴ　Ｃｏｎｔｒｏｌフィールドは、ＩＥＥＥ８０２．１１ｎで導入された
フィールドであり、ＱｏＳデータフレームまたは管理フレームのときに、オーダーフィー
ルドが１に設定されていると存在する。ＨＴ　Ｃｏｎｔｒｏｌフィールドは、ＩＥＥＥ８
０２．１１ａｃのＶＨＴ　（Ｖｅｒｙ　Ｈｉｇｈ　Ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ）Ｃｏｎｔｒｏ
ｌフィールドにも、次世代無線ＬＡＮ規格であるＩＥＥＥ８０２．１１ａｘのＨＥ（Ｈｉ
ｇｈ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ）　Ｃｏｎｔｒｏｌフィールドにも拡張可能であり、各々Ｉ
ＥＥＥ８０２．１１ｎ、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｃ、あるいはＩＥＥＥ８０２．１１ａｘ
の各種機能に応じた通知をすることができる。
　管理フレームでは、固有のＥｌｅｍｅｎｔ　ＩＤ（ＩＤｅｎｔｉｆｉｅｒ）が割り当て
られた情報エレメント（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｌｅｍｅｎｔ；ＩＥ）をＦｒａｍｅ
　Ｂｏｄｙフィールドに設定し、１つまたは複数の情報エレメントを設定できる。情報エ
レメントは、Ｅｌｅｍｅｎｔ　ＩＤで識別され、Ｅｌｅｍｅｎｔ　ＩＤフィールド、Ｌｅ
ｎｇｔｈフィールド、情報（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）フィールドの各フィールドを有す
る。情報フィールドは、通知する情報の内容を格納し、Ｌｅｎｇｔｈフィールドは、情報
フィールドの長さ情報を格納する。ＦＣＳフィールドには、受信側でフレームの誤り検出
のため用いられるチェックサム符号としてＦＣＳ（Ｆｒａｍｅ　Ｃｈｅｃｋ　Ｓｅｑｕｅ
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ｎｃｅ）情報が設定される。ＦＣＳ情報の例としては、ＣＲＣ（Ｃｙｃｌｉｃ　Ｒｅｄｕ
ｎｄａｎｃｙ　Ｃｏｄｅ）などがある。
【００７１】
　図４のシーケンスにおいて、基地局１０１から複数のリソースブロックで送信された物
理パケットを端末１～４は受信および復号して、自端末に割り当てられたリソースブロッ
クのＭＡＣフレームを取得する。取得したＭＡＣフレームのＦＣＳに基づきエラー検査を
行い、エラーがなければ当該ＭＡＣフレームのヘッダおよびフレームボディフィールド（
データ本体）の処理を行う。例えば、データフレームであれば、フレームボディフィール
ドに格納されたデータを上位層に出力し、管理フレームまたは制御フレームであれば、フ
レームボディフィールドに格納された情報に応じた管理または制御のための動作を行う。
ここではＭＡＣフレームが、複数のデータフレームを含むアグリゲーションフレームであ
るとする。
【００７２】
　端末１～４は、アグリゲーションフレーム内の各データフレームのエラー検査の結果に
基づき各データフレームの受信に成功したか否かを表すビットマップ情報を含む送達確認
応答フレームを生成する。そして、端末１～４は、基地局からのフレーム受信完了からＳ
ＩＦＳ時間後に送達確認応答フレームであるＢＡフレーム（Ｂｌｏｃｋ　ＡＣＫフレーム
）を含む物理パケットを、ＭＡＣフレームを受信したのと同じリソースブロックで送信す
る。これにより端末１～４から基地局１０１へのアップリンクＯＦＤＭＡ送信が行われる
。各端末が送信するＢＡフレーム長は同じであるとする。なお、ＳＩＦＳ時間は一例であ
り、一定時間であれば、他の時間でもかまわない。以降の説明でＳＩＦＳ時間というとき
は、すべてこれに倣うものとする。ＢＡフレームを含む物理パケットのヘッダのレガシー
フィールドおよびプリアンブル１については、基地局がＯＦＤＭＡ送信する物理パケット
と同様に、チャネル幅帯域（２０ＭＨｚ幅帯域）で送信し、プリアンブル１より後のフィ
ールドであるプリアンブル２とＭＡＣフレームとについては、それぞれのリソースブロッ
クの帯域で送信する。これらのことを表現するため、図４では、各端末が送信する物理パ
ケットのヘッダにおけるレガシーフィールドおよびプリアンブル１は、４つのリソースブ
ロックをまたがった矩形で記載され、続くプリアンブル２およびＭＡＣフレームはそれぞ
れのリソースブロック内にのみ含まれる矩形で記載されている。ＭＡＣフレームを表す矩
形内に記載された「ＡＰ」は、ＭＡＣフレームの宛先が基地局である（例えばＲＡが基地
局のＢＳＳＩＤまたはＭＡＣアドレスである）ことを意味する。
【００７３】
　ここで基地局からリソースブロック１～４でＯＦＤＭＡ送信される物理パケットは、基
地局からの信号を受信可能な状態である端末であれば、端末１～４以外の端末でも受信さ
れる。例えば、物理パケットが、非対象端末（ここでは端末５、６）でも受信される。こ
のとき、非対象端末は、通常であれば（本実施形態の機能を有さない場合は）、物理パケ
ットのヘッダのプリアンブル１を復号した結果、それより後のフィールドの復号は行わず
、物理パケットを正常に受信できなかったとして、エラーを検知すると考えられる。この
場合、非対象端末は、前述したように、次回のチャネルアクセス時のキャリアセンスでＥ
ＩＦＳ時間を起動する。例えば、図４の基地局からの物理パケットのダウンリンクＯＦＤ
ＭＡ送信が完了した時点でＣＣＡがアイドルとなり、ＯＦＤＭＡの非対象端末がチャネル
アクセス権を獲得するためにキャリアセンスを行う場合、バックオフ前の一定時間のキャ
リアセンスとしてＥＩＦＳ時間を起動する（図４の「ＥＩＦＳ起動１」参照）。同様に、
複数の対象端末から基地局に複数の物理パケットがＯＦＤＭＡ送信される場合も、非対象
端末は、物理パケットまたは当該物理パケット内のＭＡＣフレームを正常に受信できず、
受信エラーとなる。例えばレガシーフィールドおよびプリアンブルＰ１を復号した結果、
自端末と無関係な物理パケットと判断して、それより後のフィールドの復号を行わないと
して、受信エラーを検知する。また仮にその後のフィールドのプリアンブル２またはＭＡ
Ｃフレームを受信したとしても、複数の端末の信号が重複した信号を復号しようとするた
め正常に復号できず、いずれにしても受信エラーを検知する。この結果、次回のチャネル
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アクセス時のキャリアセンスで、バックオフ前の一定時間のキャリアセンスとしてＥＩＦ
Ｓ時間を起動する。例えば、図４に示すように、複数の対象端末からの物理パケットのア
ップリンクＯＦＤＭＡ送信が完了した時点でＣＣＡがアイドルとなり、チャネルアクセス
権を獲得するためにキャリアセンスを行う場合、バックオフ前の一定時間のキャリアセン
スとしてＥＩＦＳ時間を起動する（図４の「ＥＩＦＳ起動２」参照）。受信エラーに関し
ては、ここで述べた例に以外にも、前述した例、例えばＭＣＳ非対応（Ｕｎｓｕｐｐｏｒ
ｔｅｄ　Ｒａｔｅ）や、キャリアの見失い（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｌｏｓｔ）などもあり得る
。
【００７４】
　ここで、ＥＩＦＳ時間（ＥＩＦＳ　ｐｅｒｉｏｄ）について説明する。ＥＩＦＳ時間は
、一例として、ＳＩＦＳ時間とＡＣＫフレーム時間長（ＡＣＫフレームの送信に要する時
間の長さ）とＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間とを加算したものとして定義される。
　すなわち、
　ＥＩＦＳ時間＝ＳＩＦＳ時間＋ＡＣＫフレーム時間長＋ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時
間
　である。
【００７５】
　ＡＩＦＳは、ＤＩＦＳにＱｏＳ（Ｑｕａｌｉｔｙ　ｏｆ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）の概念を加
味して決めたＩＦＳのことである。ＡＩＦＳ［ＡＣ］の“ＡＣ”は、アクセスカテゴリの
ことであり、送信するデータの種類等に応じて決まる優先度（アクセスカテゴリ）に従っ
て、ＡＩＦＳの値が設定される。優先度が高いほど、ＡＩＦＳの値が小さくされる（バッ
クオフ時間の設定も有利にされ得る）。
【００７６】
　ＯＦＤＭＡの対象端末や基地局などは、ＯＦＤＭＡ通信後にチャネルアクセス権を獲得
するためにキャリアセンスを行う場合、受信エラー等があった等の特段の事情がない限り
、バックオフ前に行う一定時間のキャリアセンスとして、通常の時間、すなわち、ＤＩＦ
Ｓ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する。ここで、“ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間”は
、ＤＩＦＳおよびＡＩＦＳ［ＡＣ］のいずれか一方の時間を意味する。データのＱｏＳを
考慮しない場合は、ＤＩＦＳ時間を指し、ＱｏＳを考慮する場合は、送信するデータの種
類等に応じて決まるＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を指す。上記したＥＩＦＳ時間の関係式から、
ＥＩＦＳ時間は、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間より大きく、したがって、受信エラー
を検知した端末は、そうでない端末よりも、媒体上のアクセス権の獲得において不利にな
る。このことを模式的に図７に示す。図７（Ａ）がＥＩＦＳ時間を起動する場合のキャリ
アセンス時間（ＥＩＦＳ時間とバックオフ時間との加算）、図７（Ｂ）がＤＩＦＳ／ＡＩ
ＦＳ［ＡＣ］時間を起動する場合のキャリアセンス時間（ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時
間とバックオフ時間との加算）を模式的に示す。ＥＩＦＳ時間の方が、ＤＩＦＳ／ＡＩＦ
Ｓ［ＡＣ］時間よりも長いため、受信エラーを検知した端末は、アクセス権の獲得におい
て、待機時間が長くなり、不利になることが分かる。なお、ＥＩＦＳ時間およびＤＩＦＳ
／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間に続くバックオフ時間の値はそれぞれランダムに決定され、バッ
クオフ時間の間も続けてキャリアセンスが行われる（バックオフ）。なお、バックオフは
、省略される場合もあり得る。
【００７７】
　上述した不公平を解消するため、本実施形態に係るＯＦＤＭＡ対応端末は、以下の動作
を行うことを特徴の１つとする。本実施形態に係るＯＦＤＭＡ対応端末は、基地局からダ
ウンリンクＯＦＤＭＡ送信された物理パケットを受信した場合に、自端末がプリアンブル
１でＯＦＤＭＡの対象端末として指定されていない場合は、すなわち非対象端末の場合は
、複数のリソースブロックのうちの少なくとも１つのリソースブロックを特定し、特定し
たリソースブロックのデータフィールドを復号してＭＡＣフレームを取得する。ＭＡＣフ
レームを取得するために、当該ＭＡＣフレームの前に配置されているプリアンブル２に設
定された情報（ＭＣＳ情報など）を用いて、データフィールドを復号してもよい。ＭＡＣ



(22) JP 2019-75830 A 2019.5.16

10

20

30

40

50

フレームを取得した非対象端末は、そのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定され
た値（媒体へのアクセスを抑制する期間の長さに関する値）に基づき、当該ＭＡＣフレー
ムの受信完了からその値の長さだけＮＡＶを設定する。つまり、当該非対象端末は、取得
したＭＡＣフレームのＲＡが当該端末のＭＡＣアドレスではない、すなわち、自端末宛の
ＭＡＣフレームでないと判断することにより、Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定された
値の長さだけＮＡＶを設定する。ＮＡＶを設定する対象となる帯域は、物理パケットが送
信されたチャネル幅帯域である。以上の動作により、非対象端末は、自端末宛でないＭＡ
Ｃフレームを含む物理パケットを受信しても、当該パケットを正常に復号するため、上述
したＥＩＦＳの起動条件は成立しない。また自端末宛でないＭＡＣフレームのヘッダに基
づきＮＡＶを設定することにより、他の端末の通信を妨げることもない。
【００７８】
　ここで非対象端末が複数のリソースブロックのうちのどのリソースブロックを特定する
かは、予め決めておいてもよい。例えば自端末がＯＦＤＭＡ通信の対象として指定された
場合に使用するリソースブロックが事前に決められている場合は、そのリソースブロック
を選択してもよい。または、複数のリソースブロックのいずれも受信および復号可能であ
るならば、任意のリソースブロックを選択してもよい。また、基地局がＯＦＤＭＡ送信で
使用するリソースブロックが可変である場合、プリアンブル１を復号して、使用されてい
るリソースブロックを把握し、当該把握したリソースブロックの中からリソースブロック
を選択してもよい。また、ＢＳＳ１内で使用され得る複数のＭＣＳのうち対応可能なＭＣ
Ｓが制限されている非対象端末の場合は、各リソースブロックのプリアンブル２を復号し
て自端末が対応可能なＭＣＳのリソースブロックを特定し、特定したリソースブロックの
データフィールドを当該ＭＣＳで復号して、ＭＡＣフレームを取得してもよい。
【００７９】
　図８に非対象端末である端末５、６が、復号により取得したＭＡＣフレームのＤｕｒａ
ｔｉｏｎフィールドに記載された値に基づき、ＮＡＶを設定する場合の動作シーケンス例
を示す。端末５、６が基地局からダウンリンク送信される物理パケットを正常に復号して
ＮＡＶを設定する動作、端末１～４からアップリンク送信される物理パケットのうちの１
つを正常に復号してＮＡＶを設定（更新）する動作以外は、図４と同じである。ダウンリ
ンクの各ＭＡＣフレーム（データフレーム）の長さ（時間長）は同じであり、アップリン
クの各ＭＡＣフレーム（ＢＡフレーム）の長さは同じであるとする。端末５、６は基地局
１０１が送信するＯＦＤＭＡ送信する物理パケットにおいて複数のリソースブロックのう
ちの１つに含まれるプリアンブル２に基づきデータフィールドを復号して、ＭＡＣフレー
ムを取得する。そして、ＭＡＣフレームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドの値に基
づき、当該ＭＡＣフレームの末尾からＮＡＶを設定する。Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドの
値は、端末１～４がアップリンクＯＦＤＭＡ送信するＭＡＣフレームの末尾（物理パケと
の末尾に一致）に合わせて設定されている。図８の例では、アップリンクＯＦＤＭＡ送信
するＭＡＣフレームの末尾の時刻は同じであるため、ＮＡＶの期間の末尾も同じとなる。
なお、ＮＡＶの期間の末尾の時刻は、アップリンクのＭＡＣフレームの末尾より後の時刻
、または手前の時刻にすることもあり得る。手前の時刻に設定する場合、少なくともアッ
プリンク送信される物理パケットの受信（あるいはＭＡＣフレームの受信）であることを
非対象端末が認識できずにビジーとのみ把握できるタイミング以降の時刻であることが望
ましい。例えば少なくともレガシーフィールドの先頭より後の時刻を設定する。また、端
末５、６は、端末１～４からアップリンク送信される複数の物理パケットを受信し、これ
らのうちの１つを、基地局からのダウンリンク送信の場合と同様に復号する。これらの物
理パケットのレガシーフィールドおよびプリアンブル１には各々端末１～４で共通の値が
設定されている。アップリンク送信の場合のプリアンブル１のフォーマットは、ダウンリ
ンクのプリアンブル１のフォーマットと同じでも異なっても良く、端末１～４では事前に
定められたルールに基づき、同じ値がプリアンブル１に設定される。また、プリアンブル
２のフォーマットは、ダウンリンクのプリアンブル２のフォーマットと同じでも異なって
も良く、プリアンブル２には例えば、該当するリソースブロックごとのデータフィールド
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の復号のために必要な情報が格納される。端末５、６は、レガシーフィールドおよびプリ
アンブル１を復号し、さらに、複数のリソースブロックから選択したリソースブロックの
プリアンブル２を復号し、さらに後続の同じリソースブロックのデータフィールドを復号
して、ＭＡＣフレームを取得する。そして、ＭＡＣフレームのヘッダ内のＤｕｒａｔｉｏ
ｎフィールドに基づきＮＡＶを更新する。端末５、６は、復号するリソースブロックを、
ダウンリンク送信の場合と同様に選択してもよい。または、ダウンリンク送信のときに選
択したリソースブロックと同じリソースブロックを選択してもよい。以上の動作により、
端末５、６は、端末１～４からの基地局宛の物理パケットを受信しても、これらのうちの
１つを正常に復号することで、ＥＩＦＳ起動の条件は成立しない。また、正常に復号した
パケットに含まれるＭＡＣフレームのヘッダに基づきＮＡＶを引き続き設定（この例では
アップリンク送信される物理パケットの末尾まで）することで、他の端末の通信を妨げる
こともない。
【００８０】
　なお、端末１～４からアップリンクマルチユーザ送信するパケットのヘッダは、レガシ
ーフィールド、プリアンブル１およびプリアンブル２を含んでいたが、ヘッダの構成はこ
れに限定されない。例えばレガシーフィールドおよびプリアンブル１を含むが、プリアン
ブル２を含まない構成も可能である。この場合、基地局は、例えば、直前に復号成功した
ダウンリンクマルチユーザ送信と同様の復号情報（ＭＣＳ等）を用いて、アップリンクマ
ルチユーザ送信されたパケットのデータフィールドを復号するようにしてもよい。基地局
は、直前のダウンリンクマルチユーザ送信からある固定時間、例えばＳＩＦＳ＋スロット
時間（ＳＩＦＳとスロット時間との合計時間）以内に受信を開始しかつ受信したパケット
がアップリンクマルチユーザ送信されたパケットであるとの条件が満たされる場合は、前
の復号情報を保持し、その条件が満たされない、もしくは、ＳＩＦＳ＋スロット時間を経
過した場合は、前の復号情報を消去するようにしてもよい。なお、データフィールドの復
号のために必要な復号情報が、レガシーフィールドまたはプリアンブル１またはこれらの
両方に含まれていても良い。
【００８１】
　ＮＡＶの期間の経過後、端末５、６は媒体上のアクセス権の獲得のため、キャリアセン
スを行うとする。アップリンクＯＦＤＭＡ通信の間、アップリンク送信される複数の物理
パケットのうちの１つを選択して正常に復号するため、ＥＩＦＳ時間の起動は抑制される
。よって、通常通り、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する。一方、基地局１０１
および端末１～４が、媒体上のアクセス権の獲得のため、アップリンクＯＦＤＭＡ送信後
にキャリアセンスを開始する場合も同様に、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する
。よって、対象端末および基地局と、非対象端末との間でのアクセス権の獲得の機会の不
公平が解消される。端末５、６は、キャリアセンス結果がアイドルとなり、アクセス権を
獲得したら、フレーム（より詳細には物理ヘッダを付加したパケット）を送信することが
できる。送信するパケットまたはフレームの例として、後述する第５の実施形態で説明す
るものを送信することもできる。
【００８２】
　基地局からのダウンリンクの各ＭＡＣフレームの長さが異なる場合は、短いＭＡＣフレ
ームの末尾にパディングデータを付加して長さが同じになるように調整してもよい。また
は、応答となるアップリンクの各ＭＡＣフレーム（ＢＡフレーム）の長さが異なる場合を
考慮するときは、以下のようにしてもよい。すなわち、基地局からダウンリンクＯＦＤＭ
Ａ送信される各ＭＡＣフレームについて、それぞれに対応して設定されるＮＡＶの期間の
末尾が同じ時刻になるように、ＮＡＶの期間の長さを設定する。これにより、例えば、応
答となるアップリンクのＭＡＣフレーム（ＢＡフレーム）の末尾が異なる場合にも、ＮＡ
Ｖの期間の末尾を揃えることで、少なくとも非対象端末間の公平性を維持できる。さらに
、当該末尾の時刻を、アップリンクのＭＡＣフレームのうち最も長いＭＡＣフレームの末
尾に一致させることで、非対象端末、対象端末および基地局を含む、すべての端末間で公
平性を維持できる。
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【００８３】
　なお、基地局が複数の端末に複数のフレームを送信する場合（図８の例ではダウンリン
クＯＦＤＭＡで端末１～４に複数のフレームを送信する場合）において、当該送信する複
数のフレームは、同じものであっても異なるものであってもよい。一般的な表現として、
基地局が複数のフレームまたは複数の第Ｘフレームを送信または受信すると表現する場合
、これらのフレームまたは第Ｘフレームは同じものであっても異なるものであってもよい
。Ｘには状況に応じて任意の値を入れることができる。
【００８４】
　上述した動作シーケンス例において、ＯＦＤＭＡの非対象端末がパワーセーブモードの
機能を搭載している場合は、パワーセーブ動作しているか否かに応じて動作を変えてもよ
い。例えばｐｏｗｅｒ　ｓａｖｅ　ｍｏｄｅ　ａｃｔｉｖａｔｅｄのパラメータを有し、
このパラメータの値がｔｒｕｅ（１）ならばパワーセーブモード動作をしており、ｆａｌ
ｓｅ（０）ならパワーセーブモード動作していない状態とする。このときパラメータがｆ
ａｌｓｅ（０）のときには、非対象端末は、少なくともいずれかのリソースブロックの特
定およびＭＡＣフレームの復号を行ってＮＡＶを設定し、ｔｒｕｅならばリソースブロッ
クの特定およびＭＡＣフレームの復号を行わないとしてもよい。パワーセーブモード動作
しているときはパケットの受信動作を行わないため、当然ＥＩＦＳ起動の条件も成立しな
い。または、ｐｏｗｅｒ　ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ｍｏｄｅのパラメータを有し、パラメ
ータの値がａｃｔｉｖｅ（１）ならばパワーセーブモードでなく、ｐｏｗｅｒ　ｓａｖｅ
（２）ならば、パワーセーブモードであるとする。この場合、非対象端末は、パラメータ
の値がａｃｔｉｖｅ（１）のときに、少なくともいずれかのリソースブロックの特定およ
びＭＡＣフレームの復号を行ってＮＡＶを設定し、ｐｏｗｅｒ　ｓａｖｅ（２）ならば、
リソースブロックの特定およびＭＡＣフレームの復号を行わないとしてもよい。または、
パワーセーブとは関係なく、端末は、本実施形態に関わる動作の実行有無に関するパラメ
ータを有し、当該パラメータの値が実行有（１）を示しており、自端末がＯＦＤＭＡの対
象として指定されていない場合は、少なくともいずれかのリソースブロックの特定および
ＭＡＣフレームの復号を行ってＮＡＶを設定する。一方、実行無（０）を示しており、自
端末がＯＦＤＭＡの対象として指定されていない場合は、リソースブロックの特定および
ＭＡＣフレームの復号を行わないとしてもよい。これにより消費電力を節約できる。この
際、リソースブロックの特定およびＭＡＣフレームの復号を行わなくとも、物理層の受信
エラーとして扱わず、内部的にＥＩＦＳ時間の起動が生じないように制御してもよい。パ
ラメータの値は、ユーザ入力で設定可能にしてもよいし、端末のバッテリー残量に応じて
切り換えてもよい。例えばバッテリー残量が閾値以下など、省電力化が必要な状態の場合
は、パラメータの値を実行無（０）にしてもよい。パラメータの値の切り替えはＭＡＣ／
ＰＨＹ管理部６０またはＭＡＣ処理部１０が行ってもよい。
【００８５】
　なお、ＯＦＤＭＡ通信の終了（各対象端末によるＢＡフレームの送信完了）後にＥＩＦ
Ｓ時間の起動を防止するには、各対象端末からＢＡフレームをＯＦＤＭＡ送信ではなく、
それぞれ順番にレガシーフォーマット（プリアンブル１およびプリアンブル２が存在しな
い既存の規格のフォーマット）でＢＡフレームを送信する構成も考えられる。この場合、
非対象端末（およびレガシー端末も）は、ＢＡフレームを正常に受信して（ＮＡＶを設定
することも期待され）、ＥＩＦＳ時間の起動を防止できる。ただし、この構成では、ＢＡ
フレームを同時送信できないため、効率が低下する。これに対して、本実施形態では、図
８のようにＢＡフレームをＯＦＤＭＡ送信した場合でも、非対象端末のＥＩＦＳ時間の起
動を防止できるため、効率の低下も防止できる。
【００８６】
　上述したように、本実施形態では、ＯＦＤＭＡの非対象端末も、少なくとも１つのリソ
ースブロックのデータフィールドを復号して他端末宛または基地局宛のＭＡＣフレームを
取得して、Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドを解釈することで、ＮＡＶを設定する。このよう
な復号およびＮＡＶを行う能力を有するか否かをＣａｐａｂｉｌｉｔｙとして、本実施形
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態に係るＯＦＤＭＡ対応端末は基地局に通知してもよい。通知は、例えばアソシエーショ
ンプロセス時にアソシエーション要求フレーム等で行ってもよいし、アソシエーション後
の任意のタイミングで、管理フレーム等による通知で行ってもよい。基地局は、通知され
たＣａｐａｂｉｌｉｔｙに基づきＯＦＤＭＡ通信の実行を制御してもよい。例えば、自局
に接続している端末のうち、上記の能力を有する端末の台数の割合が閾値以下である場合
は、ＯＦＤＭＡ通信の実施をしない、または制限するなどの判断を行っても良い。あるい
は、当該割合が閾値より大きい場合のみＯＦＤＭＡ通信を実行するなどの判断を行っても
良い。ここで述べた以外の判断および制御を行ってもよい。
【００８７】
　本実施形態では、受信した物理パケットにおいて、上述したように特定したリソースブ
ロックのデータフィールドを復号してＭＡＣフレーム（自端末宛でないＭＡＣフレーム）
を取得し、Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定された値にしたがってＮＡＶを設定する。
これにより、ＥＩＦＳ時間の起動を阻止し、ＯＦＤＭＡ通信後には、アクセス権の獲得の
機会を、ＯＦＤＡＭの対象端末および基地局と同様の条件にできる。
【００８８】
　上述したシーケンスでは基地局からＯＦＤＭＡ送信した各リソースブロックのデータフ
ィールド長（ＭＡＣフレーム長）は同じであった（各端末で送信するデータ長が異なる場
合は、パディングデータで調整した）。別の例として、図９に示すように、各リソースブ
ロックのデータフィールド長（ＰＳＤＵ長）が異なる場合も本実施形態は対応可能であり
、この場合の方法の例を以下に３つ示す。
【００８９】
　第１の方法として、各端末に対するＮＡＶの終了が同じ時刻になるように、各ＮＡＶの
値（Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドの値）を調整し、設定する。この場合、各リソースブロ
ックのＰＳＤＵ長（あるいはＭＰＤＵ長）が異なれば、各ＭＡＣフレームのＤｕｒａｔｉ
ｏｎフィールド等に設定する値もそれに応じて異なることになる。これによりＮＡＶの終
了を一致させ、例えば各ＮＡＶの末尾を、アップリンクＯＦＤＭＡ送信される物理パケッ
トの末尾に一致させることができる。これによっても図８のシーケンスと同様の効果を得
ることができる。なお、ＯＦＤＭＡの対象端末は、異なるタイミングでＭＡＣフレームの
受信が完了するが、キャリアセンスをチャネル幅で行ってアイドルとなった時点からＳＩ
ＦＳ時間を計測するか、あるいは、最も遅く受信が完了するＭＡＣフレームの末尾（より
詳細には物理パケットの末尾）を任意の方法（例えば以下の第２の方法など）で算出し、
その時点からＳＩＦＳ時間を計測することで、各対象端末のアップリンク送信のタイミン
グを一致させることができる。
【００９０】
　第２の方法として、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信する物理パケットの長さ（複数端末宛
のＰＳＤＵをまとめて１つとして見たときに最も長いＰＳＤＵの末尾までの長さ）を算出
するための情報を物理ヘッダのＬ－ＳＩＧフィールドまたは別のフィールドに設定する。
非対象端末では、当該フィールドの情報から物理パケットの長さ（占有時間）を算出し、
その占有時間後からＮＡＶを設定する。物理パケットの長さ（占有時間）は、図９の例で
は、Ｔ２－Ｔ１の長さである。各ＭＡＣフレームのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドには共通
のＮＡＶの値を設定し、この際、ＮＡＶの末尾が、アップリンクＯＦＤＭＡ送信される各
ＢＡフレーム（より詳細には物理パケット）の末尾の時刻（図９のＴ３）に一致させるよ
うにする。なお、ＯＦＤＭＡの対象端末は、上記の第１の方法と同様にして、アップリン
ク送信の際のタイミングを一致させることができる。ここで、物理パケットの長さ（占有
時間）を算出するための情報の設定例として、Ｌ－ＳＩＧフィールドのＲａｔｅフィール
ドおよびＬｅｎｇｔｈフィールド（ＩＥＥＥ８０２．１１規格で定義されている）を利用
してもよい。例えば基地局は、複数端末宛の複数のＰＳＤＵ（ＭＡＣフレーム等）に基づ
いて物理パケット長（占有時間）、すなわち、当該物理パケットを実際のレートで受信し
た際に要する時間長（例えば７２Ｍｂｐｓ）を算出する。基地局は、Ｒａｔｅフィールド
（レートフィールド）およびＬｅｎｇｔｈフィールド（レングスフィールド）の値から、
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この物理パケット長が算出できるように、ＲａｔｅフィールドおよびＬｅｎｇｔｈフィー
ルドの値を決定する。例えばＲａｔｅフィールドには、６Ｍｂｐｓを表す値を設定する。
Ｌｅｎｇｔｈフィールドには、６Ｍｂｐｓで物理パケットを受信した場合に、上記で算出
した物理パケット長に一致するようなデータ長（オクテット数でもよいし、その他の単位
でもよい）を設定する。（なお、実際の受信のレートは、６Ｍｂｐｓより高いため、Ｌｅ
ｎｇｔｈフィールドの値は、実際のパケット長よりも短い値になると考えられる。実際の
レートは、例えばプリアンブル２から特定する）。非対象端末は、Ｌ－ＳＩＧフィールド
のＲａｔｅフィールドとＬｅｎｇｔｈフィールドの値から物理パケットの占有時間（ＰＰ
ＤＵの占有時間）を算出し、算出した占有時間の後から、いずれか１つのＭＡＣフレーム
から読み込んだＤｕｒａｔｉｏｎフィールドの値（各ＭＡＣフレームのＮＡＶの値は上述
したように共通である）に従ってＮＡＶを設定する。どのリソースブロックを復号しても
、ＮＡＶの終わる時刻は同じになる。なお、Ｒａｔｅフィールドに設定する値は６Ｍｂｐ
ｓに限定されず、他の値でもよい。
【００９１】
　第３の方法として、基地局がダウンリンクＯＦＤＭＡを開始する前に、端末がダウンリ
ンク送信用の物理パケット（ＰＰＤＵ）の終了時刻（つまりパケット長）として、常に最
大時間長（Ｔ２－Ｔ１の長さ）を通知する場合を想定する。この場合、基地局はダウンリ
ンク送信する各ＭＡＣフレームに全て同じ値のＮＡＶを設定する。これは、端末が、自端
末用のリソースブロックするのではなく、ＰＰＤＵ全体を受信する構成を有する場合を想
定している。つまり、端末は、自端末用のリソースブロックについてのみＰＳＤＵの末尾
を判断するのではなく、ＰＰＤＵ全体として（つまりすべてのリソースブロックの個々に
ついて）受信処理を行う。この場合、最も長いＰＳＤＵの末尾を判断する。非対象端末が
ダウンリンク送信される物理パケットを受信した場合も、ＰＰＤＵ全体の受信処理を行い
、ＰＰＤＵの末尾（最も長いＰＳＤＵの末尾）を判断し、そこから、ＮＡＶを設定する。
ＮＡＶの長さは、任意のリソースブロックのＭＡＣフレームのＤｕｒａｔｉｏｎフィール
ドから取得すればよい。
【００９２】
　上述した第１～第３の方法では、各対象端末から送信するＢＡフレームの長さは同じで
あるとしたが、ＢＡフレームの長さが異なる場合（後述する図１３参照）は、それに応じ
て適宜、ＮＡＶを調整してもよい。例えば最もＢＡフレームの送信完了が遅いＢＡフレー
ムの末尾に各ＮＡＶの末尾が一致するように、第１～第３の方法の枠組みの範囲で、各Ｎ
ＡＶの値を決定してもよい。また、後述する図１６または図１８で説明するように、基地
局が、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信の後、ＢＡＲフレームを送信し、その応答として、対
象端末にアップリンクＯＦＤＭＡでＢＡフレームを送信させてもよい。また、上述した図
８および図９のシーケンスでは、基地局からのダウンリンクＯＦＤＭＡ送信と、対象端末
からのアップリンクＯＦＤＭＡ送信との１回のフレーム交換（送受信）であったが、以降
も継続して、同様のフレーム交換が１回または複数回、行われてもよい。この場合も、非
対象端末は、上述と同様にしてダウンリンクされる他端末宛の物理パケットおよびアップ
リンクされる基地局宛の物理パケットを復号（ＥＩＦＳの起動条件を成立させないように
動作）すればよい。また、送受信するフレームの種類も、データフレームとＢＡフレーム
との組み合わせに限定されない。
【００９３】
　図１０に、本実施形態に係る基地局の動作の一例のフローチャートを示す。基地局は、
ＯＦＤＭＡの対象となる複数の端末を決定し、端末毎にＮＡＶに関する期間の長さを決定
する（Ｓ１１）。具体的に、複数の端末に送信する複数のＭＡＣフレームのそれぞれの長
さと、各端末から応答されるＢＡフレーム長（より詳細にはＢＡフレームを含む物理パケ
ット長）から、各ＮＡＶの期間の末尾の時刻が同じになるように、それぞれのＮＡＶの期
間の長さを決定する。この際、例えば、ＮＡＶの期間の末尾の時刻は、各端末から応答さ
れるＢＡフレームの末尾（各ＢＡフレームの末尾が異なるときは、受信が最も遅いＢＡフ
レームの末尾）に合わせる。複数の端末に送信する複数のＭＡＣフレームのそれぞれの長
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さが異なるときは、短いＭＡＣフレームの末尾にパディングデータを付加して長さが同じ
になるように調整してもよい。基地局は、決定したＮＡＶの期間の長さに関する値をそれ
ぞれのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定したＭＡＣフレームを端末毎に生成する（Ｓ１
２）。基地局は、これらのＭＡＣフレームをそれぞれデータフィールドに格納するととも
に、物理ヘッダを付加して物理パケットを生成する（同Ｓ１２）。物理ヘッダは、レガシ
ーフィールドと、複数の端末を特定するための情報（個々の端末の識別子、またはグルー
プＩＤ、またはこれらの両方等）を含むプリアンブル１と、ＭＡＣフレームが格納されて
いるデータフィールドを復号するための情報を含む端末毎のプリアンブル２とを含む。
【００９４】
　基地局は、物理パケットのレガシーフィールドとプリアンブル１をチャネル幅の帯域で
送信し、続いてプリアンブル２およびデータフィールド（ＭＡＣフレーム）をＯＦＤＭＡ
で送信する（Ｓ１３）。
【００９５】
　基地局は、複数のＭＡＣフレームの送信からＳＩＦＳ時間後に、ＭＡＣフレームの受信
の成否に関する情報を含む送達確認応答フレーム（ＢＡフレーム）を含む物理パケットを
、複数の端末からＯＦＤＭＡで受信する（Ｓ１４）。
【００９６】
　図１１は、本実施形態に係る端末（ＯＦＤＭ対応端末）が基地局からＯＦＤＭＡ送信さ
れた物理パケットを受信した場合の動作のフローチャートである。
【００９７】
　物理パケットを受信した端末は、レガシーフィールドおよびプリアンブル１を復号し、
自端末がＯＦＤＭＡの対象端末として指定されているかを判断する（Ｓ１０１、Ｓ１０２
）。プリアンブル１に自端末を特定するための情報、または自端末が属するグループのグ
ループＩＤが設定されている場合は、指定されていると判断する。
【００９８】
　端末は、自端末がＯＦＤＭＡの対象として指定されていない場合は、複数のリソースブ
ロックのうち少なくとも１つのリソースブロックを特定し、特定したリソースブロックの
プリアンブル２とＭＡＣフレームを復号する（Ｓ１０３）。ＭＡＣフレームのヘッダのＤ
ｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定されている値に基づき、物理パケットの受信完了（より
詳細には特定したリソースブロックでのＭＡＣフレームの受信完了）からＮＡＶを設定す
る（Ｓ１０４）。ＮＡＶの期間が経過した後、媒体上のアクセス権を獲得する場合は、バ
ックオフ前の一定時間のキャリアセンスとして、通常の時間（ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ
］時間）を起動し、その間、キャリアセンスし、さらに引き続き、ランダムに決定したバ
ックオフ時間の間キャリアセンスを行う。ＮＡＶの期間中に、アップリンク送信される物
理パケット（送達確認応答フレームを含む物理パケット）を受信した場合、当該物理パケ
ットを復号し、物理パケットに含まれるＭＡＣフレームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィ
ールドに基づきＮＡＶを更新する。アップリンク送信される物理パケットは、複数の他の
端末からアップリンクＯＦＤＭＡされる複数の物理パケットでもよいし、他の端末がそれ
ぞれ異なるタイミングで個別に送信（シングルユーザ送信）する物理パケットでもよい。
【００９９】
　一方、端末は、自端末がＯＦＤＭＡの対象として指定されている場合は、自端末用のリ
ソースブロックを特定し、当該リソースブロックのデータフィールドを復号して、ＭＡＣ
フレームを取得する（Ｓ１０５）。ＭＡＣフレームのヘッダを解析し、解析結果に応じた
動作を行う。ＭＡＣフレームがデータフレーム（アグリゲーションフレームの場合も含む
）であれば、例えばＭＡＣフレームの受信完了からＳＩＦＳ時間後に、当該リソースブロ
ックで送達確認応答フレーム（より詳細には送達確認応答を含む物理パケット）を送信す
る（Ｓ１０６）。この際、他にＯＦＤＭＡの対象として指定された端末からも同時に送達
確認応答フレームを含む物理パケットが送信されてもよい。この場合、アップリンクのＯ
ＦＤＭＡで複数の送達確認応答フレームの送信が行われる。
【０１００】
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　本実施形態ではＯＦＤＭＡの非対象端末は複数のリソースブロックのうちの少なくとも
１つのリソースブロックのデータフィールドを復号した。ここで２つ以上のリソースブロ
ックのデータフィールドが復号可能な場合、すなわち２つ以上のリソースブロックのプリ
アンブル２に変調符号化方式に自端末が対応している場合は、所定の条件を満たす変調符
号化方式のリソースブロックを選択してもよい。例えば、もっともロバストな変調符号化
方式のリソースブロックを選択してもよい。もっともロバストな変調符号化方式とは、例
えば伝送レートが最も低い変調符号化方式でもよいし、符号化率が最も低い変調符号化方
式でもよい。他の条件として、一定の伝送レート以下または一定の符号化率以下の変調符
号化方式のリソースブロックを選択してもよい。これらによりフレームのＦＣＳでエラー
が検出される可能性を低くし、よって正しく復号が行われる可能性が高くなる。
【０１０１】
　また、プリアンブル１に自端末が属するグループのグループＩＤが設定されている場合
でも、自端末用のリソースブロックから取得したＭＡＣフレームを解析した結果、当該Ｍ
ＡＣフレームが自端末宛でない場合もあり得る（ＲＡが自端末のアドレスでないなど）。
この場合も、当該取得したＭＡＣフレームのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに記載された値
に基づいてＮＡＶを設定すればよい。これにより正常な復号動作が行われ、ＥＩＦＳの起
動条件は成立しない。
【０１０２】
　また、上述した実施形態ではＤｕｒａｔｉｏｎフィールドの値に基づいてＮＡＶを設定
したが、ＮＡＶを設定する期間の長さの値を、物理ヘッダのプリアンブル１または複数の
プリアンブル２またはこれらの両方に設定してもよい。この際、ＭＡＣフレーム毎に、Ｎ
ＡＶの期間の末尾が同じ時刻になるように、ＮＡＶの期間の長さの値を決定してもよい。
端末は、プリアンブル１および複数のプリアンブル２のうちの１つから当該値を抽出し、
当該値に示される期間の間、該当するリソースブロックにおけるデータフィールドまたは
ＭＡＣフレームの末尾の時刻の後からＮＡＶを設定すればよい。
【０１０３】
　以上、本実施形態によれば、ＯＦＤＭＡの対象として指定されていない端末（非対象端
末）が基地局からＯＦＤＭＡ送信される物理パケット群を受信した場合に、複数のリソー
スブロックのうちの少なくとも１つのリソースブロックのＭＡＣフレーム（他端末宛のＭ
ＡＣフレーム）を復号して、そのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定された媒体
予約時間に基づきＮＡＶを設定する。これにより、他端末宛のＭＡＣフレームを正常に受
信した場合と同様の復号動作が行われる。よって、非対象端末におけるＰＬＣＰの受信プ
ロセスでのエラー、およびＭＡＣフレームの検査エラー（ＦＣＳエラー）の発生を防止し
て、その後のアクセス権獲得の際に行うキャリアセンスの際に、ＥＩＦＳ時間が起動され
ることを防止できる。
【０１０４】
　（第２の実施形態）
　第１の実施形態では、ＯＦＤＭＡの非対象端末と、対象端末および基地局との間でアク
セス権の獲得の機会の公平性を維持する形態を主に示したが、本実施形態では、ＯＦＤＭ
Ａの非対象端末に加え、レガシー端末に対しても、アクセス権の獲得の機会の公平性を維
持可能にする形態を示す。
【０１０５】
　図１２に、第２の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例を示す。第１の実施形態に
おける図８の動作シーケンス例との差分を中心に説明する。第１の実施形態と同様、端末
１～６がＯＦＤＭＡ対応端末、これらのうち端末１～４がＯＦＤＭＡの対象端末、端末５
、６がＯＦＤＭＡの非対象端末とする。また、端末７、８はレガシー端末とする。
【０１０６】
　第１の実施形態と同様、基地局１０１が、チャネル内のリソースブロック１～４を用い
て、端末１～４に同時に、端末１～４宛のＭＡＣフレームを含む物理パケットを送信（ダ
ウンリンクＯＦＤＭＡ送信）する。端末１～４は、物理パケットの受信完了からＳＩＦＳ
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時間後に、それぞれリソースブロック１～４を用いて送達確認応答フレームを含む物理パ
ケットを同時に送信（アップリンクＯＦＤＭＡ送信）する。より詳細には、レガシーフィ
ールドおよびプリアンブル１はチャネル幅帯域で送信し、プリアンブル２およびデータフ
ィールド（送達確認応答フレーム）は、リソースブロックで送信する。第１の実施形態の
図８の動作シーケンスでは、ＯＦＤＭＡの非対象端末である端末５、６は、基地局からの
ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信の際、レガシーフィールドおよびプリアンブル１の復号と、
少なくとも１つの選択したリソースブロックにおける、プリアンブル２とＭＡＣフレーム
とを復号しＭＡＣフレームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに記載されている値に
基づき、ＮＡＶを設定したが、本シーケンスではそのような動作は行わなくてよい。この
ため、端末５、６は、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信の終了時、アップリンクＯＦＤＭＡ送
信の終了時またはこれらの両方の後にアクセス権を獲得しようとする場合は、ＥＩＦＳ時
間を起動する（図１２の下の「ＥＩＦＳ起動１」、「ＥＩＦＳ起動２」を参照）。レガシ
ー端末である端末７、８も、同様の場合には、ＥＩＦＳ時間を起動する。ただし、端末５
、６が第１の実施形態と同様に動作を行ってＮＡＶを設定してもかまわない。
【０１０７】
　基地局１０１は、端末１～４からアップリンクＯＦＤＭＡ送信されるＢＡフレームの受
信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信する。ＣＦ－Ｅｎｄフレーム
は、ＣＦＰ（Ｃｏｎｔｅｎｔｉｏｎ　Ｆｒｅｅ　Ｐｅｒｉｏｄ）の終了をアナウンスする
ためのフレームである。つまり、無線媒体へのアクセスを許可するフレームである。本実
施形態ではＣＦＰの開始を行っていない状況でも、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信する。Ｃ
Ｆ－ＥｎｄフレームのＲＡフィールドには、通常、ブロードキャストアドレスが設定され
る。図１２の「ｂｃ」は、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの宛先アドレスが、ブロードキャストア
ドレスであることを意味する。ただし、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの宛先アドレスを、マルチ
キャストアドレスまたは複数のユニキャストアドレスとすることを許容してもよい。ＣＦ
－ＥｎｄフレームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドには、媒体予約時間として０が
設定されている。
【０１０８】
　ＣＦ－Ｅｎｄフレームを含む物理パケットのヘッダは、レガシーフィールドを含み、プ
リアンブル１およびプリアンブル２は含まない構成とする。ＣＦ－Ｅｎｄフレームを含む
物理パケットは、１チャネル幅帯域で送信され、物理パケットは、端末１～８によって正
常に受信される。これにより端末５～８におけるＥＩＦＳ起動は解消される。端末１～８
は、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの受信完了後から媒体へのアクセスが許容され、アクセス権を
獲得しようとする場合は、通常のＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する（図１２の
下の「ＥＩＦＳ起動の解消」を参照）。
【０１０９】
　ＣＦ－Ｅｎｄフレームの送信は、一例であり、受信した端末に無線媒体へのアクセスを
許可する機能を有するフレームであれば、他のフレームをレガシーフォーマットの物理パ
ケットで送信してもよい。この際フレームには、Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールド等に、無線
媒体へのアクセスの抑制を指示する期間の長さに関する値を設定してもよい。当該期間の
長さは、０を設定してもよいし、０より大きい値を設定してもよい。このようなフレーム
を送信した場合も、各端末は当該フレームを含む物理パケットを正常に受信するためＥＩ
ＦＳ時間の起動は阻止される。また上記期間の長さを０に設定することで、各端末は当該
フレームの終了時刻経過時から媒体アクセスのための動作を開始することができる。０よ
り大きい値を設定した場合は、当該フレームの受信完了から当該値が示す時間が経過した
後に、端末１～８は、媒体アクセスのための動作を開始することができる。
【０１１０】
　このように、ＣＦ－Ｅｎｄフレームまたは同様の機能を有するフレームによって、ＯＦ
ＤＭＡの非対象端末５、６およびレガシー端末７、８によるＥＩＦＳ時間の起動は阻止さ
れる。よって、端末１～８および基地局のすべて間で、アクセス権を獲得する機会の公平
性を維持できる。なお、前述したように、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信の終了時、または
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アップリンクＯＦＤＭＡ送信の終了時またはこれらの両方の後では、端末５～８はＥＩＦ
Ｓ時間を起動し得るが、いずれにしても、これらの時点ではＳＩＦＳ間隔で他の通信が継
続しているため、そもそもアクセス権を獲得できず、不公平の問題は生じないと言える。
【０１１１】
　図１３に、第２の実施形態に係る動作シーケンスの第２の例を示す。図１２の動作シー
ケンス例との差分を中心に説明する。
【０１１２】
　図１２の動作シーケンス例と異なり、端末１～４からアップリンクＯＦＤＭＡ送信され
るＭＡＣフレーム（ここではＢＡフレーム）長が異なっている。端末２、４が送信するＭ
ＡＣフレーム長は、端末１、３よりも短くなっている。物理ヘッダ長は固定であるとする
。これは、ＭＡＣフレーム自体のサイズが各端末で同じでも、適用される伝送レートまた
は変調符号化方式（ＭＣＳ）によって、フレーム時間長（すなわちフレームの送信に要す
る時間）が異なるためである。端末１～４からアップリンク送信するＢＡフレームの伝送
レートまたはＭＣＳを決定する方法として、基地局から端末に送信されたＭＡＣフレーム
の伝送レートまたはＭＣＳに応じて、応答するフレーム（ＢＡフレーム）の伝送レートま
たはＭＣＳを決定することがある。例えば自端末がサポートする伝送レートのうち、基地
局から受信したＭＡＣフレームの伝送レート以下の伝送レートのうち、最大の伝送レート
で応答する。このような場合、基地局から端末１～４に送信するＭＡＣフレームの伝送レ
ートまたはＭＣＳに応じて、応答となるフレームの伝送レートまたはＭＣＳも端末毎に異
なることも起こり、結果として、アップリンクのＭＡＣフレーム時間長も端末毎に異なる
。
【０１１３】
　このような場合、基地局１０１は、端末１～４から受信した物理パケットのパケット長
を比較し、最も大きい物理パケットの受信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレ
ームを送信する。ＰＨＹヘッダ長が固定の場合は、基地局１０１は、端末１～４から受信
した物理パケットに含まれるＭＡＣフレームのフレーム長を比較し、最も大きいＭＡＣフ
レームの受信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信してもよい。物理
パケットのパケット長またはＭＡＣフレーム長またはこれらの両方を端末１～４がＰＨＹ
ヘッダ（レガシーフィールド）または他のフィールドに設定し、基地局１０１がそこに設
定された値を読み取って比較することで、物理パケット長の最長値またはＭＡＣフレーム
長の最長値またはこれらの両方を特定してもよい。
【０１１４】
　図１３のシーケンス例では、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信とそれに対する応答であるア
ップリンクＯＦＤＭＡ送信を一回のみ行い、その後ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信している
が、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの送信前に、同様のシーケンスを繰り返し行っても良い。この
際も、基地局１０１は、アップリンクＯＦＤＭＡ送信された物理パケットの受信後にＳＩ
ＦＳ時間を計測する際の開始タイミングは、上記と同様に、パケット長が最長値の物理パ
ケットの受信完了のタイミングとすればよい。当該シーケンスの繰り返しが終了する場合
は、上記と同様にして決定したタイミングで、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信すればよい。
【０１１５】
　なお、図１３のシーケンス例において、基地局がＯＦＤＭＡ送信する物理パケットにお
けるＭＡＣフレームのヘッダ内のＱｏＳコントロールフィールドのＡｃｋポリシーサブフ
ィールドの値は、「Ｎｏｍａｌ　Ａｃｋ」を示す値に設定しておく。これによりデータフ
レーム（アグリゲーションフレーム）を受信した端末１～４は、基地局からＢＡ要求（Ｂ
ｌｏｃｋ　Ａｃｋ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）フレームを受信せずとも、当該データフレームの受
信からＳＩＦＳ時間後に、ＢＡフレームを返すように動作する。この場合のＡｃｋポリシ
ーは、特に“Ｉｍｐｌｉｃｔ　Ｂｌｏｃｋ　Ａｃｋ　Ｒｅｑｕｅｓｔ”と呼ばれている。
【０１１６】
　図１４に、図１３に示した動作シーケンス例に対応する基地局の動作のフローチャート
を示す。基地局は、ＯＦＤＭＡの対象となる複数の端末を決定し、複数の端末に送信する
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ための複数のＭＡＣフレームを生成する（Ｓ２０１）。基地局は、これらをそれぞれデー
タフィールドに格納するとともに、物理ヘッダを付加して物理パケットを生成する（同Ｓ
２０１）。物理ヘッダは、レガシーフィールドと、複数の端末を特定するための情報を含
むプリアンブル１と、ＭＡＣフレームが格納されたデータフィールドを復号するための情
報を含む端末毎のプリアンブル２とを含む。
【０１１７】
　基地局は、物理パケットのレガシーフィールドとプリアンブル１をチャネル幅の帯域で
送信し、続いてプリアンブル２およびデータフィールド（ＭＡＣフレーム）をＯＦＤＭＡ
で送信する（Ｓ２０２）。
【０１１８】
　基地局は、複数のＭＡＣフレームの送信からＳＩＦＳ時間後に、ＭＡＣフレームの受信
の成否に関する情報を含む送達確認応答フレームを含む物理パケットを、複数の端末から
ＯＦＤＭＡ受信する（Ｓ２０３）。
【０１１９】
　当該物理パケットのうち最も受信が遅く完了する物理パケットの受信完了からＳＩＦＳ
時間後に、送達確認応答の送信を要求しないフレームの一例であるＣＦ－Ｅｎｄフレーム
を含む物理パケットを送信する（Ｓ２０４）。
【０１２０】
　前述したように、アップリンクＯＦＤＭＡ送信の際に、送信先の端末ごとに変調符号化
方式（ＭＣＳ）または伝送レートが異なる場合など、応答となる送達確認応答フレームま
たはそれを含む物理パケットの長さ（時間長）が異なる場合がある。そのため、図１３の
シーケンス例では、基地局は端末毎の物理パケットのうちパケット長が最長の物理パケッ
トを特定し、当該物理パケットの末尾を、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの送信の前のＳＩＦＳ時
間の起点とした。
【０１２１】
　ここでは、第２の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例として、各端末が送信する
物理パケット長が等しくなるように、基地局がＯＦＤＭＡ送信する物理パケットで、応答
の際に適用するＭＣＳまたは伝送レートの情報を通知する。例えば、基地局は、プリアン
ブル１またはプリアンブル２またはレガシーフィールドに、応答の際に適用するＭＣＳま
たは伝送レートを指示する情報を設定する。または物理ヘッダにおいてリソースブロック
毎に新たなフィールドを定義し、当該新たなフィールドにＭＣＳまたは伝送レートの情報
を設定してもよい。または、各ＭＡＣフレームのヘッダの任意のフィールドの予約領域、
またはＭＡＣフレームのヘッダに新たに定義したフィールドに、応答の際に適用するＭＣ
Ｓまたは伝送レートの情報を設定してもよい。もちろん、ここで述べた以外の方法で、応
答の際に適用するＭＣＳまたは伝送レートの情報を指定してもよい。送達確認応答フレー
ム（ＢＡフレームまたはＡＣＫフレームなど）のサイズが固定であれば、各端末に同一の
ＭＣＳまたは伝送レートを指定することにより、応答フレーム（ＢＡフレーム）またはそ
れを含む物理パケットの長さを同じにできる。したがって、基地局は、端末毎に受信した
物理パケットからパケット長が最長の物理パケットを特定する処理を行う必要はない。
【０１２２】
　ここで、各端末に応答の際に使用するＭＡＣまたは伝送レートの情報を明示的に指定す
るのではなく、端末１～４がＢＡフレームの送信に適用する伝送レートを暗に指定できる
伝送レートで、基地局が各端末にＭＡＣフレームをダウンリンクＯＦＤＭＡ送信してもよ
い。すなわち、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信するＭＡＣフレームの伝送レートまたはＭＣ
Ｓを制御することで、各端末から返信される応答フレーム（ＢＡフレーム）の時間長を制
御できる。上述したように、各端末は、基地局かＯＦＤＭＡ送信された自端末宛のＭＡＣ
フレームの伝送レートまたはＭＣＳに応じて、応答フレーム（ＢＡフレーム）の伝送レー
トまたはＭＣＳを決定することがある。例えば自端末がサポートする伝送レートのうち、
基地局から送信されたＭＡＣフレームの伝送レート以下の伝送レートのうち、最大の伝送
レートで応答する。このルールの場合、基地局は、各端末から返信される応答フレームに
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適用される伝送レートが同じになるように、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信する各端末のＭ
ＡＣフレームの伝送レートまたはＭＣＳを決定する。
【０１２３】
　具体例として、基地局がサポートレート（Ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ　Ｒａｔｅ）として定義
して、各端末に通知しているレートを、仮にレート１～１０とする。レート１、２、３、
・・・１０の順に高くなっていき、レート１が最も低く、レート１０が最も高いとする。
端末１が、レート１～１０のうち、（レート１、レート４、レート７）、端末２が（レー
ト１、レート４、レート８）、端末３が（レート１、レート４、レート９）、端末４が（
レート１、レート４、レート８）をサポートしているとする。このとき、基地局が、各端
末が共通にサポートしているレートを１つ特定し、特定したレート（共通レートと呼ぶ）
以上でかつ、当該共通レートより大きいレートのうち最小のレートを端末ごとに特定する
。そして、共通レート以上で当該最小のレート未満のレートを端末ごとに決定し、決定し
たレートを、端末に送信するＭＡＣフレームに適用する。
【０１２４】
　例えば、共通レートとしてレート４を特定する。端末１は、レート４より大きいレート
のうち最小のレートはレート７である。よって基地局はレート４以上で、レート７未満の
レート、すなわちレート４～６から伝送レートを決定する。同様にして、基地局は、端末
２に対しては、レート４～７の中から伝送レートを決定し、端末３に対しては、レート４
～８の中から伝送レートを決定し、端末４に対しては、レート４～７の中から伝送レート
を決定する。このように決定した伝送レートを、各端末に送信するＭＡＣフレームに適用
する。これにより、各端末の応答フレームの伝送レートをレート４に統一できる。基地局
からダウンリンクＯＦＤＭＡ送信を早期に完了させる場合には、端末ごとに、それぞれの
候補レートの中で、最も高い伝送レートを決定してもよい。
【０１２５】
　ここで、基地局は、各端末に送信するＭＡＣフレーム長を同一にするため（ＰＨＹヘッ
ダ長は同じであるとする）、各端末に対して決定した伝送レートを考慮して、送信するＭ
ＡＣフレームのサイズ（データフィールドのサイズ）を決定してもよい。変形例として、
各端末で送信するＭＡＣフレームのサイズは同じとしつつ、伝送レートが異なることによ
るＭＡＣフレーム長（時間長）の差分は、最長のＭＡＣフレーム長より短いＭＡＣフレー
ムについては最後にパディングデータを送信することで調整してもよい。これにより各端
末への送信完了タイミングを揃えることができ、応答フレーム（ＢＡフレーム）の送信開
始タイミングも揃えることができる。
【０１２６】
　なお、基地局がサポートレートを明示的に定義していない場合もあり得る。その場合は
、各端末が伝送レートを上記と同様のルールで選択して応答すると想定して、基地局が物
理層に応じてサポートすることが必須になっているレートセットから、各端末に送信する
ＭＡＣフレーム（アグリゲーションフレーム）に適用する伝送レートまたはＭＣＳを決定
すればよい。
【０１２７】
　なお、物理パケットの物理ヘッダに適用される伝送レートまたはＭＣＳは固定であるこ
とを前提としたが、各端末が物理ヘッダに異なる伝送レートまたはＭＣＳを適用しうる状
況を考慮する場合は以下のようにする。例えば、物理ヘッダに共通に適用する伝送レート
またはＭＣＳの情報を、基地局が送信する物理パケットのＰＨＹヘッダのプリアンブル１
、プリアンブル２、レガシーフィールド、またはこれらのうちの任意の複数のフィールド
に設定する。物理ヘッダ内の各フィールドのうち一部のフィールドの伝送レートまたはＭ
ＣＳが固定である場合は、残りのフィールドに対して決定すればよい。例えばリソースブ
ロックごとに存在するプリアンブル２の伝送レートまたはＭＣＳが事前に共通に定められ
ている場合は、共通プリアンブル（プリアンブル１とレガシーフィールド）に対して伝送
レートまたはＭＣＳを各端末に対して同じ値に指定してもよい。
【０１２８】
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（第３の実施形態）
　第２の実施形態の図１２または図１３に示したシーケンスでは、ダウンリンクＯＦＤＭ
Ａ送信するＭＡＣフレーム長（より詳細にはプリアンブル２とＭＡＣフレームとの合計長
）が同じであったため、各端末（端末１～４）は、自端末用のリソースブロックの受信完
了からＳＩＦＳ時間後に応答の物理パケットを送信すれば、各端末の送信開始タイミング
を同期させことができた。しかしながら、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信するＭＡＣフレー
ム長が異なる場合、この方法であると、端末ごとに応答の送信タイミングがずれる問題が
生じ得る。送信タイミングがずれると、ずれ幅の大きさによっては基地局で各端末からチ
ャネル幅帯域で受信する共通プリアンブル（レガシーフィールドおよびプリアンブル１）
を正常に復号できなくなる可能性がある。そこで、本実施形態では、このような場合にも
、各端末から送信する応答の物理パケットの送信タイミングを同期させつつ、アクセス権
の獲得の機会の公平性を保つ。
【０１２９】
　図１５に、第３の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例を示す。第２の実施形態に
おける図１２の動作シーケンス例との差分を中心に説明する。
【０１３０】
　第２の実施形態における図１２のシーケンスと同様、基地局１０１が、チャネル内のリ
ソースブロック１～４を用いて、端末１～４宛のＭＡＣフレームを含む物理パケットを送
信（ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信）する。ただし、端末１～４のＭＡＣフレームの長さ（
時間長）は同じではない。図の例では、端末１と３が送信するＭＡＣフレーム長は同じで
あるが、端末４のＭＡＣフレーム長はこれらより短く、端末２のＭＡＣフレーム長はさら
に短い。端末１～４宛のＭＡＣフレームのヘッダにおけるＱｏＳコントロールフィールド
のＡｃｋポリシーフィールドは「Ｂｌｏｃｋ　Ａｃｋ」を示す値を設定する。これにより
、端末１～４は物理パケットを受信しても、ＳＩＦＳ時間後に送達確認応答フレーム（Ｂ
Ａフレーム）を返さないように動作する。
【０１３１】
　基地局は、端末１～４に送信した物理パケットにおいて最も長いＭＡＣフレームの送信
完了タイミングを特定し、そこからＳＩＦＳ時間後にＢＡＲ（Ｂｌｏｃｋ　Ａｃｋ　Ｒｅ
ｑｕｅｓｔ）フレームを、チャネル幅帯域（例えば２０ＭＨｚ幅帯域）で送信する。ＢＡ
Ｒフレームの物理ヘッダはレガシーフィールドを含み、プリアンブル１、２は含まない。
ＢＡＲフレームのＲＡは、端末１～４が属するグループのマルチキャストアドレスである
。図の「ｍｃ」は、ＢＡＲフレームのＲＡがマルチキャストアドレスであることを意味し
ている。マルチキャストアドレスではなく、ブロードキャストアドレスを設定することも
考えられる。ＢＡＲフレームは、ＯＦＤＭＡの非対象端末である端末５、６、およびレガ
シー端末である端末７、８も正常に受信できる。よって端末５～８は、ＢＡＲフレームを
正常に受信することで、ＥＩＦＳ時間の起動は解消される（図１５の「ＥＩＦＳ起動の解
消１」参照）。
【０１３２】
　端末１～４は、基地局からダウンリンクＯＦＤＭＡ送信されるＢＡＲフレームを含む物
理パケットを受信すると、ＢＡＲフレームのＲＡが、自端末が属するグループのマルチキ
ャストアドレスであるから、ＳＩＦＳ時間経過後にそれぞれＢＡフレームを含む物理パケ
ットを送信する。なおＢＡＲフレームは制御フレームであり、ＭＡＣヘッダのタイプおよ
びサブタイプは、それぞれ「制御」および「ＢＡＲ」を示す値に設定される。ＢＡフレー
ムの送信およびそれ以降のシーケンスは、図１２と同様である。なお、ＢＡＲフレームの
ＲＡをブロードキャストアドレスに設定する場合、直前のダウンリンクＯＦＤＭＡ送信で
ＭＡＣフレームを受信した端末が、ＢＡＲフレームの対象になるとのルールにすればよい
。
【０１３３】
　このように図１５のシーケンス例では、基地局がダウンリンクＯＦＤＭＡ送信した物理
パケットのうち最もパケット長の長い（時間長が長い）ＭＡＣフレームの送信完了からＳ
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ＩＦＳ時間後にＢＡＲフレームを含む物理パケットを送信する。これにより、各端末が送
信するＢＡフレームの送信タイミングを同期させることができる。
【０１３４】
　図１６に、図１５に示した第３の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例に対応する
基地局の動作のフローチャートを示す。基地局は、ＯＦＤＭＡの対象となる複数の端末を
決定し（Ｓ３０１）、複数の端末に送信するための複数のＭＡＣフレームを生成する。基
地局は、これらをそれぞれデータフィールドに格納するとともに、物理ヘッダを付加して
物理パケットを生成する（同Ｓ３０１）。物理ヘッダは、レガシーフィールドと、複数の
端末を特定するための情報を含むプリアンブル１と、ＭＡＣフレームが格納されているデ
ータフィールドを復号するための情報を含む端末毎のプリアンブル２とを含む。
【０１３５】
　基地局は、物理パケットのレガシーフィールドとプリアンブル１をチャネル幅の帯域で
送信し、続いてプリアンブル２およびデータフィールド（ＭＡＣフレーム）をＯＦＤＭＡ
で送信する（Ｓ３０２）。
【０１３６】
　基地局は、ＭＡＣフレームの受信の成否に関する情報を含むフレームとしてＢＡフレー
ムの送信を要求するＢＡＲフレームを生成し（Ｓ３０３）、ＢＡＲフレームを含む物理パ
ケットを、データフィールドのうち送信完了が最も遅いデータフィールドの送信完了時刻
からＳＩＦＳ時間後に送信する（同Ｓ３０３）。
【０１３７】
　基地局は、ＢＡＲフレームの送信から一定時間後に、ＢＡフレームを含む物理パケット
を、複数の端末からＯＦＤＭＡで受信する（Ｓ３０４）。基地局は、複数の端末から物理
パケットの受信からＳＩＦＳ等の一定時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを含む物理パケッ
トを送信する（Ｓ３０５）。
【０１３８】
　なお図１５のシーケンス例では、基地局がダウンリンクＯＦＤＭＡ送信した各ＭＡＣフ
レームの長さは同じでなかったが、第２の実施形態における図１２のシーケンス例のよう
にこれらのフレーム長が同じである場合も、ＢＡＲフレームの送信によりＢＡフレームの
送信タイミングを同期させることが可能である。この場合のシーケンス例を、第３の実施
形態に係る動作シーケンスの第２の例として、図１７に示す。図１７に示されるように端
末１～４に送信される物理パケットのデータフィールド長（ＭＡＣフレーム長）は同じと
なっている。図１７の動作の説明は、図１５および図１２の説明から自明であるため、省
略する。またこの場合の基地局の動作も、図１６のステップ３０４を上記の違いに応じて
読み替えるのみでよい。
【０１３９】
　図１８に、第３の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例を示す。図１５または図１
７の動作シーケンス例との差分を中心に説明する。
【０１４０】
　前述した図１５および図１７のシーケンス例では、ＯＦＤＭＡの対象端末（端末１～４
）から基地局にＢＡフレーム（より詳細にはＢＡフレームを含む物理パケット）をＯＦＤ
ＭＡ送信した。図１８のシーケンス例では、端末１～４がＢＡフレームを含む物理パケッ
トを、ＯＦＤＭＡ送信するのではなく、順番にＳＩＦＳ時間ずつずらして、基地局に返信
させる。ＢＡフレームを含む物理パケットはレガシーフォーマットを有し（プリアンブル
１、２等を有さない）、各端末は物理パケットを、チャネル帯域幅（例えば２０ＭＨｚ帯
域幅）で送信する。
【０１４１】
　これを実現するため、基地局は、ダウンリンクＯＦＤＭＡ送信完了からＳＩＦＳ時間後
に送信するＢＡＲフレームに、ＯＦＤＭＡの対象端末にＢＡフレームを返信させるタイミ
ングを特定するための情報と、ＢＡフレームの送信に適用するＭＣＳ（または伝送レート
）とを特定する情報とを含める。このために、既存の規格のＢＡＲフレームを拡張しても
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よい。このために、例えば既存のＢＡＲフレームのフォーマットのボディフィールド内、
例えば、ＢＡＲ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎフィールド（ＢＡＲフレームで要求する最初の
ＭＡＣフレームのシーケンス番号などを設定するフィールド）の後または前またはその他
の箇所に、ＢＡフレームの送信タイミングを特定するためのフィールド（送信タイミング
フィールドと呼ぶ）と、ＢＡフレームに適用するＭＣＳ（または伝送レート）を特定する
ためのフィールド（伝送レートフィールドと呼ぶ）とを追加してもよい。あるいは、これ
らのフィールドをＢＡＲフレームのヘッダ内に追加してもよい。非対象端末が、レガシー
フォーマットを有する、ＢＡＲフレームを含む物理パケットを受信することで、ＥＩＦＳ
時間の起動問題は解消される。それ以降は、非対象端末は、各端末から順番に送信される
ＢＡフレームを含む物理パケットも正常に受信でき（ＢＡフレームを含む物理パケットは
レガシーフォーマットを有するため、正常に受信される）、ＥＩＦＳ時間の起動問題は発
生しない。よってＢＡフレームを最後に送信する端末からＢＡフレームが送信された後、
無線媒体へのアクセス権を獲得しようとする際、端末間でアクセス権の獲得の機会の公平
性は保持される。
【０１４２】
　送信タイミングフィールドと伝送レートフィールドとをＢＡＲフレームのボディフィー
ルドに追加する以外の方法として、基地局がダウンリンクＯＦＤＭＡ送信する物理パケッ
トのプリアンブル１にこれらのフィールドを追加してもよいし、ソースブロック毎のプリ
アンブル２に追加してもよい。または、これらのフィールドを、ダウンリンクＯＦＤＭＡ
送信する物理パケット内の各ＭＡＣフレームのヘッダまたはボディフィールドに追加して
もよい。ここで述べた方法以外で、送信タイミングを特定するための情報、およびＭＣＳ
（または）伝送レートを特定するための情報を通知してもよい。
【０１４３】
　上述したように、端末１～４に指定する送信タイミングおよび伝送レートは、端末１～
４から送信される物理パケットの間隔が、ＳＩＦＳ間隔ずつ開くように設定する。例えば
図１８のように、端末１、端末２、端末３および端末４の順番で、ＢＡフレームを含む物
理パケットを送信させる場合、端末１には、ＢＡＲフレームの送信完了からＳＩＦＳ時間
後のタイミングを指定する。端末２には、ＢＡＲフレームの送信完了からＳＩＦＳ時間と
端末１のＢＡフレーム時間長（より正確にはＢＡフレームを含む物理パケットの時間長）
とＳＩＦＳ時間とを合計した時間後のタイミングを指定する（すなわち２×ＳＩＦＳ時間
＋端末１のＢＡフレーム時間長）。同様に端末３には、３×ＳＩＦＳ時間＋端末１のＢＡ
フレーム時間長＋端末２のＢＡフレーム時間長後のタイミングを指定する。端末４には、
４×ＳＩＦＳ時間＋端末１のＢＡフレーム時間長＋端末２のＢＡフレーム時間長＋端末３
のＢＡフレーム時間長後のタイミングを指定する。
【０１４４】
　端末１～３のＢＡフレーム時間長を算出するためには、端末１～３がＢＡフレームの送
信に適用する伝送レートが定まっている必要がある（ＢＡフレームのサイズは同じである
とする）。このため、基地局は、端末１～３に適用させる伝送レートを決定し、この伝送
レートに基づきＢＡフレーム時間長を算出する。端末１～３にはそれぞれ決定した伝送レ
ートを上述した方法で指定する。なお、端末４より後にＢＡフレームを送信する端末は存
在しないため、端末４には伝送レートの指定は必ずしも必要ではないが、ここでは端末４
にも伝送レートを指定する場合を想定する。
【０１４５】
　端末１～４は、基地局から送信されるＢＡＲフレームを含む物理パケットを受信すると
、ＢＡフレームの送信に適用する伝送レートと送信タイミングとを特定する情報を抽出す
る。抽出した伝送レートに従ってＢＡフレームを生成し、ＢＡフレームを含む物理パケッ
トを生成する。そして、抽出した送信タイミングに従って、物理パケットを送信する。端
末１～４から送信される物理パケットはそれぞれＳＩＦＳ時間ずつずれて送信され、基地
局で順番に受信される。
【０１４６】
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　なお、物理パケットの物理ヘッダに適用される伝送レートまたはＭＣＳは固定であるこ
とを前提としたが、各端末が異なる伝送レートまたはＭＣＳを適用しうる状況を考慮する
場合は以下のようにする。例えば、各端末が物理ヘッダに共通に適用する伝送レートまた
はＭＣＳの情報を、基地局が送信する物理パケットのＰＨＹヘッダのプリアンブル１、プ
リアンブル２、レガシーフィールド、またはこれらのうちの任意の複数に設定する。物理
ヘッダ内の各フィールドのうち一部のフィールドの伝送レートまたはＭＣＳが固定である
場合は、残りのフィールドに対して同様にして決定すればよい。例えばリソースブロック
ごとに存在するプリアンブル２の伝送レートまたはＭＣＳが事前に共通に定められている
場合は、共通プリアンブル（プリアンブル１とレガシーフィールド）に対して伝送レート
またはＭＣＳを各端末に対して同じ値に指定してもよい。
【０１４７】
　上述した説明の例では、基地局は、端末１～４に適用させる伝送レートを明示的に端末
１～４に通知したが、端末１～４がＢＡフレームの送信に適用する伝送レートを暗に指定
できる伝送レートで、ＢＡＲフレームを送信してもよい。第２の実施形態の説明でも述べ
たように、各端末は、基地局かＯＦＤＭＡ送信された自端末宛のＭＡＣフレームの伝送レ
ートまたはＭＣＳに応じて、応答フレーム（ＢＡフレーム）の伝送レートまたはＭＣＳを
決定することがある。例えば自端末がサポートするレートセットのうち、基地局から送信
されたＭＡＣフレームの伝送レート以下のレートの中で、最大のレートで応答する。そこ
で、基地局は、各端末に送信するＭＡＣフレームに適用する伝送レートから各端末が応答
に適用する伝送レートを特定できる。
【０１４８】
　なお、基地局がサポートレートを定義していない場合もあり得る。その場合は、基地局
が物理層に応じてサポートすることが必須になっているレートセットから、各端末が伝送
レートを上記と同様のルールで選択して応答すると想定してもよい。
【０１４９】
　各端末にＢＡフレームを応答させる順番は、図１８の例では、端末１、端末２、端末３
および端末４の順であったが、各端末に応答させる順序は、これに限定されない。基地局
は、各端末の応答順序を、予め定めたルールに基づき決定してもよいし、任意に決定して
もよい。例えば、割り当てられたリソースブロックの周波数が、低い順、高い順またはそ
の他の基準に基づいた順に、各端末に応答させるとのルールに従って、各端末の応答順序
を決定してもよい。周波数が高い順に応答させる場合、図１８の例のように、端末１、端
末２、端末３、端末４の順となり、周波数が低い順に応答させる場合、端末４、端末３、
端末２、端末１の順となる。また各端末の応答の順序をアソシエーションＩＤ（ＡＩＤ）
またはＭＡＣアドレスの大きい順、小さい順、またはその他の基準に基づいた順序に決め
ても良い。または、パワーセーブモードを備えている端末が存在する場合に、当該端末に
優先的に応答させるようにしてもよい。
【０１５０】
　図１９に、図１８に示した第３の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例に対応する
基地局の動作のフローチャートを示す。基地局は、ＯＦＤＭＡの対象となる複数の端末を
決定し、端末毎に基地局から送信するＢＡＲフレームに対する応答フレームであるＢＡフ
レームを含む物理パケットの送信タイミングを決定する（Ｓ４０１）。送信タイミングは
、ＢＡフレームを含む物理パケットが重複するタイミングで受信されないように決定する
。一例として、物理パケットの受信間隔がＳＩＦＳ時間ずつ開くように送信タイミングを
決定する。基地局は、複数の端末に送信するための複数のＭＡＣフレームを生成する。基
地局は、これらをそれぞれデータフィールドに格納するとともに、物理ヘッダを付加して
物理パケットを生成する（Ｓ４０２）。物理ヘッダは、レガシーフィールドと、複数の端
末を特定するための情報を含むプリアンブル１と、ＭＡＣフレームが格納されたデータフ
ィールドを復号するための情報を含む端末毎のプリアンブル２とを含む。また、プリアン
ブル１、プリアンブル２およびＭＡＣフレームの少なくとも１つは、端末毎に決定した送
信タイミングを指定する情報を含む。
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【０１５１】
　基地局は、物理パケットのレガシーフィールドとプリアンブル１をチャネル幅の帯域で
送信し、続いてプリアンブル２およびデータフィールド（ＭＡＣフレーム）をＯＦＤＭＡ
で送信する（Ｓ４０３）。
【０１５２】
　基地局は、ＢＡフレームの送信を要求するＢＡＲフレームを生成し（Ｓ４０４）、ＢＡ
Ｒフレームを含む物理パケットを、データフィールドのうち送信完了が最も遅いデータフ
ィールドの送信完了からＳＩＦＳ時間後に送信する（同Ｓ４０４）。
【０１５３】
　基地局は、ＢＡＲフレームの送信後、複数の端末からそれぞれ指定した送信タイミング
で送信されるＢＡフレームを含む物理パケットを順次受信する（Ｓ４０５）。
【０１５４】
　上記のフローにおいて基地局は、各端末から受信するＢＡＲフレームの受信が重複しな
いように、複数の端末がＢＡフレームの送信に適用する変調符号化方式または伝送レート
を決定してもよい。この場合、プリアンブル１、プリアンブル２およびＭＡＣフレームの
少なくとも１つは、決定した変調符号化方式または伝送レートを指定する情報を含む。ま
た、基地局は、複数の端末がＢＡＲフレームに適用されている変調符号化方式または伝送
レートに応じてＢＡフレームに適用する変調符号化方式または伝送レートを決定するルー
ルを採用しており、そのルールを認識している場合において、各端末から受信するＢＡＲ
フレームの受信が重複しないようにＢＡＲフレームに適用する変調符号化方式または伝送
レートを決定してもよい。
【０１５５】
（第４の実施形態）
　第１～第３の実施形態では、基地局から複数の端末にＯＦＤＭＡ送信する場合における
端末間（すなわち、ＯＦＤＭＡの対象端末、ＯＦＤＭＡの非対象端末および基地局間）の
媒体上のアクセス権の獲得の機会を公平に保つ仕組みを示した。一方、基地局から複数の
端末にマルチユーザＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉ－Ｕｓｅｒ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ，
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ：ＭＵ－ＭＩＭＯ）送信する場合も同様に、媒体上のア
クセス権の獲得の機会に不公平が生じ得る。基地局から複数端末へのＭＵ－ＭＩＭＯ送信
を、特にダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ（ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ）と呼ぶこともある
。また、複数端末から基地局へのＭＵ－ＭＩＭＯ送信を、アップリンクＭＵ－ＭＩＭＯと
呼ぶこともある。本実施形態において、ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯおよびアップリンク
ＭＵ－ＭＩＭＯのうち、少なくともダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ通信を実行する端末を、
ＭＵ－ＭＩＭＯ対応端末と呼ぶ。
【０１５６】
　ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信では、ビームフォーミングと呼ばれる技術を用いて、
互いに干渉が最小もしくは小さくなるような指向性を有する電波（ビーム）を複数の端末
との間で形成する。各端末と形成したビームを用いて各端末にそれぞれデータストリーム
を送信する。これにより、基地局から複数の端末に、同一の周波数帯域で同時送信、すな
わち空間多重の送信が可能となる。第４の実施形態ではＭＵ－ＭＩＭＯ通信に周波数帯域
としてチャネル幅帯域（例えば２０ＭＨｚ幅帯域）を用いる場合を想定する。
【０１５７】
　第１～第３の実施形態で示したアクセス権獲得の際の不公平を防止する仕組みは、基地
局から複数の端末にＭＵ－ＭＩＭＯ送信する場合にも同様に適用できる。これにより、Ｍ
Ｕ－ＭＩＭＯ対応端末のうち、今回のＭＵ－ＭＩＭＯ送信の対象として指定された端末（
ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末）および基地局と、今回のＭＵ－ＭＩＭＯ送信の対象として指
定されなかった端末（ＭＵ－ＭＩＭＯの非対象端末）との間で、アクセス権の獲得の機会
を公平にできる。さらにレガシー端末も含めてアクセス権の獲得の機会を公平にできる。
【０１５８】
　以下、第４の実施形態について詳細に説明する。第１～第３の実施形態との差分を中心
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に説明し、第１～第３の実施形態で説明した変形、拡張、置換、追加および例外等の各種
の派生は、本実施形態についても同様に適用できるものとする。第１～第３の実施形態の
説明から自明な変形、拡張、置換、追加および例外等の例では、ここでは改めて述べない
。また、本実施形態に係る基地局および端末にそれぞれ搭載される無線通信装置のブロッ
ク図は図１と同じであり、各ブロック部の機能の違いも、通信方式がＯＦＤＭＡからＭＵ
－ＭＩＭＯに変更されたことに伴う変更のみでよく、基本的にはＯＦＤＭＡをＭＵ－ＭＩ
ＭＯ、リソースブロックをストリームと読み替えるなどすることでブロック図の説明も適
用可能である。
【０１５９】
　図２０を用いて、ＭＵ－ＭＩＭＯの非対象端末と、ＭＵ－ＭＩＭＯ対象端末および基地
局との間でアクセスの不公平が生じ得ることについて説明する。図２０に、基地局（ＡＰ
）１０１と、ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末（ＳＴＡ）１～４とで、ＭＵ－ＭＩＭＯ通信を行
う場合の動作シーケンス例を示す。ただし、ここでは説明のため、端末１～４および端末
５、６は、ＭＵ－ＭＩＭＯ通信を行う能力を有しておりかつその能力が有効になっている
ものの、本実施形態の特徴に係る不公平を解消する機能は備えていないと仮定する。また
図４の下には、ＭＵ－ＭＩＭＯの非対象端末である端末５、６の動作例が示される。横軸
は時間であり、縦軸は空間を表している。
【０１６０】
　このシーケンス例では、基地局１０１と端末１～４が、１つのチャネルの２０ＭＨｚ幅
帯域を用いて、ＭＵ－ＭＩＭＯ通信（ダウンリンク送信とアップリンク送信の双方）を行
う。なお、基地局１０１は、事前に測定用のパケットまたは任意のパケットを各アンテナ
から各端末に送信して、各端末で推定された伝搬路情報を含むパケットを受信してもよい
。これにより基地局１０１の複数のアンテナと、各端末の１つまたは複数のアンテナ間の
ダウンリンクの伝搬路情報を取得してもよい。ここで述べた以外の方法で伝搬路情報を取
得してもよい。基地局１０１は、各端末宛のＭＡＣフレームを含む物理パケットを生成し
、生成した物理パケットに基づき、端末毎のダウンリンクの伝搬路情報を用いて端末毎の
１つまたは複数のストリームを生成し、端末１～４にストリームを送信する。
【０１６１】
　本実施形態に係る物理パケットのフォーマット例は、第１～第３の実施形態と同様に、
物理ヘッダの先頭側にはレガシーフィールド（Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧ）が
配置されており、その後ろに本実施形態に係るプリアンブル１およびプリアンブル２のフ
ィールドが配置されている。物理ヘッダの後ろにデータフィールドが配置されている。プ
リアンブル１およびプリアンブル２は、第１～３の実施形態と同じ名前を用いているが、
それらに設定する内容は、ＯＦＤＭＡとＭＵ－ＭＩＭＯとの方式の違いに応じて異なる情
報が設定される。ＯＦＤＭＡ通信ではリソースブロックを端末に割り当てるが、ＭＵ－Ｍ
ＩＭＯではリソースブロックがストリームに対応することになり、その違いに応じて異な
る情報が設定される。
【０１６２】
　基地局が送信するＭＵ－ＭＩＭＯ送信する物理パケットのプリアンブル１には、ＭＵ－
ＭＩＭＯ対応端末が共通に理解できる情報が格納される。当該プリアンブル１に設定する
情報の例としては、ＭＵ－ＭＩＭＯでの送信対象となっている複数の端末（対象端末）を
特定するための情報がある。複数の端末を特定するための情報は、これらの端末を個別に
識別する情報でもよいし、複数の端末が共通にするグループのグループＩＤを設定しても
よい。
【０１６３】
　また、当該プリアンブル１に設定する情報の他の例として、ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末
がそれぞれ受信するストリームを特定するための情報があり得る。例えば端末１～４を対
象端末として指定した場合に、端末１～４に対しそれぞれが受信するストリーム数を指定
する情報を設定してもよい。例えばストリーム数を指定する複数のフィールドを設け、自
端末用の位置のフィールド（ユーザポジションと呼ぶこともある）で指定されたストリー
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ム数から、自端末のストリームを特定してもよい。この場合、自端末用のフィールドの位
置は、アソシエーション時またはその後の任意のタイミングで事前に通知されている。上
記の例の場合は端末１～４用のフィールドにそれぞれストリーム数として１を設定するこ
とになる。またプリアンブル１にＭＵ－ＭＩＭＯ送信で使用しているストリーム合計数の
情報を設定してもよい。ストリームの合計数から各端末が使用するストリームまたはスト
リーム数が特定可能な場合などは、この方法も可能である。
【０１６４】
　ストリームの復号では、ダウンリンクの伝搬路情報を用いて行ってもよい。ＭＵ－ＭＩ
ＭＯ通信前に事前に取得した基地局とのダウンリンクの伝搬路情報を用いてもよいし、今
回受信した物理パケットの物理ヘッダ部分（例えば推定用のＬＴＦが存在する場合はその
フィールドなど）を利用して伝搬路情報を取得してもよい。後者の場合で端末に送信する
ストリームが複数のときは、例えば基地局側で推定用のＬＴＦ内の１つまたは複数のシン
ボルに、ストリーム毎に直行するパターンの符号（例えば１と０のビット列）をストリー
ム毎に与えて送信してもよい。この際、端末は事前に基地局から上記のフィールド位置に
応じたパターンの割り当てをストリーム数分受けておく。端末は受信した信号と当該パタ
ーンとの演算から、自端末のパターンに一致する複数のストリームのＬＴＦ部分の信号を
抽出して、ストリーム毎の伝搬路情報を推定してもよい。そして自端末のストリーム毎の
伝搬路情報を利用して後続の該当するフィールドを分離（抽出）してもよい。なお、各端
末から基地局にＭＵ－ＭＩＭＯ送信するプリアンブル１には、基地局が理解できる情報が
格納される。
【０１６５】
　レガシーフィールドおよびプリアンブル１とともに、チャネル幅帯域で（非ＭＩＭＯで
）送信する。図２０ではレガシーフィールドおよびプリアンブル１が非ＭＩＭＯで送信（
すなわち、特定の方向に指向性を持たせないオムニ送信）されることを表現するため、そ
れぞれ１つの矩形のブロックで記載している。Ｌ－ＳＴＦ、Ｌ－ＬＴＦ、Ｌ－ＳＩＧおよ
びプリアンブル１をまとめて共通プリアンブルと呼ぶこともある。
【０１６６】
　プリアンブル２は、該当するストリームごとのＭＡＣフレームの復号に必要な情報（Ｍ
ＣＳ等）が格納される。プリアンブル２は、空間多重で送信（ＭＵ－ＭＩＭＯ送信）され
る。ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末は、自端末用のストリームに含まれるプリアンブル２（お
よび後続のＭＡＣフレーム）を受信して、プリアンブル２を復号することで、ＭＣＳ等の
情報を取得し、ＭＣＳ等に基づきデータフィールドを復号してＭＡＣフレームを取得する
。図２０ではプリアンブル２がＭＵ－ＭＩＭＯ送信されることを表現するため、空間方向
にストリームごとに分離された矩形でプリアンブル２を記載している。プリアンブル２を
表す矩形内に記載された数字は、宛先となる端末の番号を便宜上、表している。
【０１６７】
　データフィールドにはＭＡＣフレームが格納されている。ＭＡＣフレームは、空間多重
で送信（ＭＵ－ＭＩＭＯ送信）される。ＭＡＣフレームは、データフレーム、管理フレー
ムまたは制御フレームである。またデータフレームは、単一のデータフレームのみならず
、複数のデータフレームを集約したアグリゲーションフレーム（Ａ－ＭＰＤＵ）でもかま
わない。図２０ではＭＡＣフレームがＭＵ－ＭＩＭＯ送信されることを表現するため、ス
トリームごとに空間方向に分離された矩形でＭＡＣフレームを記載している。
【０１６８】
　端末１～４は、基地局１０１から送信された物理パケットにおけるレガシーフィールド
、プリアンブル１、自端末用のプリアンブル２およびデータフィールドを受信および復号
し、さらに、自端末用のストリームを復号して、ＭＡＣフレームを取得する。なお、第１
～第３の実施形態で説明したダウンリンクＯＦＤＭＡ送信と異なり、ダウンリンクＭＵ－
ＭＩＭＯ送信では各端末にビームフォーミングで送信が行われ、基本的に各端末には自端
末用以外のストリーム（プリアンブル２、データフィールド）は受信しないと考えられる
。
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【０１６９】
　端末１～４は、アグリゲーションフレーム内の各データフレームのエラー検査の結果に
基づき、各データフレームの受信に成功したか否かを表すビットマップ情報を含む送達確
認応答フレームを生成する。そして、端末１～４は、基地局からの物理パケットの受信完
了（ＭＡＣフレーム受信完了）からＳＩＦＳ時間後に、送達確認応答フレームであるＢＡ
フレーム（Ｂｌｏｃｋ　ＡＣＫフレーム）を含む物理パケットを、チャネル幅帯域で送信
する。端末１～４は、２ストリーム以上送信する場合は、ＢＡフレームを含む物理パケッ
トのヘッダのレガシーフィールドおよびプリアンブル１については通常に送信（オムニ送
信）し、プリアンブル１より後のプリアンブル２およびＭＡＣフレームについては、予め
取得した基地局に対するアップリンクの伝搬路情報（端末の複数のアンテナと、基地局の
複数のアンテナとの間のアップリンクの伝搬路情報）に基づき指向性のビームを形成して
、ストリーム送信してもよい。
【０１７０】
　ここでダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯで基地局から端末１～４にビーム送信される物理パ
ケットは、端末１～４以外の端末でも受信される場合もあり得る。例えば、ＭＵ－ＭＩＭ
Ｏの非対象端末（ここでは端末５、６）が、基地局との位置関係に応じて、端末１向けの
ビームを受信することがある。位置関係の例として、基地局と端末１との間にいる、ある
いは端末１の近くにいるなどがある。このとき、関連技術では、ＭＵ－ＭＩＭＯの非対象
端末は、物理パケットのヘッダのプリアンブル１を復号し、その結果、自端末が指定され
ていないことを判断し、それ後の復号は行わず、受信エラーを検知する。この場合、非対
象端末は、前述したように、次回のチャネルアクセス時のキャリアセンスでＥＩＦＳ時間
を起動する（図２０の「ＥＩＦＳ起動１」参照）。複数の対象端末から基地局にＭＵ－Ｍ
ＩＭＯ送信される物理パケットを受信した場合も、同様にして受信エラーを検知し、次回
のチャネルアクセス時のキャリアセンスでＥＩＦＳ時間を起動する（図２０の「ＥＩＦＳ
起動２」参照）。
【０１７１】
　上述した受信エラーを検知しない端末（対象端末や基地局など）では、通常通り、ＤＩ
ＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動することから、非対象端末との間で不公平が生じる。
【０１７２】
　そこで、上述した不公平を解消するため、本実施形態に係るＭＵ－ＭＩＭＯ対応端末は
、以下の動作を行う。ＭＵ－ＭＩＭＯ対応端末は、基地局からＭＵ－ＭＩＭＯ送信された
物理パケットを受信した場合において、自端末がＭＵ－ＭＩＭＯの対象として指定されて
いない場合（非対象端末の場合）は、自端末で受信したストリームのデータフィールドを
復号してＭＡＣフレームを取得する。ＭＡＣフレームの復号のために、当該ＭＡＣフレー
ムの前に配置されているプリアンブル２に設定されたＭＣＳ等の情報を用いる。ここで、
ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信では、ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末（端末１～４）にビー
ム送信されるため、非対応端末が物理パケットのプリアンブル２以降を受信できるのは、
基地局と端末１～４との間、または端末１～４の近くにいるなどの場合が考えられる。こ
の場合も、受信した信号のＳＩＮＲが閾値以上あるような受信環境あれば、信号を復号可
能である。
【０１７３】
　データフィールドを復号してＭＡＣフレームを取得した端末は、そのヘッダのＤｕｒａ
ｔｉｏｎフィールドに設定された値に基づき、当該ＭＡＣフレームを受信完了からＮＡＶ
を設定する。ＭＡＣフレームのＲＡは、自端末のＭＡＣアドレスではないと判断すること
により、ＮＡＶを設定する。非対象端末（端末５、６またはこれらの両方）がＮＡＶを設
定する場合の動作シーケンス例を、第４の実施形態に係る動作シーケンスの第１の例とし
て図２１に示す。非対象端末がＮＡＶを設定する動作以外は、図２０と同じである。非対
象端末は基地局１０１が送信する物理パケットを受信し、ストリームにおけるＭＡＣフレ
ームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドの値に基づき、当該ＭＡＣフレームの末尾か
らＮＡＶを設定する。ＮＡＶの期間は、例えばアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信完了まで
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に設定される。端末５、６は、端末１～４からアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信される複
数の物理パケットを受信し、これらのうちの１つを、復号する。これらの物理パケットの
レガシーフィールドおよびプリアンブル１には共通の値が設定されている。これらの物理
パケットのプリアンブル２の一部（またはプリアンブル１の一部でもよい）には端末１～
４の互いに直交するパターン信号が設定されている。端末５、６は、レガシーフィールド
およびプリアンブル１を復号し、さらに、予め把握しているパターン信号に基づき、該当
するプリアンブル２を分離して伝搬路情報を取得する。端末５、６は、事前に端末１～４
の少なくとも１つが利用するパターン信号を把握しておき、これを用いる。例えば基地局
が端末１～６にそれぞれが使用するパターン信号を決定し、これらを含むリストを通知す
る際に、このリストを記憶しておけばよい。端末５、６は、取得した伝搬路情報を用いて
、プリアンブル２の残り部分および後続するデータフィールドを復号し、ＭＡＣフレーム
を取得する。そして、復号したＭＡＣフレームのヘッダ内のＤｕｒａｔｉｏｎフィールド
に基づきＮＡＶを更新する。以上の動作により、端末５、６は、端末１～４からの基地局
宛の物理パケットを受信しても、これらのうちの１つを正常に復号することで、ＥＩＦＳ
起動の条件は成立しない。また、正常に復号したパケットに含まれるＭＡＣフレームのヘ
ッダに基づきＮＡＶを引き続き設定（この例ではアップリンク送信される物理パケットの
末尾まで）することで、他の端末の通信を妨げることもない。ＮＡＶの期間の経過後、非
対象端末５、６が媒体上のアクセス権の獲得のため、キャリアセンスを行う場合、通常通
り、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する。基地局１０１および端末１～４も同様
にアクセス権を獲得しようとする場合、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動する。よ
って、ＭＵ－ＭＩＭＯの非対象端末と、対象端末および基地局との間でのアクセス権の獲
得の機会の不公平は解消される。
【０１７４】
　なお、端末１～４からアップリンクマルチユーザ送信するパケットのヘッダは、レガシ
ーフィールド、プリアンブル１およびプリアンブル２を含んでいたが、ヘッダの構成はこ
れに限定されない。例えばレガシーフィールドおよびプリアンブル１を含むが、プリアン
ブル２を含まない構成も可能である。この場合、基地局は、例えば、直前に復号成功した
ダウンリンクマルチユーザ送信と同様の復号情報（ＭＣＳ等）を用いて、アップリンクマ
ルチユーザ送信されたパケットのデータフィールドを復号するようにしてもよい。基地局
は、直前のダウンリンクマルチユーザ送信からある固定時間、例えばＳＩＦＳ＋スロット
時間（ＳＩＦＳとスロット時間との合計時間）以内に受信を開始しかつ受信したパケット
がアップリンクマルチユーザ送信されたパケットであるとの条件が満たされる場合は、前
の復号情報を保持し、その条件が満たされない、もしくは、ＳＩＦＳ＋スロット時間を経
過した場合は、前の復号情報を消去するようにしてもよい。なお、データフィールドの復
号のために必要な復号情報が、レガシーフィールドまたはプリアンブル１またはこれらの
両方に含まれていても良い。ヘッダがプリアンブル２を含まない場合、端末１～４から受
信するデータフィールドの分離は、予め端末１～４ごとにサウンディングまたはその他の
方法で伝搬路情報を取得しておき、この伝搬路情報を用いて行ってもよい。
【０１７５】
　なお、端末１～４は、ＢＡフレームをアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信ではなく、それ
ぞれ順番にレガシーフォーマット（プリアンブル１、２を含まない）で通常に送信（オム
ニ送信）してもよい。これによれば、非対象端末（およびレガシー端末も）は、アップリ
ンク送信される物理パケットを正常に受信および復号して、ＮＡＶを設定するため、ＥＩ
ＦＳ時間の起動を防止できる。ただし、ＢＡフレームをアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信
する場合に比べて、ＢＡフレームをすべて受信するまで多くの時間を要し、効率が低下す
る。なお、各端末が順番にＢＡフレームを送信させるには、前の実施形態で述べたように
、各端末からＢＡフレームを含む物理パケットが、ＳＩＦＳ時間ずつずれて送信されるよ
うに制御することが望ましい。
【０１７６】
　なお、端末１～４は、ＢＡフレームをアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信ではなく、それ
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ぞれ順番にレガシーフォーマット（プリアンブル１、２を含まない）で通常に送信（オム
ニ送信）してもよい。これによれば、非対象端末（およびレガシー端末も）は、アップリ
ンク送信される物理パケットを正常に受信および復号して、ＮＡＶを設定するため、ＥＩ
ＦＳ時間の起動を防止できる。ただし、ＢＡフレームをアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信
する場合に比べて、ＢＡフレームをすべて受信するまで多くの時間を要し、効率が低下す
る。なお、各端末が順番にＢＡフレームを送信させるには、前の実施形態で述べたように
、各端末からＢＡフレームを含む物理パケットが、ＳＩＦＳ時間ずつずれて送信されるよ
うに制御することが望ましい。
【０１７７】
　図２２に、第４の実施形態に係る動作シーケンスの第２の例を示す。この動作シーケン
ス例は、第２の実施形態の図１２の動作シーケンス例に対応する。端末１～６がＭＵ－Ｍ
ＩＭＯ対応端末、これらのうち端末１～４がＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末、端末５、６がＭ
Ｕ－ＭＩＭＯの非対象端末とする。また、端末７、８はレガシー端末とする。
【０１７８】
　基地局１０１が、端末１～４宛のＭＡＣフレームを含む物理パケットを空間多重で送信
（ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信）する。端末１～４は、ＭＡＣフレームの受信完了か
らＳＩＦＳ時間後に、送達確認応答フレームを含む物理パケットを空間多重で送信（アッ
プリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信）する。端末５～８は、その存在する位置に応じて、端末１
～４へ送信された物理パケット、または端末１～４から基地局へ送信された物理パケット
のいずれかを受信し得る。いずれかの物理パケットを受信した場合、例えば端末５、６は
、プリアンブル１で自端末を特定する情報が含まれていないと判断して受信エラーを検知
する。端末７、８は、プリアンブル１を解釈できないなどフォーマットエラーなどの理由
で受信エラーを検知する。ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信の終了時、またはアップリン
クＭＵ－ＭＩＭＯ送信の終了時またはこれらの両方の後にアクセス権を獲得しようとする
場合は、ＥＩＦＳ時間を起動する（図２２の下の「ＥＩＦＳ起動１」、「ＥＩＦＳ起動２
」を参照）。
【０１７９】
　基地局１０１は、端末１～４からアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信されるＢＡフレーム
の受信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信（オムニ送信）する。Ｃ
Ｆ－Ｅｎｄフレームを含む物理パケットは、端末１～８によって正常に受信される。よっ
て、端末１～８は、ＣＦ－Ｅｎｄフレームの受信完了後から媒体へのアクセスが許容され
、アクセス権を獲得しようとする場合は、通常のＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動
する（図２２の下の「ＥＩＦＳ起動の解消」を参照）。
【０１８０】
　このように、ＣＦ－Ｅｎｄフレームによって、端末５～８におけるＥＩＦＳ時間の起動
は阻止される。よって、端末１～８および基地局のすべて間で、アクセス権を獲得する機
会の公平性を維持できる。なお、前述したようにＣＦ－Ｅｎｄフレームの代わりに、送達
確認応答の送信を要求しない他のフレームを送信してもよい。これは以下の説明でも同様
である。
【０１８１】
　図２３に、第４の実施形態に係る動作シーケンスの第３の例を示す。この動作シーケン
ス例は、第２の実施形態の図１３の動作シーケンス例に対応する。
【０１８２】
　端末１～４からアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信されるＭＡＣフレーム（ここではＢＡ
フレーム）長が異なっている。端末２、４が送信するＭＡＣフレーム長は、端末１、３よ
りも短くなっている。基地局１０１は、端末１～４から受信した物理パケットのパケット
長が最も大きい物理パケットの受信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを
送信する。ＰＨＹヘッダ長が固定の場合は、ＭＡＣフレームのフレーム長が最も大きいＭ
ＡＣフレームの受信完了からＳＩＦＳ時間後に、ＣＦ－Ｅｎｄフレームを送信してもよい
。
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【０１８３】
　第４の実施形態に係る動作シーケンスの第４の例として、各端末が送信する物理パケッ
ト長が等しくなるように、基地局がダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信する物理パケットで
、応答の際に適用するＭＣＳまたは伝送レートの情報を通知してもよい。これにより、基
地局は、端末毎に物理パケットうち最長の物理パケットを特定する必要はなくなる。なお
、前の実施形態で述べたように、各端末に応答の際に使用するＭＡＣまたは伝送レートの
情報を明示的に指定するのではなく、端末１～４がＢＡフレームの送信に適用する伝送レ
ートを暗に指定できる伝送レートで、各端末にＭＡＣフレームをダウンリンクＭＵ－ＭＩ
ＭＯ送信してもよい。
【０１８４】
　図２４に、第４の実施形態に係る動作シーケンスの第５の例を示す。この動作シーケン
ス例は、第３の実施形態における図１５の動作シーケンス例に対応する。
【０１８５】
　基地局１０１が、端末１～４宛のＭＡＣフレームを含む物理パケットを空間多重で送信
（ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信）する。ただし、端末１～４に送信するＭＡＣフレー
ム長は同じではない。基地局は、端末１～４に送信した物理パケットにおいて最も長いパ
ケット長の時刻からＳＩＦＳ時間後にＢＡＲ（Ｂｌｏｃｋ　Ａｃｋ　Ｒｅｑｕｅｓｔ）フ
レームを、送信（オムニ送信）する。ＢＡＲフレームはレガシーフォーマットである。Ｂ
ＡＲフレームのＲＡは、端末１～４が属するグループのマルチキャストアドレスである。
マルチキャストアドレスではなく、ブロードキャストアドレスを設定することも考えられ
る。ＢＡＲフレームは、端末１～４に正常に受信されるのみならず、端末５～８でも正常
に受信される。よって端末５～８は、ＢＡＲフレームを含む物理パケットを正常に受信す
ることで、ＥＩＦＳ時間の起動は解消される（図１５の「ＥＩＦＳ起動の解消１」参照）
。
【０１８６】
　端末１～４は、基地局から送信されるＢＡＲフレームを受信すると、ＳＩＦＳ時間経過
後に、それぞれＢＡフレームを含む物理パケットを空間多重で送信（アップリンクＭＵ－
ＭＩＭＯ送信）する。物理パケットの受信に端末５～８が失敗した場合、ここで再度、Ｅ
ＩＦＳ時間の起動が発生する（図２４の「ＥＩＦＳ起動２」）。ただし、この後、基地局
からＣＦ－Ｅｎｄフレームが送信され、これを正常に端末５～８が受信することで、ＥＩ
ＦＳ時間の起動は解消される。すなわち、この後、非対象端末、対象端末および基地局が
無線媒体へアクセスしようとするときは、通常通り、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＣ［ＡＣ］時間を
起動する。
【０１８７】
　なお図２４の動作シーケンス例では、基地局がダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信した物
理パケットの端末毎のパケット長は同じでなかったが、これらのパケット長が同じである
場合も同様に、ＢＡＲフレームの送信により、ＢＡフレームの送信タイミングを同期させ
ることが可能である。この場合のシーケンス例を、第４の実施形態に係る動作シーケンス
の第６の例として図２５に示す。このシーケンス例は、第３の実施形態における図１７の
動作シーケンス例に対応する。
【０１８８】
　図２６に、第４の実施形態に係る動作シーケンスの第７の例を示す。この動作シーケン
ス例は、第３の実施形態における図１８の動作シーケンス例に対応する。
【０１８９】
　本シーケンス例では、端末１～４が、基地局から受信したＢＡＲフレームに対して、Ｂ
ＡフレームをアップリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信するのではなく、それぞれＢＡフレームを
含む物理パケットを順番にＳＩＦＳ時間ずつずらして、基地局に送信（オムニ送信）する
。ＢＡフレームを含む物理パケットはレガシーフォーマットを有し（プリアンブル１、２
等を有さない）する。
【０１９０】
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　基地局は、ダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信完了から、ＳＩＦＳ時間後にＢＡＲフレー
ムを送信（オムニ送信）する。ＢＡＲフレームには、ＭＵ－ＭＩＭＯの対象端末にＢＡフ
レームを返信させるタイミングを特定するための情報と、ＢＡフレームの送信に適用する
ＭＣＳ（または伝送レート）とを特定するための情報とを含める。詳細は、前の実施形態
に述べた通りである。端末５～８が、ＢＡＲフレームを含む物理パケットを正常に受信す
ることにより（Ｄｕｒａｔｉｏｎフィールドの値に従ってＮＡＶを設定することになる）
、ＥＩＦＳ時間の起動問題は解消される。それ以降も、各端末から順番に送信されるＢＡ
フレームを含む物理パケットも正常に受信できるため、ＥＩＦＳ時間の起動原因となる事
象も起こらない。よって、最後にＢＡフレームを送信する端末４が当該ＢＡフレームを送
信した後、各端末および基地局が無線媒体にアクセスしようとするときはそれぞれ通常通
り、ＤＩＦＳ／ＡＩＦＳ［ＡＣ］時間を起動し、端末間の公平性は保持される。
【０１９１】
　端末１～４に指定する送信タイミングおよび伝送レートは、前の実施形態に述べたのと
同様にして、それぞれが送信する物理パケットの間隔がＳＩＦＳ間隔ずつ開くように設定
すればよい。基地局は、端末１～４に適用させる伝送レートを明示的に端末１～４に通知
するのではなく、端末１～４がＢＡフレームの送信に適用する伝送レートを暗に指定でき
る伝送レートで、ＢＡＲフレームを送信してもよい。詳細は前の実施形態で述べた。各端
末にＢＡフレームを応答させる順番は、図１８の例では、端末１、端末２、端末３および
端末４の順であったが、各端末に応答させる順序は、これに限定されない。
【０１９２】
　本実施形態では、基地局から複数の端末にダウンリンクマルチユーザＭＩＭＯ（Ｍｕｌ
ｔｉ－Ｕｓｅｒ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ，Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ：Ｍ
Ｕ－ＭＩＭＯ）送信する場合に、媒体上のアクセス権の獲得の機会を公平にする形態を示
したが、ＯＦＤＭＡと、ＭＵ－ＭＩＭＯとを組み合わせた通信方式（ＯＦＤＭＡ＆ＭＵ－
ＭＩＭＯと呼ぶ）に対しても、第１～第４の実施形態と同様の形態が実施可能である。こ
の通信方式では、複数のリソースブロックのそれぞれを、複数の端末に割り当て、複数の
リソースブロックで同時に、リソースブロック単位でのダウンリンクＭＵ－ＭＩＭＯ送信
を行うことになる。第４の実施形態と、第１～第３の実施形態のうちの任意の１つを組み
合わせることで、この通信方式に対しても媒体上のアクセス権の獲得の機会を公平にする
形態が実現できる。
【０１９３】
（第５の実施形態）
　図２７は、第５の実施形態に係る基地局（アクセスポイント）４００の機能ブロック図
である。このアクセスポイントは、通信処理部４０１と、送信部４０２と、受信部４０３
と、アンテナ４２Ａ、４２Ｂ、４２Ｃ、４２Ｄと、ネットワーク処理部４０４と、有線Ｉ
／Ｆ４０５と、メモリ４０６とを備えている。アクセスポイント４００は、有線Ｉ／Ｆ４
０５を介して、サーバ４０７と接続されている。通信処理部４０１は、第１の実施形態で
説明したＭＡＣ処理部１０およびＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０と同様な機能を有している。
送信部４０２および受信部４０３は、第１の実施形態で説明したＰＨＹ処理部５０および
アナログ処理部７０と同様な機能を有している。ネットワーク処理部４０４は、第１の実
施形態で説明した上位処理部９０と同様な機能を有している。ここで、通信処理部４０１
は、ネットワーク処理部４０４との間でデータを受け渡しするためのバッファを内部に保
有してもよい。このバッファは、ＤＲＡＭ等の揮発性メモリでもよいし、ＮＡＮＤ、ＭＲ
ＡＭ等の不揮発メモリでもよい。
【０１９４】
　ネットワーク処理部４０４は、通信処理部４０１とのデータ交換、メモリ４０６とのデ
ータ書き込み・読み出し、および、有線Ｉ／Ｆ４０５を介したサーバ４０７との通信を制
御する。ネットワーク処理部４０４は、ＴＣＰ／ＩＰやＵＤＰ／ＩＰなど、ＭＡＣ層の上
位の通信処理やアプリケーション層の処理を行ってもよい。ネットワーク処理部の動作は
、ＣＰＵ等のプロセッサによるソフトウェア（プログラム）の処理によって行われてもよ
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いし、ハードウェアによって行われてもよいし、ソフトウェアとハードウェアの両方によ
って行われてもよい。
【０１９５】
　一例として、通信処理部４０１は、ベースバンド集積回路に対応し、送信部４０２と受
信部４０３は、フレームを送受信するＲＦ集積回路に対応する。通信処理部４０１とネッ
トワーク処理部４０４とが１つの集積回路（１チップ）で構成されてもよい。送信部４０
２および受信部４０３のデジタル領域の処理を行う部分とアナログ領域の処理を行う部分
とが異なるチップで構成されてもよい。また、通信処理部４０１が、ＴＣＰ／ＩＰやＵＤ
Ｐ／ＩＰなど、ＭＡＣ層の上位の通信処理を実行するようにしてもよい。また、アンテナ
の個数はここでは４つであるが、少なくとも１つのアンテナを備えていればよい。
【０１９６】
　メモリ４０６は、サーバ４０７から受信したデータや、受信部４０２で受信したデータ
の保存等を行う。メモリ４０６は、例えば、ＤＲＡＭ等の揮発性メモリでもよいし、ＮＡ
ＮＤ、ＭＲＡＭ等の不揮発メモリでもよい。また、ＳＳＤやＨＤＤ、ＳＤカード、ｅＭＭ
Ｃ等であってもよい。メモリ４０６が、基地局４００の外部にあってもよい。
【０１９７】
　有線Ｉ／Ｆ４０５は、サーバ４０７とのデータの送受信を行う。本実施形態では、サー
バ４０７との通信を有線で行っているが、サーバ４０７との通信を無線で実行するように
してもよい。
【０１９８】
　サーバ４０７は、データの送信を要求するデータ転送要求を受けて、要求されたデータ
を含む応答を返す通信装置であり、例えばＨＴＴＰサーバ（Ｗｅｂサーバ）、ＦＴＰサー
バ等が想定される。ただし、要求されたデータを返す機能を備えている限り、これに限定
されるものではない。ＰＣやスマートフォン等のユーザが操作する通信装置でもよい。ま
た、基地局４００と無線で通信してもよい。
【０１９９】
　基地局４００のＢＳＳに属するＳＴＡが、サーバ４０７に対するデータの転送要求を発
行した場合、このデータ転送要求に関するパケットが、基地局４００に送信される。基地
局４００は、アンテナ４２Ａ～４２Ｄを介してこのパケットを受信し、受信部４０３で物
理層の処理等を、通信処理部４０１でＭＡＣ層の処理等を実行する。
【０２００】
　ネットワーク処理部４０４は、通信処理部４０１から受信したパケットの解析を行う。
具体的には、宛先ＩＰアドレス、宛先ポート番号等を確認する。パケットのデータがＨＴ
ＴＰ　ＧＥＴリクエストのようなデータ転送要求である場合、ネットワーク処理部４０４
は、このデータ転送要求で要求されたデータ（例えば、ＨＴＴＰ　ＧＥＴリクエストで要
求されたＵＲＬに存在するデータ）が、メモリ４０６にキャッシュ（記憶）されているか
を確認する。メモリ４０６には、ＵＲＬ（またはその縮小表現、例えばハッシュ値や、代
替となる識別子）とデータとを対応づけたテーブルが格納されている。ここで、データが
メモリ４０６にキャッシュされていることを、メモリ４０６にキャッシュデータが存在す
ると表現する。
【０２０１】
　メモリ４０６にキャッシュデータが存在しない場合、ネットワーク処理部４０４は、有
線Ｉ／Ｆを４０５介して、サーバ４０７に対してデータ転送要求を送信する。つまり、ネ
ットワーク処理部４０４は、ＳＴＡの代理として、サーバ４０７へデータ転送要求を送信
する。具体的には、ネットワーク処理部４０４は、ＨＴＴＰリクエストを生成し、ＴＣＰ
／ＩＰヘッダの付加などのプロトコル処理を行い、パケットを有線Ｉ／Ｆ４０５へ渡す。
有線Ｉ／Ｆ４０５は、受け取ったパケットをサーバ４０７へ送信する。
【０２０２】
　有線Ｉ／Ｆ４０５は、データ転送要求に対する応答であるパケットをサーバ４０７から
受信する。ネットワーク処理部４０４は、有線Ｉ／Ｆ４０５を介して受信したパケットの
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ＩＰヘッダから、ＳＴＡ宛のパケットであることを把握し、通信処理部４０１へパケット
を渡す。通信処理部４０１はこのパケットに対するＭＡＣ層の処理等を、送信部４０２は
物理層の処理等を実行し、ＳＴＡ宛のパケットをアンテナ４２Ａ～４２Ｄから送信する。
ここで、ネットワーク処理部４０４は、サーバ４０７から受信したデータを、ＵＲＬ（ま
たはその縮小表現）と対応づけて、メモリ４０６にキャッシュデータとして保存する。
【０２０３】
　メモリ４０６にキャッシュデータが存在する場合、ネットワーク処理部４０４は、デー
タ転送要求で要求されたデータをメモリ４０６から読み出して、このデータを通信処理部
４０１へ送信する。具体的には、メモリ４０６から読み出したデータにＨＴＴＰヘッダ等
を付加して、ＴＣＰ／ＩＰヘッダの付加等のプロトコル処理を行い、通信処理部４０１へ
パケットを送信する。このとき、一例として、パケットの送信元ＩＰアドレスは、サーバ
と同じＩＰアドレスに設定し、送信元ポート番号もサーバと同じポート番号（通信端末が
送信するパケットの宛先ポート番号）に設定する。したがって、ＳＴＡから見れば、あた
かもサーバ４０７と通信をしているかのように見える。通信処理部４０１はこのパケット
に対するＭＡＣ層の処理等を、送信部４０２は物理層の処理等を実行し、ＳＴＡ宛のパケ
ットをアンテナ４２Ａ～４２Ｄから送信する。
【０２０４】
　このような動作により、頻繁にアクセスされるデータは、メモリ４０６に保存されたキ
ャッシュデータに基づいて応答することになり、サーバ４０７と基地局４００間のトラフ
ィックを削減できる。なお、ネットワーク処理部４０４の動作は、本実施形態の動作に限
定されるものではない。ＳＴＡの代わりにサーバ４０７からデータを取得して、メモリ４
０６にデータをキャッシュし、同一のデータに対するデータ転送要求に対しては、メモリ
４０６のキャッシュデータから応答するような一般的なキャッシュプロキシであれば、別
の動作でも問題はない。
【０２０５】
　本実施形態の基地局（アクセスポイント）を、第１～第４の実施形態の基地局として適
用することが可能である。例えば、基地局は、端末１～４を含む複数の端末からデータ転
送要求を事前に受信しており、データ転送要求で要求されたデータがキャッシュされてい
る端末（ここでは端末１～４）を特定する。基地局は、これらのデータをメモリ４０６か
ら読み出し、読み出したデータを含むデータフレームをそれぞれ生成し、物理ヘッダ（レ
ガシーフィールド、プリアンブル１、プリアンブル２）を付加して、ＯＦＤＭＡで端末１
～４宛にダウンリンク送信する。メモリ４０６にデータがキャッシュされていない端末に
対しては、サーバ４０７からデータ転送要求で要求されたデータを取得し、メモリ４０７
にキャッシュする動作を行う。この動作は、上記端末１～４側の無線ネットワークの通信
と独立して行ってもよい。ここでは、端末１～４に送信するデータは、サーバ４０７から
取得したデータであることを前提としたが、これに限定される必要はない。メモリ４０６
に記憶されているデータを送信する限り、どのような方法で取得されたデータであっても
よい。例えばサーバ４０７以外の外部装置から受信したデータでもよい。また、メモリ４
０６にキャッシュされているデータを送信するのではなく、当該キャッシュされているデ
ータに基づく情報をデータフレームまたは管理フレーム等を介して端末に送信することも
可能である。例えば当該キャッシュされているデータのデータ量またはデータ種別などの
情報でもよい。この情報を送信する場合、当該情報の送信要求を端末から取得し、この要
求に応じて当該情報を送信してもよいし、基地局がそのような要求を受けることなく、当
該情報を送信してもよい。
【０２０６】
　また、基地局は、メモリ４０６にキャッシュされている端末１～４への送信用のデータ
量に応じて、ＮＡＶの長さを変えてもよい。端末１～４にこれらのデータをＯＦＤＭＡ送
信する場合、データ量が多いほど、ＮＡＶを長くしてもよい。例えば最も大きいデータ量
に応じて、ＮＡＶの値を決定してもよい。図８の例において、端末１～４宛のそれぞれへ
のデータ量が多い場合、ダウンリンクのデータフレームのＯＦＤＭＡ送信と、アップリン
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クのＢＡフレームのＯＦＤＭＡ送信とを複数回繰り返し行うことが考えられる。このとき
、最初にダウンリンクＯＦＤＭＡ送信するデータフレームの末尾（図８では端末１～４の
データフレームの末尾は一致するものとする（パディングデータを付加する場合も含む）
）から、一連のフレーム交換の最後にアップリンク送信するＢＡフレームの末尾（図８で
は端末１～４が送信するＢＡフレームの末尾は一致する）までの時間の長さに応じて、Ｎ
ＡＶを設定してもよい。ただし、ＴＸＯＰリミットが存在する場合、ＴＸＯＰリミット以
内でＮＡＶの値を設定するものとする。最も単純なケースでは、ＴＸＯＰリミットは０（
１フレームだけ送信可能）であり、この場合、最初に送信されるＢＡフレームの末尾まで
ＮＡＶの値を設定する。ＴＸＯＰリミットが０でない場合は、データの種別（ＡＣまたは
ＴＩＤ）等に応じたリミット値以内でＮＡＶの値を設定すればよい。なお、ＮＡＶの値は
、ＭＡＣフレームのヘッダのＤｕｒａｔｉｏｎフィールドに設定する以外に、物理ヘッダ
のプリアンブル１またはプリアンブル２またはこれらの両方に設定する構成もあり得る。
【０２０７】
　なお、本実施形態では、キャッシュ機能を備えた基地局について説明を行ったが、図２
７と同じブロック構成で、キャッシュ機能を備えた端末（ＳＴＡ）を実現することもでき
る。この場合、有線Ｉ／Ｆ４０５を省略してもよい。本実施形態の端末を、第１～第４の
実施形態の端末として適用可能である。例えば、端末５、６（図８等参照）は、無線媒体
へのアクセスが抑制されていないときに（図８のNAVが解除された後など）、メモリ４０
６にキャッシュされているデータを読み出し、読み出したデータを含むデータフレーム（
より詳細には物理ヘッダを付加した物理パケット）を、基地局に送信する。当該データは
サーバ４０７から取得したデータであっても、別の方法で取得したデータであってもよい
。また、送達確認応答フレーム（ＢＡフレーム、ＡＣＫフレーム等）の生成に必要なデー
タをメモリ４０６から読み出して、当該データに基づき送達確認応答フレームを生成して
もよい。また、メモリ４０６にキャッシュされているデータを送信するのではなく、当該
キャッシュされているデータに基づく情報をデータフレームまたは管理フレーム等を介し
て基地局に送信することも可能である。例えば当該キャッシュされているデータのデータ
量またはデータ種別などの情報でもよい。この情報を送信する場合、当該情報の送信要求
を基地局から取得し、この要求に応じて当該情報を送信してもよいし、そのような要求を
受けることなく、当該情報を送信してもよい。基地局では、アップリンクのマルチユーザ
通信（ＭＵ－ＭＵＭＯまたはＯＦＤＭＡなど）を行う場合は、この情報を利用して、アッ
プリンクの対象端末を決定してもよい。または、基地局は、この情報を利用して、ダウン
リンクのマルチユーザ通信の対象となる端末を決定してもよい。例えばデータ量を一定値
以上有する端末、またはバッファサイズに対してデータ量が一定割合以上の端末は、バッ
ファの空きが少ないと判断して、ダウンリンクの対象端末として選択しないことも考えら
れる。なお、マルチホップネットワークの場合、端末は、非基地局としての端末の役割と
、基地局としての役割との両方を備える。端末が基地局として動作する場合は、前述した
基地局の動作を行えばよい。
【０２０８】
（第６の実施形態）
　図２８は、端末または基地局の全体構成例を示したものである。この構成例は一例であ
り、本実施形態はこれに限定されるものではない。端末または基地局は、１つまたは複数
のアンテナ１～ｎ（ｎは１以上の整数）と、無線ＬＡＮモジュール１４８と、ホストシス
テム１４９を備える。無線ＬＡＮモジュール１４８は、第１の実施形態に係る無線通信装
置に対応する。無線ＬＡＮモジュール１４８は、ホスト・インターフェースを備え、ホス
ト・インターフェースで、ホストシステム１４９と接続される。接続ケーブルを介してホ
ストシステム１４９と接続される他、ホストシステム１４９と直接接続されてもよい。ま
た、無線ＬＡＮモジュール１４８が基板にはんだ等で実装され、基板の配線を介してホス
トシステム１４９と接続される構成も可能である。ホストシステム１４９は、任意の通信
プロトコルに従って、無線ＬＡＮモジュール１４８およびアンテナ１～ｎを用いて、外部
の装置と通信を行う。通信プロトコルは、ＴＣＰ／ＩＰと、それより上位の層のプロトコ
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ルと、を含んでもよい。または、ＴＣＰ／ＩＰは無線ＬＡＮモジュール１４８に搭載し、
ホストシステム１４９は、それより上位層のプロトコルのみを実行してもよい。この場合
、ホストシステム１４９の構成を簡単化できる。本端末は、例えば、移動体端末、ＴＶ、
デジタルカメラ、ウェアラブルデバイス、タブレット、スマートフォン、ゲーム装置、ネ
ットワークストレージ装置、モニタ、デジタルオーディオプレーヤ、Ｗｅｂカメラ、ビデ
オカメラ、プロジェクト、ナビゲーションシステム、外部アダプタ、内部アダプタ、セッ
トトップボックス、ゲートウェイ、プリンタサーバ、モバイルアクセスポイント、ルータ
、エンタープライズ／サービスプロバイダアクセスポイント、ポータブル装置、ハンドヘ
ルド装置等でもよい。　
【０２０９】
　図２９は、無線ＬＡＮモジュールのハードウェア構成例を示す。この構成は、無線通信
装置が非基地局の端末および基地局のいずれに搭載される場合にも適用可能である。つま
り、図１に示した無線通信装置の具体的な構成の一例として適用できる。この構成例では
、少なくとも１本のアンテナ２４７を備える。複数のアンテナを備える場合、各アンテナ
に対応して、送信系統（２１６、２２２～２２５）、受信系統（２３２～２３５）、ＰＬ
Ｌ２４２、水晶発振器（基準信号源）２４３およびスイッチ２４５のセットが複数配置さ
れ、各セットがそれぞれ制御回路２１２に接続されてもよい。ＰＬＬ２４２または水晶発
振器２４３またはこれらの両方は、本実施形態に係る発振器に対応する。
【０２１０】
　無線ＬＡＮモジュール（無線通信装置）は、ベースバンドＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ
　Ｃｉｒｃｕｉｔ）２１１と、ＲＦ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）ＩＣ２２１と、
バラン２２５と、スイッチ２４５と、アンテナ２４７とを備える。
【０２１１】
ベースバンドＩＣ２１１は、ベースバンド回路（制御回路）２１２、メモリ２１３、ホス
ト・インターフェース２１４、ＣＰＵ２１５、ＤＡＣ（Ｄｉｇｉｔａｌ　ｔｏ　Ａｎａｌ
ｏｇ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）２１６、およびＡＤＣ（Ａｎａｌｏｇ　ｔｏ　Ｄｉｇｉｔａ
ｌ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）２１７を備える。
【０２１２】
ベースバンドＩＣ２１１とＲＦ　ＩＣ２２１は同じ基板上に形成されてもよい。また、ベ
ースバンドＩＣ２１１とＲＦ　ＩＣ２２１は１チップで構成されてもよい。ＤＡＣ２１６
およびＡＤＣ２１７の両方またはいずれか一方が、ＲＦ　ＩＣ２２１に配置されてもよい
し、別のＩＣに配置されてもよい。またメモリ２１３およびＣＰＵ２１５の両方またはい
ずれか一方が、ベースバンドＩＣとは別のＩＣに配置されてもよい。
【０２１３】
　メモリ２１３は、ホストシステムとの間で受け渡しするデータを格納する。またメモリ
２１３は、端末または基地局に通知する情報、または端末または基地局から通知された情
報、またはこれらの両方を格納する。また、メモリ２１３は、ＣＰＵ２１５の実行に必要
なプログラムを記憶し、ＣＰＵ２１５がプログラムを実行する際の作業領域として利用さ
れてもよい。メモリ２１３はＳＲＡＭ、ＤＲＡＭ等の揮発性メモリでもよいし、ＮＡＮＤ
、ＭＲＡＭ等の不揮発メモリでもよい。
【０２１４】
　ホスト・インターフェース２１４は、ホストシステムと接続するためのインターフェー
スである。インターフェースは、ＵＡＲＴ、ＳＰＩ、ＳＤＩＯ、ＵＳＢ、ＰＣＩ　Ｅｘｐ
ｒｅｓｓなど何でも良い。
【０２１５】
　ＣＰＵ２１５は、プログラムを実行することによりベースバンド回路２１２を制御する
プロセッサである。ベースバンド回路２１２は、主にＭＡＣ層の処理および物理層の処理
を行う。ベースバンド回路２１２、ＣＰＵ２１５またはこれらの両方は、通信を制御する
通信制御装置、または通信を制御する制御部に対応する。
【０２１６】
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　ベースバンド回路２１２およびＣＰＵ２１５の少なくとも一方は、クロックを生成する
クロック生成部を含み、当該クロック生成部で生成するクロックにより、内部時間を管理
してもよい。
【０２１７】
　ベースバンド回路２１２は、送信するフレームに、物理層の処理として、物理ヘッダの
付加、符号化、暗号化、変調処理など行い、例えば２種類のデジタルベースバンド信号（
以下、デジタルＩ信号とデジタルＱ信号）を生成する。
【０２１８】
　ＤＡＣ２１６は、ベースバンド回路２１２から入力される信号をＤＡ変換する。より詳
細には、ＤＡＣ２１６はデジタルＩ信号をアナログのＩ信号に変換し、デジタルＱ信号を
アナログのＱ信号に変換する。なお、直交変調せずに一系統の信号のままで送信する場合
もありうる。複数のアンテナを備え、一系統または複数系統の送信信号をアンテナの数だ
け振り分けて送信する場合には、アンテナの数に応じた数のＤＡＣ等を設けてもよい。
【０２１９】
　ＲＦ　ＩＣ２２１は、一例としてＲＦアナログＩＣあるいは高周波ＩＣ、あるいはこれ
らの両方である。ＲＦ　ＩＣ２２１は、フィルタ２２２、ミキサ２２３、プリアンプ（Ｐ
Ａ）２２４、ＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ　Ｌｏｃｋｅｄ　Ｌｏｏｐ：位相同期回路）２４２、低
雑音増幅器（ＬＮＡ）、バラン２３５、ミキサ２３３、およびフィルタ２３２を備える。
これらの要素のいくつかが、ベースバンドＩＣ２１１または別のＩＣ上に配置されてもよ
い。フィルタ２２２、２３２は、帯域通過フィルタでも、低域通過フィルタでもよい。Ｒ
Ｆ　ＩＣ２２１は、スイッチ２４５を介して、アンテナ２４７に結合されている。
【０２２０】
　フィルタ２２２は、ＤＡＣ２１６から入力されるアナログＩ信号およびアナログＱ信号
のそれぞれから所望帯域の信号を抽出する。ＰＬＬ２４２は、水晶発振器２４３から入力
される発振信号を用い、発振信号を分周または逓倍またはこれらの両方を行うことで、入
力信号の位相に同期した、一定周波数の信号を生成する。なお、ＰＬＬ２４２は、ＶＣＯ
（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）を備え、水晶発振器
２４３から入力される発振信号に基づき、ＶＣＯを利用してフィードバック制御を行うこ
とで、当該一定周波数の信号を得る。生成した一定周波数の信号は、ミキサ２２３および
ミキサ２３３に入力される。ＰＬＬ２４２は、一定周波数の信号を生成する発振器の一例
に相当する。
【０２２１】
　ミキサ２２３は、フィルタ２２２を通過したアナログＩ信号およびアナログＱ信号を、
ＰＬＬ２４２から供給される一定周波数の信号を利用して、無線周波数にアップコンバー
トする。プリアンプ（ＰＡ）は、ミキサ２２３で生成された無線周波数のアナログＩ信号
およびアナログＱ信号を、所望の出力電力まで増幅する。バラン２２５は、平衡信号（差
動信号）を不平衡信号（シングルエンド信号）に変換するための変換器である。ＲＦ　Ｉ
Ｃ２２１では平衡信号が扱われるが、ＲＦ　ＩＣ２２１の出力からアンテナ２４７までは
不平衡信号が扱われるため、バラン２２５で、これらの信号変換を行う。
【０２２２】
　スイッチ２４５は、送信時は、送信側のバラン２２５に接続され、受信時は、受信側の
バラン２３４またはＲＦ　ＩＣ２２１に接続される。スイッチ２４５の制御はベースバン
ドＩＣ２１１またはＲＦ　ＩＣ２２１により行われてもよいし、スイッチ２４５を制御す
る別の回路が存在し、当該回路からスイッチ２４５の制御を行ってもよい。
【０２２３】
　プリアンプ２２４で増幅された無線周波数のアナログＩ信号およびアナログＱ信号は、
バラン２２５で平衡－不平衡変換された後、アンテナ２４７から空間に電波として放射さ
れる。
【０２２４】
　アンテナ２４７は、チップアンテナでもよいし、プリント基板上に配線により形成した
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アンテナでもよいし、線状の導体素子を利用して形成したアンテナでもよい。
【０２２５】
　ＲＦ　ＩＣ２２１におけるＬＮＡ２３４は、アンテナ２４７からスイッチ２４５を介し
て受信した信号を、雑音を低く抑えたまま、復調可能なレベルまで増幅する。バラン２３
５は、低雑音増幅器（ＬＮＡ）２３４で増幅された信号を、不平衡－平衡変換する。ミキ
サ２３３は、バラン２３５で平衡信号に変換された受信信号を、ＰＬＬ２４２から入力さ
れる一定周波数の信号を用いてベースバンドにダウンコンバートする。より詳細には、ミ
キサ２３３は、ＰＬＬ２４２から入力される一定周波数の信号に基づき、互いに９０°位
相のずれた搬送波を生成する手段を有し、バラン２３５で変換された受信信号を、互いに
９０°位相のずれた搬送波により直交復調して、受信信号と同位相のＩ（Ｉｎ－ｐｈａｓ
ｅ）信号と、これより９０°位相が遅れたＱ（Ｑｕａｄ－ｐｈａｓｅ）信号とを生成する
。フィルタ２３２は、これらＩ信号とＱ信号から所望周波数成分の信号を抽出する。フィ
ルタ２３２で抽出されたＩ信号およびＱ信号は、ゲインが調整された後に、ＲＦ　ＩＣ２
２１から出力される。
【０２２６】
　ベースバンドＩＣ２１１におけるＡＤＣ２１７は、ＲＦ　ＩＣ２２１からの入力信号を
ＡＤ変換する。より詳細には、ＡＤＣ２１７はＩ信号をデジタルＩ信号に変換し、Ｑ信号
をデジタルＱ信号に変換する。なお、直交復調せずに一系統の信号だけを受信する場合も
あり得る。
【０２２７】
　複数のアンテナが設けられる場合には、アンテナの数に応じた数のＡＤＣを設けてもよ
い。ベースバンド回路２１２は、デジタルＩ信号およびデジタルＱ信号に基づき、復調処
理、誤り訂正符号処理、物理ヘッダの処理など、物理層の処理等を行い、フレームを得る
。ベースバンド回路２１２は、フレームに対してＭＡＣ層の処理を行う。なお、ベースバ
ンド回路２１２は、ＴＣＰ／ＩＰを実装している場合は、ＴＣＰ／ＩＰの処理を行う構成
も可能である。
【０２２８】
（第７の実施形態）
　図３０（Ａ）及び図３０（Ｂ）は、それぞれ第７の実施形態に係る無線通信端末の斜視
図である。図３０（Ａ）の無線通信端末はノートＰＣ３０１であり、図３０（Ｂ）の無線
通信端末は移動体端末３２１である。それぞれ、端末（基地局を含む）の一形態に対応す
る。ノートＰＣ３０１及び移動体端末３２１は、それぞれ無線通信装置３０５、３１５を
搭載している。無線通信装置３０５、３１５として、これまで説明してきた端末（基地局
を含む）に搭載されていた無線通信装置を用いることができる。無線通信装置を搭載する
無線通信端末は、ノートＰＣや移動体端末に限定されない。例えば、ＴＶ、デジタルカメ
ラ、ウェアラブルデバイス、タブレット、スマートフォン、ゲーム装置、ネットワークス
トレージ装置、モニタ、デジタルオーディオプレーヤ、Ｗｅｂカメラ、ビデオカメラ、プ
ロジェクト、ナビゲーションシステム、外部アダプタ、内部アダプタ、セットトップボッ
クス、ゲートウェイ、プリンタサーバ、モバイルアクセスポイント、ルータ、エンタープ
ライズ／サービスプロバイダアクセスポイント、ポータブル装置、ハンドヘルド装置等に
も搭載可能である。
【０２２９】
　また、端末（基地局を含む）に搭載されていた無線通信装置は、メモリーカードにも搭
載可能である。当該無線通信装置をメモリーカードに搭載した例を図３１に示す。メモリ
ーカード３３１は、無線通信装置３５５と、メモリーカード本体３３２とを含む。メモリ
ーカード３３１は、外部の装置（無線通信端末または基地局、またはこれらの両方等）と
の無線通信のために無線通信装置３３５を利用する。なお、図３１では、メモリーカード
３３１内の他の要素（例えばメモリ等）の記載は省略している。
【０２３０】
（第８の実施形態）　
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　第８の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、バス、プ
ロセッサ部、及び外部インタフェース部を備える。プロセッサ部及び外部インタフェース
部は、バスを介してバッファと接続される。プロセッサ部ではファームウエアが動作する
。このように、ファームウエアを無線通信装置に含める構成とすることにより、ファーム
ウエアの書き換えによって無線通信装置の機能の変更を容易に行うことが可能となる。フ
ァームウエアが動作するプロセッサ部は、本実施形態に係る通信処理装置または制御部の
処理を行うプロセッサであってもよいし、当該処理の機能拡張または変更に係る処理を行
う別のプロセッサであってもよい。ファームウエアが動作するプロセッサ部を、本実施形
態に係る基地局あるいは無線通信ン端末あるいはこれらの両方が備えてもよい。または当
該プロセッサ部を、基地局に搭載される無線通信装置内の集積回路、または無線通信端末
に搭載される無線通信装置内の集積回路が備えてもよい。
【０２３１】
（第９の実施形態）　
　第９の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、クロック
生成部を備える。クロック生成部は、クロックを生成して出力端子より無線通信装置の外
部にクロックを出力する。このように、無線通信装置内部で生成されたクロックを外部に
出力し、外部に出力されたクロックによってホスト側を動作させることにより、ホスト側
と無線通信装置側とを同期させて動作させることが可能となる。
【０２３２】
（第１０の実施形態）　
　第１０の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、電源部
、電源制御部、及び無線電力給電部を含む。電源制御部は、電源部と無線電力給電部とに
接続され、無線通信装置に供給する電源を選択する制御を行う。このように、電源を無線
通信装置に備える構成とすることにより、電源を制御した低消費電力化動作が可能となる
。
【０２３３】
（第１１の実施形態）　
　第１１の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、ＳＩＭ
カードを含む。ＳＩＭカードは、例えば、無線通信装置におけるＭＡＣ処理部１０、ＭＡ
Ｃ／ＰＨＹ管理部６０、または、制御部１１２と接続される。このように、ＳＩＭカード
を無線通信装置に備える構成とすることにより、容易に認証処理を行うことが可能となる
。
【０２３４】
（第１２の実施形態）　
　第１２の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、動画像
圧縮／伸長部を含む。動画像圧縮／伸長部は、バスと接続される。このように、動画像圧
縮／伸長部を無線通信装置に備える構成とすることにより、圧縮した動画像の伝送と受信
した圧縮動画像の伸長とを容易に行うことが可能となる。
【０２３５】
（第１３の実施形態）　
　第１３の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、ＬＥＤ
部を含む。ＬＥＤ部は、例えば、ＭＡＣ処理部１０、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部６０、送信処
理回路１１３、受信処理回路１１４、制御部１１２の少なくとも１つと接続される。この
ように、ＬＥＤ部を無線通信装置に備える構成とすることにより、無線通信装置の動作状
態を、ユーザに容易に通知することが可能となる。
【０２３６】
（第１４の実施形態）　
　第１４の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置の構成に加えて、バイブ
レータ部を含む。バイブレータ部は、例えば、ＭＡＣ処理部１０、ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部
６０、送信処理回路１１３、受信処理回路１１４、制御部１１２の少なくとも１つと接続
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される。このように、バイブレータ部を無線通信装置に備える構成とすることにより、無
線通信装置の動作状態を、ユーザに容易に通知することが可能となる。
【０２３７】
（第１５の実施形態）
　第１５の実施形態では、上述した実施形態に係る無線通信装置（基地局の無線通信装置
または無線通信端末の無線通信装置、またはこれらの両方）の構成に加えて、ディスプレ
イを含む。ディスプレイは、図示しないバスを介して、無線通信装置のＭＡＣ処理部に接
続されてもよい。このようにディスプレイを備える構成とし、無線通信装置の動作状態を
ディスプレイに表示することで、無線通信装置の動作状態をユーザに容易に通知すること
が可能となる。
【０２３８】
（第１６の実施形態）　
　本実施形態では、［１］無線通信システムにおけるフレーム種別、［２］無線通信装置
間の接続切断の手法、［３］無線ＬＡＮシステムのアクセス方式、［４］無線ＬＡＮのフ
レーム間隔について説明する。
　［１］通信システムにおけるフレーム種別
　一般的に無線通信システムにおける無線アクセスプロトコル上で扱うフレームは、前述
したように、大別してデータ（ｄａｔａ）フレーム、管理（ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）フレ
ーム、制御（ｃｏｎｔｒｏｌ）フレームの３種類に分けられる。これらの種別は、通常、
フレーム間で共通に設けられるヘッダ部で示される。フレーム種別の表示方法としては、
１つのフィールドで３種類を区別できるようにしてあってもよいし、２つのフィールドの
組み合わせで区別できるようにしてあってもよい。ＩＥＥＥ８０２．１１規格では、フレ
ーム種別の識別は、ＭＡＣフレームのフレームヘッダ部にあるＦｒａｍｅ　Ｃｏｎｔｒｏ
ｌフィールドの中のＴｙｐｅ、Ｓｕｂｔｙｐｅという２つのフィールドで行う。データフ
レームか、管理フレームか、制御フレームかの大別はＴｙｐｅフィールドで行われ、大別
されたフレームの中での細かい種別、例えば管理フレームの中のＢｅａｃｏｎフレームと
いった識別はＳｕｂｔｙｐｅフィールドで行われる。
【０２３９】
　管理フレームは、他の無線通信装置との間の物理的な通信リンクの管理に用いるフレー
ムである。例えば、他の無線通信装置との間の通信設定を行うために用いられるフレーム
や通信リンクをリリースする（つまり接続を切断する）ためのフレーム、無線通信装置で
のパワーセーブ動作に係るフレームがある。
【０２４０】
　データフレームは、他の無線通信装置と物理的な通信リンクが確立した上で、無線通信
装置の内部で生成されたデータを他の無線通信装置に送信するフレームである。データは
本実施形態の上位層で生成され、例えばユーザの操作によって生成される。
【０２４１】
　制御フレームは、データフレームを他の無線通信装置との間で送受（交換）する際の制
御に用いられるフレームである。無線通信装置がデータフレームや管理フレームを受信し
た場合にその送達確認のために送信される応答フレームは、制御フレームに属する。応答
フレームは、例えばＡＣＫフレームやＢｌｏｃｋＡＣＫフレームである。またＲＴＳフレ
ームやＣＴＳフレームも制御フレームである。
【０２４２】
　これら３種類のフレームは、物理層で必要に応じた処理を経て物理パケットとしてアン
テナを経由して送出される。なお、ＩＥＥＥ８０２．１１規格（前述のＩＥＥＥ　Ｓｔｄ
　８０２．１１ａｃ－２０１３などの拡張規格を含む）では接続確立の手順の１つとして
アソシエーション（ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）プロセスがあるが、その中で使われるＡｓ
ｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ＲｅｑｕｅｓｔフレームとＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｓｐｏｎ
ｓｅフレームが管理フレームであり、Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｑｕｅｓｔフレーム
やＡｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅフレームはユニキャストの管理フレームで
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あることから、受信側無線通信端末に応答フレームであるＡＣＫフレームの送信を要求し
、このＡＣＫフレームは上述のように制御フレームである。
【０２４３】
　［２］無線通信装置間の接続切断の手法
　接続の切断（リリース）には、明示的な手法と暗示的な手法とがある。明示的な手法と
しては、接続を確立している無線通信装置間のいずれか一方が切断のためのフレームを送
信する。ＩＥＥＥ８０２．１１規格ではＤｅａｕｔｈｅｎｔｉｃａｔｉｏｎフレームがこ
れに当たり、管理フレームに分類される。通常、接続を切断するフレームを送信する側の
無線通信装置では当該フレームを送信した時点で、接続を切断するフレームを受信する側
の無線通信装置では当該フレームを受信した時点で、接続の切断と判定する。その後、非
基地局の無線通信端末であれば通信フェーズでの初期状態、例えば接続するＢＳＳ探索す
る状態に戻る。無線通信基地局がある無線通信端末との間の接続を切断した場合には、例
えば無線通信基地局が自ＢＳＳに加入する無線通信端末を管理する接続管理テーブルを持
っているならば当該接続管理テーブルから当該無線通信端末に係る情報を削除する。例え
ば、無線通信基地局が自ＢＳＳに加入する各無線通信端末に接続をアソシエーションプロ
セスで許可した段階で、ＡＩＤを割り当てる場合には、当該接続を切断した無線通信端末
のＡＩＤに関連づけられた保持情報を削除し、当該ＡＩＤに関してはリリースして他の新
規加入する無線通信端末に割り当てられるようにしてもよい。
【０２４４】
　一方、暗示的な手法としては、接続を確立した接続相手の無線通信装置から一定期間フ
レーム送信（データフレーム及び管理フレームの送信、あるいは自装置が送信したフレー
ムへの応答フレームの送信）を検知しなかった場合に、接続状態の切断の判定を行う。こ
のような手法があるのは、上述のように接続の切断を判定するような状況では、接続先の
無線通信装置と通信距離が離れて無線信号が受信不可あるいは復号不可になるなど物理的
な無線リンクが確保できない状態が考えられるからである。すなわち、接続を切断するフ
レームの受信を期待できないからである。
【０２４５】
　暗示的な方法で接続の切断を判定する具体例としては、タイマを使用する。例えば、送
達確認応答フレームを要求するデータフレームを送信する際、当該フレームの再送期間を
制限する第１のタイマ（例えばデータフレーム用の再送タイマ）を起動し、第１のタイマ
が切れるまで（つまり所望の再送期間が経過するまで）当該フレームへの送達確認応答フ
レームを受信しないと再送を行う。当該フレームへの送達確認応答フレームを受信すると
第１のタイマは止められる。
【０２４６】
　一方、送達確認応答フレームを受信せず第１のタイマが切れると、例えば接続相手の無
線通信装置がまだ（通信レンジ内に）存在するか（言い換えれば、無線リンクが確保でき
ているか）を確認するための管理フレームを送信し、それと同時に当該フレームの再送期
間を制限する第２のタイマ（例えば管理フレーム用の再送タイマ）を起動する。第１のタ
イマと同様、第２のタイマでも、第２のタイマが切れるまで当該フレームへの送達確認応
答フレームを受信しないと再送を行い、第２のタイマが切れると接続が切断されたと判定
する。接続が切断されたと判定した段階で、前記接続を切断するフレームを送信するよう
にしてもよい。
【０２４７】
　あるいは、接続相手の無線通信装置からフレームを受信すると第３のタイマを起動し、
新たに接続相手の無線通信装置からフレームを受信するたびに第３のタイマを止め、再び
初期値から起動する。第３のタイマが切れると前述と同様に接続相手の無線通信装置がま
だ（通信レンジ内に）存在するか（言い換えれば、無線リンクが確保できているか）を確
認するための管理フレームを送信し、それと同時に当該フレームの再送期間を制限する第
２のタイマ（例えば管理フレーム用の再送タイマ）を起動する。この場合も、第２のタイ
マが切れるまで当該フレームへの送達確認応答フレームを受信しないと再送を行い、第２
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のタイマが切れると接続が切断されたと判定する。この場合も、接続が切断されたと判定
した段階で、前記接続を切断するフレームを送信するようにしてもよい。後者の、接続相
手の無線通信装置がまだ存在するかを確認するための管理フレームは、前者の場合の管理
フレームとは異なるものであってもよい。また後者の場合の管理フレームの再送を制限す
るためのタイマは、ここでは第２のタイマとして前者の場合と同じものを用いたが、異な
るタイマを用いるようにしてもよい。
【０２４８】
　［３］無線ＬＡＮシステムのアクセス方式
　例えば、複数の無線通信装置と通信または競合することを想定した無線ＬＡＮシステム
がある。ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮではＣＳＭＡ／ＣＡ（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｅｎ
ｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ　ｗｉｔｈ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｖｏｉｄａｎｃ
ｅ）をアクセス方式の基本としている。ある無線通信装置の送信を把握し、その送信終了
から固定時間を置いて送信を行う方式では、その無線通信装置の送信を把握した複数の無
線通信装置で同時に送信を行うことになり、その結果、無線信号が衝突してフレーム送信
に失敗する。ある無線通信装置の送信を把握し、その送信終了からランダム時間待つこと
で、その無線通信装置の送信を把握した複数の無線通信装置での送信が確率的に分散する
ことになる。よって、ランダム時間の中で最も早い時間を引いた無線通信装置が１つなら
無線通信装置のフレーム送信は成功し、フレームの衝突を防ぐことができる。ランダム値
に基づき送信権の獲得が複数の無線通信装置間で公平になることから、Ｃａｒｒｉｅｒ　
Ａｖｏｉｄａｎｃｅを採用した方式は、複数の無線通信装置間で無線媒体を共有するため
に適した方式であるということができる。
【０２４９】
　［４］無線ＬＡＮのフレーム間隔
　ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮのフレーム間隔について説明する。ＩＥＥＥ８０２．
１１無線ＬＡＮで用いられるフレーム間隔は、ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　ｃｏｏｒｄｉｎ
ａｔｉｏｎ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＤＩＦＳ）、ａｒ
ｂｉｔｒａｔｉｏｎ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＡＩＦＳ）、ｐｏｉｎｔ　ｃ
ｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　ｆｕｎｃｔｉｏｎ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＰＩ
ＦＳ）、ｓｈｏｒｔ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＳＩＦＳ）、ｅｘｔｅｎｄｅ
ｄ　ｉｎｔｅｒｆｒａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＥＩＦＳ）、ｒｅｄｕｃｅｄ　ｉｎｔｅｒｆｒ
ａｍｅ　ｓｐａｃｅ（ＲＩＦＳ）の６種類ある。
【０２５０】
　フレーム間隔の定義は、ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮでは送信前にキャリアセンス
アイドルを確認して開けるべき連続期間として定義されており、厳密な前のフレームから
の期間は議論しない。従ってここでのＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮシステムでの説明
においてはその定義を踏襲する。ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮでは、ＣＳＭＡ／ＣＡ
に基づくランダムアクセスの際に待つ時間を固定時間とランダム時間との和としており、
固定時間を明確にするため、このような定義になっているといえる。
【０２５１】
　ＤＩＦＳとＡＩＦＳとは、ＣＳＭＡ／ＣＡに基づき他の無線通信装置と競合するコンテ
ンション期間にフレーム交換開始を試みるときに用いるフレーム間隔である。ＤＩＦＳは
、トラヒック種別による優先権の区別がないとき、ＡＩＦＳはトラヒック種別（Ｔｒａｆ
ｆｉｃ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ：ＴＩＤ）による優先権が設けられている場合に用いる。
【０２５２】
　ＤＩＦＳとＡＩＦＳとで係る動作としては類似しているため、以降では主にＡＩＦＳを
用いて説明する。ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮでは、ＭＡＣ層でフレーム交換の開始
などを含むアクセス制御を行う。さらに、上位層からデータを渡される際にＱｏＳ（Ｑｕ
ａｌｉｔｙ　ｏｆ　Ｓｅｒｖｉｃｅ）対応する場合には、データとともにトラヒック種別
が通知され、トラヒック種別に基づいてデータはアクセス時の優先度のクラス分けがされ
る。このアクセス時のクラスをアクセスカテゴリ（Ａｃｃｅｓｓ　Ｃａｔｅｇｏｒｙ：Ａ
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Ｃ）と呼ぶ。従って、アクセスカテゴリごとにＡＩＦＳの値が設けられることになる。
【０２５３】
　ＰＩＦＳは、競合する他の無線通信装置よりも優先権を持つアクセスができるようにす
るためのフレーム間隔であり、ＤＩＦＳ及びＡＩＦＳのいずれの値よりも期間が短い。Ｓ
ＩＦＳは、応答系の制御フレームの送信時あるいは一旦アクセス権を獲得した後にバース
トでフレーム交換を継続する場合に用いることができるフレーム間隔である。ＥＩＦＳは
フレーム受信に失敗した（受信したフレームがエラーであると判定した）場合に起動され
るフレーム間隔である。
【０２５４】
　ＲＩＦＳは一旦アクセス権を獲得した後にバーストで同一無線通信装置に複数のフレー
ムを連続して送信する場合に用いることができるフレーム間隔であり、ＲＩＦＳを用いて
いる間は送信相手の無線通信装置からの応答フレームを要求しない。
【０２５５】
　ここでＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮにおけるランダムアクセスに基づく競合期間の
フレーム交換の一例を図３２に示す。　
【０２５６】
　ある無線通信装置においてデータフレーム（Ｗ＿ＤＡＴＡ１）の送信要求が発生した際
に、キャリアセンスの結果、媒体がビジーである（ｂｕｓｙ　ｍｅｄｉｕｍ）と認識する
場合を想定する。この場合、キャリアセンスがアイドルになった時点から固定時間のＡＩ
ＦＳを空け、その後ランダム時間（ｒａｎｄｏｍ　ｂａｃｋｏｆｆ）空いたところで、デ
ータフレームＷ＿ＤＡＴＡ１を通信相手に送信する。なお、キャリアセンスの結果、媒体
がビジーではない、つまり媒体がアイドル（ｉｄｌｅ）であると認識した場合には、キャ
リアセンスを開始した時点から固定時間のＡＩＦＳを空けて、データフレームＷ＿ＤＡＴ
Ａ１を通信相手に送信する。
【０２５７】
　ランダム時間は０から整数で与えられるコンテンションウィンドウ（Ｃｏｎｔｅｎｔｉ
ｏｎ　Ｗｉｎｄｏｗ：ＣＷ）の間の一様分布から導かれる擬似ランダム整数にスロット時
間をかけたものである。ここで、ＣＷにスロット時間をかけたものをＣＷ時間幅と呼ぶ。
ＣＷの初期値はＣＷｍｉｎで与えられ、再送するたびにＣＷの値はＣＷｍａｘになるまで
増やされる。ＣＷｍｉｎとＣＷｍａｘとの両方とも、ＡＩＦＳと同様アクセスカテゴリご
との値を持つ。Ｗ＿ＤＡＴＡ１の送信先の無線通信装置では、データフレームの受信に成
功し、かつ当該データフレームが応答フレームの送信を要求するフレームであるとそのデ
ータフレームを内包する物理パケットの無線媒体上での占有終了時点からＳＩＦＳ時間後
に応答フレーム（Ｗ＿ＡＣＫ１）を送信する。Ｗ＿ＤＡＴＡ１を送信した無線通信装置は
、Ｗ＿ＡＣＫ１を受信すると送信バースト時間制限内であればまたＷ＿ＡＣＫ１を内包す
る物理パケットの無線媒体上での占有終了時点からＳＩＦＳ時間後に次のフレーム（例え
ばＷ＿ＤＡＴＡ２）を送信することができる。
【０２５８】
　ＡＩＦＳ、ＤＩＦＳ、ＰＩＦＳ及びＥＩＦＳは、ＳＩＦＳとスロット時間との関数にな
るが、ＳＩＦＳとスロット時間とは物理層ごとに規定されている。また、ＡＩＦＳ、ＣＷ
ｍｉｎ及びＣＷｍａｘなどアクセスカテゴリごとに値が設けられるパラメータは、通信グ
ループ（ＩＥＥＥ８０２．１１無線ＬＡＮではＢａｓｉｃ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ（Ｂ
ＳＳ））ごとに設定可能であるが、デフォルト値が定められている。
【０２５９】
　例えば、８０２．１１ａｃの規格策定では、ＳＩＦＳは１６μｓ、スロット時間は９μ
ｓであるとして、それによってＰＩＦＳは２５μｓ、ＤＩＦＳは３４μｓ、ＡＩＦＳにお
いてアクセスカテゴリがＢＡＣＫＧＲＯＵＮＤ（ＡＣ＿ＢＫ）のフレーム間隔はデフォル
ト値が７９μｓ、ＢＥＳＴ　ＥＦＦＯＲＴ（ＡＣ＿ＢＥ）のフレーム間隔はデフォルト値
が４３μｓ、ＶＩＤＥＯ（ＡＣ＿ＶＩ）とＶＯＩＣＥ（ＡＣ＿ＶＯ）のフレーム間隔はデ
フォルト値が３４μｓ、ＣＷｍｉｎとＣＷｍａｘとのデフォルト値は、各々ＡＣ＿ＢＫと
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ＡＣ＿ＢＥとでは３１と１０２３、ＡＣ＿ＶＩでは１５と３１、ＡＣ＿ＶＯでは７と１５
になるとする。なお、ＥＩＦＳは、基本的にはＳＩＦＳとＤＩＦＳと最も低速な必須の物
理レートで送信する場合の応答フレームの時間長の和である。なお効率的なＥＩＦＳの取
り方ができる無線通信装置では、ＥＩＦＳを起動した物理パケットへの応答フレームを運
ぶ物理パケットの占有時間長を推定し、ＳＩＦＳとＤＩＦＳとその推定時間の和とするこ
ともできる。
【０２６０】
　本実施形態で用いられる用語は、広く解釈されるべきである。例えば用語“プロセッサ
”は、汎用目的プロセッサ、中央処理装置（ＣＰＵ）、マイクロプロセッサ、デジタル信
号プロセッサ（ＤＳＰ）、コントローラ、マイクロコントローラ、状態マシンなどを包含
してもよい。状況によって、“プロセッサ”は、特定用途向け集積回路、フィールドプロ
グラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、プログラム可能論理回路（ＰＬＤ）などを指して
もよい。“プロセッサ”は、複数のマイクロプロセッサのような処理装置の組み合わせ、
ＤＳＰおよびマイクロプロセッサの組み合わせ、ＤＳＰコアと協働する１つ以上のマイク
ロプロセッサを指してもよい。
【０２６１】
　別の例として、用語“メモリ”は、電子情報を格納可能な任意の電子部品を包含しても
よい。“メモリ”は、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読み出し専用メモリ（ＲＯＭ
）、プログラム可能読み出し専用メモリ（ＰＲＯＭ）、消去可能プログラム可能読み出し
専用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能ＰＲＯＭ（ＥＥＰＲＯＭ）、不揮発性ランダ
ムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）、フラッシュメモリ、磁気または光学データストレージ
を指してもよく、これらはプロセッサによって読み出し可能である。プロセッサがメモリ
に対して情報を読み出しまたは書き込みまたはこれらの両方を行うならば、メモリはプロ
セッサと電気的に通信すると言うことができる。メモリは、プロセッサに統合されてもよ
く、この場合も、メモリは、プロセッサと電気的に通信していると言うことができる。
【０２６２】
　なお、各実施形態で述べるフレームは、例えばＩＥＥＥ８０２．１１規格でフレームと
呼ばれているもののみならず、Ｎｕｌｌ　Ｄａｔａ　Ｐａｃｋｅｔなど、パケットと呼ば
れているものを指すこともあり得る。
【０２６３】
　なお、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実
施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異なる実
施形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【０２６４】
１０：ＭＡＣ処理部
２０：ＭＡＣ共通処理部
３０：送信処理部
４０：受信処理部
５０：ＰＨＹ処理部
６０：ＭＡＣ／ＰＨＹ管理部
７０：アナログ処理部（アナログ処理部１～Ｎ）
８０：アンテナ（アンテナ１～Ｎ）
９０：上位処理部
１４８：無線ＬＡＮモジュール
１４９：ホストシステム
２１１：ベースバンドＩＣ
２１３：メモリ
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２１４：ホスト・インターフェース
２１５：ＣＰＵ
２１６：ＤＡＣ
２１７：ＡＤＣ
２２１：ＲＦ　ＩＣ
２２２、２３２：フィルタ
２２３、２３３：ミキサ
２２４、２３４：アンプ
２２５、２３５：バラン
２４２：ＰＬＬ
２４３：水晶発振器
２４７：アンテナ
２４５：スイッチ
３０１：ノートＰＣ
３０５、３１５、３５５：無線通信装置
３２１：移動体端末
３３１：メモリーカード
３３２：メモリーカード本体
４２Ａ、４２Ｂ、４２Ｃ、４２Ｄ：アンテナ
４０１：通信処理部
４０２：送信部
４０３：受信部
４０４：ネットワーク処理部
４０５：有線Ｉ／Ｆ
４０６：メモリ
【図１】 【図２】

【図３】
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